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はじめにはじめに

　我が国の年間自殺者数は令和元年まで減少しましたが、　我が国の年間自殺者数は令和元年まで減少しましたが、
その後、新型コロナウイルス感染症の影響等により増加その後、新型コロナウイルス感染症の影響等により増加
し、２万人強で推移し、自殺死亡率は依然として、主要し、２万人強で推移し、自殺死亡率は依然として、主要
先進７か国で最も高い状態が続いています。先進７か国で最も高い状態が続いています。
　このような中、国は、令和４年 10 月に新たな「自殺　このような中、国は、令和４年 10 月に新たな「自殺
総合対策大綱」が閣議決定され、子ども・若者への対策総合対策大綱」が閣議決定され、子ども・若者への対策
の強化など、自殺対策の更なる充実を図ったところです。の強化など、自殺対策の更なる充実を図ったところです。
　本市においては、市民生活に直結した４Ｋ（健康・教育・　本市においては、市民生活に直結した４Ｋ（健康・教育・
環境・危機管理）に関する施策を重点的に推進し、特に「健康」では、第３期環境・危機管理）に関する施策を重点的に推進し、特に「健康」では、第３期
元気ふじえだ健やかプランのもと、「守る健康」「創る健康」を柱に、体やここ元気ふじえだ健やかプランのもと、「守る健康」「創る健康」を柱に、体やここ
ろの健康についての意識の向上と効果的な健康行動を進めてまいりました。ろの健康についての意識の向上と効果的な健康行動を進めてまいりました。
　しかしながら、本市の自殺者数は平成 30 年から令和４年までの５年間で 100　しかしながら、本市の自殺者数は平成 30 年から令和４年までの５年間で 100
人にのぼっており、令和２年から減少しているものの、毎年、尊い命が失われて人にのぼっており、令和２年から減少しているものの、毎年、尊い命が失われて
おります。おります。
　そこで本市では、誰も自殺に追いこまれることのない社会の実現を目指して、　そこで本市では、誰も自殺に追いこまれることのない社会の実現を目指して、
第２次藤枝市自殺対策計画を策定いたしました。第２次藤枝市自殺対策計画を策定いたしました。
　自殺は、様々な要因による「追い込まれた末の死」です。このため、困りごとを　自殺は、様々な要因による「追い込まれた末の死」です。このため、困りごとを
抱える人に気づき、手を差し伸べていくことができる地域・社会の構築が大切抱える人に気づき、手を差し伸べていくことができる地域・社会の構築が大切
です。です。
　第２次計画では、（１）市民への啓発周知と “ 健幸 ” づくりの推進、（２）“ 気　第２次計画では、（１）市民への啓発周知と “ 健幸 ” づくりの推進、（２）“ 気
づき ”、“ つなぐ ” 人材の育成、（３）様々な対象に応じた自殺対策の展開、（４）づき ”、“ つなぐ ” 人材の育成、（３）様々な対象に応じた自殺対策の展開、（４）
命を守る “ 切れ目のない ” 支援体制の構築の４つを基本目標とし、「生きること」命を守る “ 切れ目のない ” 支援体制の構築の４つを基本目標とし、「生きること」
の包括的な支援として、新たに「女性への支援」を加えた 10 の基本施策を推の包括的な支援として、新たに「女性への支援」を加えた 10 の基本施策を推
進し、地域で安心して暮らすことのできる社会の実現を目指してまいります。進し、地域で安心して暮らすことのできる社会の実現を目指してまいります。
　また、「～いのちを守り人によりそう～」を基本理念の副題としております。　また、「～いのちを守り人によりそう～」を基本理念の副題としております。
市民の皆様には、一人ひとりがかけがえのない命を大切にし、ともにつながり市民の皆様には、一人ひとりがかけがえのない命を大切にし、ともにつながり
支え合いながら自殺予防に取り組んでいただくよう、ご理解ご協力をお願い申し支え合いながら自殺予防に取り組んでいただくよう、ご理解ご協力をお願い申し
上げます。上げます。
　本計画の策定にあたり藤枝市自殺対策推進協議会委員や関係者の皆様、貴重　本計画の策定にあたり藤枝市自殺対策推進協議会委員や関係者の皆様、貴重
なご意見・ご提案をいただきました市民の皆様に厚くお礼を申し上げます。なご意見・ご提案をいただきました市民の皆様に厚くお礼を申し上げます。

令和６年３月令和６年３月
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 藤枝市長　北村 正平　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 藤枝市長　北村 正平
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第１章    自殺対策計画策定にあたって 

 
 

１ 自殺対策計画策定の趣旨と基本認識 

（１）計画策定の趣旨 

我が国の自殺者数は、平成 22 年以降 10 年連続して減少していましたが、

令和２年には新型コロナウイルス感染症の影響などにより 11 年ぶりに増加に転

じており、年間２万人を超えています。自殺死亡率は、依然として主要先進７か

国で最も高く、また、若い世代の死因で最も多いのが自殺となっており、自殺は

深刻な問題です。 

国は、平成 18 年に「自殺対策基本法※」を制定し、同年にはこの法律に基づ

き、自殺対策の指針となる「自殺総合対策大綱 ※」を閣議決定しました。平成

24 年８月にはこの大綱の全体的な見直しが行われ、基本理念として「誰も自殺

に追い込まれることのない社会の実現を目指す」ことが明示され、令和４年の大

綱の見直しでも引き続き取り組んでいくことが決定されました。 

また、平成 28 年に改正された「自殺対策基本法」では、自殺対策を「生きる

ことの包括的な支援」と定義し、令和８年までに自殺死亡率を平成 27年と比べ

て 30%以上減少させることを目標としています。 

本市においても、自殺総合対策大綱等の趣旨を踏まえて、市の状況に応じた

総合的な自殺対策の施策を策定するために、同法第 13 条第２項に定める「市

町村自殺対策計画」として本計画を策定します。 

 
 

（２）自殺総合対策大綱における基本認識 

自殺総合対策大綱において、自殺対策は、「社会における「生きることの阻害

要因※」を減らし、「生きることの促進要因※」を増やすことを通じて、社会全体の

自殺リスクを低下させる方向で、「対人支援のレベル」 、「地域連携のレベル」、

「社会制度のレベル」、それぞれにおいて強力に、かつそれらを総合的に推進する

もの」としています。 

本市においても、自殺対策の本質を「生きることへの支援」であるという観点か

ら、自殺総合対策大綱で示されている基本認識を踏まえて取り組んでいきます。 

※

第 章1
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③  新型コロナウイルス感染症拡大の影響を踏まえた取組を推進する 

令和２年10月に公表された厚生労働大臣指定法人いのち支える自殺対策推

進センターによる「コロナ禍における自殺の動向に関する分析（緊急レポート） 」

では、令和２年以降、若者層や女性の自殺者の増加が目立つなど、これまでと

異なる傾向が見られます。  

本市においては、女性の自殺者が微増している状況が見られます。  

新型コロナウイルス感染症拡大の影響の長期化を踏まえた取組や、コロナ禍

での経験を踏まえ、関係機関との一層の連携のもと、自殺対策を推進していく

必要があります。  

 
 

④ 地域レベルの実践的な取組を推進する 

「誰も自殺に追い込まれることのない社会の実現」のためには、自殺対策を社

会づくり、地域づくりとして推進することが必要です。地域の実情の把握を適切

に行い、地域の資源を活かしながら、実践的な取組を推進することが重要となり

ます。 

地域の実情に合わせて、様々な分野の施策、人々や組織が密接に連携して

取り組むことが必要であり、連携の効果を更に高めるため、支援にあたる人々が

それぞれ自殺対策の一翼を担っているという意識を共有することが重要です。  

また、自殺を考えている人は、自殺の危険を示す何らかのサインを発している

ことが多いため、全ての市民が、身近にいるかもしれない自殺を考えている人の

サインに早く気づくことができるよう、自殺に関する正しい知識の普及等に取り

組んでいくことが必要です。  
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①  自殺は、その多くが追い込まれた末の死である 

自殺は、個人の自由な意思や選択の結果ではなく、その多くが追い込まれた末

の死であるといえます。自殺に至る心理は、様々な悩みが原因で追い詰められ、自

殺以外の選択肢を考えられない状態や、生きていても意味がないという役割喪失

感、与えられた役割の大きさに対する過剰な負担感から、危機的な状態にまで追

い込まれてしまうことが考えられます。 

経済・生活問題、健康問題、家庭問題等、自殺の背景・原因となる様々な要因

のうち、失業、倒産、多重債務、長時間労働等の社会的要因を解決するためには、

制度、慣行の見直しや相談・支援体制の整備など、社会全体での取組が必要で

す。また、健康や家庭の悩み等の個人的な問題も一人で抱え込まず、専門家への

相談等、社会的な支援を活用することにより解決できる場合もあります。 

自殺は、その多くが防ぐことができる社会的な問題であり、「生きることの阻害

要因（自殺に追い込む様々な要因）」を減らし、「生きることの促進要因（生きるこ

とに希望を持てる様々な要因）」を増やすよう、自殺対策を生きることの包括的な

支援として展開する必要があります。 

 
 

②  年間自殺者数は減少傾向にあるが、非常事態はいまだ続いている 

平成 10 年に急増し、以後連続して３万人前後の状態が続いていた我が国の

年間自殺者数は、国の取組及び、地方公共団体、関係団体、民間団体等によ

る様々な取組の結果、平成 22 年以降減少を続けていましたが、依然として２万

人を超える水準です。また令和２年には新型コロナウイルス感染症の影響などに

より 11 年ぶりに前年自殺者数を上回るなど、深刻な状況は続いています。特に

令和４年には児童生徒の自殺者が過去最多を更新するなど、若者層・女性に

おける自殺者数の増加は予断を許さない状況です。  

また、我が国の自殺死亡率は主要先進７か国の中で最も高く、かけがえのな

い多くの命が日々、自殺に追い込まれる非常事態は、いまだ続いていると言わざ

るを得ません。  
  

※

※ ※
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１ 人口の推移 

（１）性別年齢別人口 

本市の性別年齢別人口をみると、第一次ベビーブーム（昭和 22～24 年）、

第二次ベビーブーム（昭和 46～49 年）の世代が突出した２つのふくらみをもつ

「ひょうたん型」となっており、男性は 45～49 歳が、女性は 70～74 歳が、最も

多くなっています。男女別にみると、55 歳以上では男性に比べ女性の人口が多

くなっています。  

 
 

人口ピラミッド（令和５年） 
【男性】               【女性】 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：住民基本台帳（令和５年３月 31 日現在） 

  

資料：藤枝市ホームページ　年齢別人口（平成30年３月31日現在）
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02,0004,0006,0008,000

０～４歳

５～９歳

10～14歳

15～19歳

20～24歳

25～29歳

30～34歳

35～39歳

40～44歳

45～49歳

50～54歳

55～59歳

60～64歳

65～69歳

70～74歳

75～79歳

80～84歳

85～89歳

90～94歳

95～99歳

100歳以上

（人）

40 
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3,193 
3,475 
3,465 
3,040 

2,313 

78 
503 
1,553 

2,728 
3,906 
4,893 
6,004 

4,742 
4,429 
4,463 
5,171 
5,305 

4,524 
3,853 
3,073 

2,820 
2,881 
3,150 
3,351 

2,930 
2,195 

（単位：人） 

人口ピラミッド（令和 5 年）
【男性】 【女性】 （単位：人）

8,000人 8,000人6,000人 6,000人4,000人 4,000人2,000人 2,000人

資料：住民基本台帳（令和5年3月31日現在）

13
137
686

1,764
3,171

4,256
5,153
4,365
4,197
4,397

5,336
5,449
4,649
4,007
3,146
3,093
3,193
3,475
3,465
3,040

2,313

78
503
1,553

2,728
3,906
4,893
6,004

4,742
4,429
4,463
5,171
5,305

4,524
3,853
3,073

2,820
2,881

3,150
3,351

2,930
2,195

100歳以上
95～99歳
90～94歳
85～89歳
80～84歳
75～79歳
70～74歳
65～69歳
60～64歳
55～59歳
50～54歳
45～49歳
40～44歳
35～39歳
30～34歳
25～29歳
20～24歳
15～19歳
10～14歳
5～9歳
0～4歳

第１章 自殺対策計画策定にあたって

4

２ 計画の位置付け
本計画は、「自殺対策基本法」に基づき、国の定める「自殺総合対策大綱」

等の趣旨を踏まえて、同法第 13条第２項に定める「市町村自殺対策計画」とし

て策定するものです。

また、「第３次いのち支える“ふじのくに”自殺総合対策行動計画 」や本市の

最上位計画である「第６次藤枝市総合計画」 「第２期ふじえだ健康都市創生総

合戦略 」と、「第 ３期元気ふじえだ健やかプラン」 「第 ５次藤枝市地域福祉計

画・地域福祉活動計画」 「第９次ふじえだ介護・福祉ぷらん 21」 「第２期藤枝

市こども・子育て支援事業計画」「第６次藤の里障害者プラン」 「第７期藤枝市

障害福祉計画・第３期藤枝市障害児福祉計画」等との整合性を図りながら策

定します。

３ 計画期間
本計画の計画期間は、令和６年度から令和 10 年度までの５年間とします。

自殺の実態の分析結果や社会情勢の変化等を踏まえ、評価・検証を行いなが

ら、必要に応じて計画の見直しを行います。

第３次いのち支える

“ふじのくに”

自殺総合対策行動計画

静岡県

 

自殺対策基本法

自殺総合対策大綱

国

第
２
次
藤
枝
市
自
殺
対
策
計
画

 

・第３期元気ふじえだ健やか
プラン

・第５次藤枝市地域福祉計画・
地域福祉活動計画

・第９次ふじえだ介護・
福祉ぷらん21

・第２期藤枝市子ども・
子育て支援事業計画

・第６次藤の里障害者プラン

・第７期藤枝市障害福祉計画・

第３期藤枝市障害児福祉計画

・その他の個別計画

等

第６次藤枝市総合計画

藤枝市新総合戦略

本計画は、「自殺対策基本法」に基づき、国の定める「自殺総合対策大綱」本計画は、「自殺対策基本法」に基づき、国の定める「自殺総合対策大綱」
等の趣旨を踏まえて、同法第 13 条第 2 項に定める「市町村自殺対策計画」等の趣旨を踏まえて、同法第 13 条第 2 項に定める「市町村自殺対策計画」
として策定するものです。として策定するものです。
　また、「第 3 次いのち支える ” ふじのくに ” 自殺総合対策行動計画」や本市　また、「第 3 次いのち支える ” ふじのくに ” 自殺総合対策行動計画」や本市
の最上位計画である「第 6 次藤枝市総合計画」「藤枝市新総合戦略」と、「第の最上位計画である「第 6 次藤枝市総合計画」「藤枝市新総合戦略」と、「第
3 期元気ふじえだ健やかプラン」「第 5 次藤枝市地域福祉計画・地域福祉活動3 期元気ふじえだ健やかプラン」「第 5 次藤枝市地域福祉計画・地域福祉活動
計画」「第 9 次ふじえだ介護・福祉ぷらん 21」「第 2 期藤枝市子ども・子育計画」「第 9 次ふじえだ介護・福祉ぷらん 21」「第 2 期藤枝市子ども・子育
て支援事業計画」「第 6 次藤の里障害者プラン」「第 7 期藤枝市障害福祉計画・て支援事業計画」「第 6 次藤の里障害者プラン」「第 7 期藤枝市障害福祉計画・
第 3 期藤枝市障害児福祉計画」等との整合性を図りながら策定します。第 3 期藤枝市障害児福祉計画」等との整合性を図りながら策定します。

本計画の計画期間は、令和 6 年度から令和 10 年度までの 5 年間とします。本計画の計画期間は、令和 6 年度から令和 10 年度までの 5 年間とします。
自殺の実態の分析結果や社会情勢の変化等を踏まえ、評価・検証を行いながら、自殺の実態の分析結果や社会情勢の変化等を踏まえ、評価・検証を行いながら、
必要に応じて計画の見直しを行います。必要に応じて計画の見直しを行います。

※ ※
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第２章    藤枝市の自殺の現状と課題

１ 人口の推移

（１）性別年齢別人口

本市の性別年齢別人口をみると、第一次ベビーブーム（昭和 22～24 年）、

第二次ベビーブーム（昭和 46～49 年）の世代が突出した２つのふくらみをもつ

「ひょうたん型」となっており、男性は 45～49 歳が、女性は 70～74 歳が、最も

多くなっています。男女別にみると、55 歳以上では男性に比べ女性の人口が多

くなっています。

人口ピラミッド（令和５年）
【男性】               【女性】

資料：住民基本台帳（令和５年３月 31 日現在）

資料：藤枝市ホームページ　年齢別人口（平成30年３月31日現在）

2,888

3,431

3,413

3,657

3,209

3,147

3,941

4,586

5,430

5,384

4,448

4,238

4,541

5,547

4,788

3,903

2,584

1,491

544

78

10

02,0004,0006,0008,000

０～４歳

５～９歳

10～14歳

15～19歳

20～24歳

25～29歳

30～34歳

35～39歳

40～44歳

45～49歳

50～54歳

55～59歳

60～64歳

65～69歳

70～74歳

75～79歳

80～84歳

85～89歳

90～94歳

95～99歳

100歳以上

（人）

40
266

1,078
1,709

2,678
4,256

5,153
4,365
4,197
4,397

5,336
5,449
4,649
4,007
3,146
3,093
3,193
3,475
3,465
3,040

2,313

78
503
1,553

2,728
3,906
4,893
6,004

4,742
4,429
4,463
5,171
5,305

4,524
3,853
3,073

2,820
2,881
3,150
3,351

2,930
2,195

（単位：人）

人口ピラミッド（令和 5 年）
【男性】 【女性】 （単位：人）

8,000人 8,000人6,000人 6,000人4,000人 4,000人2,000人 2,000人

資料：住民基本台帳（令和5年3月31日現在）

13
137
686

1,764
3,171

4,256
5,153
4,365
4,197
4,397

5,336
5,449
4,649
4,007
3,146
3,093
3,193
3,475
3,465
3,040

2,313

78
503
1,553

2,728
3,906
4,893
6,004

4,742
4,429
4,463
5,171
5,305

4,524
3,853
3,073

2,820
2,881

3,150
3,351

2,930
2,195

100歳以上
95～99歳
90～94歳
85～89歳
80～84歳
75～79歳
70～74歳
65～69歳
60～64歳
55～59歳
50～54歳
45～49歳
40～44歳
35～39歳
30～34歳
25～29歳
20～24歳
15～19歳
10～14歳
5～9歳
0～4歳

第１章 自殺対策計画策定にあたって

4

２ 計画の位置付け
本計画は、「自殺対策基本法」に基づき、国の定める「自殺総合対策大綱」

等の趣旨を踏まえて、同法第 13条第２項に定める「市町村自殺対策計画」とし

て策定するものです。

また、「第３次いのち支える“ふじのくに”自殺総合対策行動計画 」や本市の

最上位計画である「第６次藤枝市総合計画」 「第２期ふじえだ健康都市創生総

合戦略 」と、「第 ３期元気ふじえだ健やかプラン」 「第 ５次藤枝市地域福祉計

画・地域福祉活動計画」 「第９次ふじえだ介護・福祉ぷらん 21」 「第２期藤枝

市こども・子育て支援事業計画」「第６次藤の里障害者プラン」 「第７期藤枝市

障害福祉計画・第３期藤枝市障害児福祉計画」等との整合性を図りながら策

定します。

３ 計画期間
本計画の計画期間は、令和６年度から令和 10 年度までの５年間とします。

自殺の実態の分析結果や社会情勢の変化等を踏まえ、評価・検証を行いなが

ら、必要に応じて計画の見直しを行います。

第３次いのち支える

“ふじのくに”

自殺総合対策行動計画

静岡県

 

自殺対策基本法

自殺総合対策大綱

国

第
２
次
藤
枝
市
自
殺
対
策
計
画

 

・第３期元気ふじえだ健やか
プラン

・第５次藤枝市地域福祉計画・
地域福祉活動計画

・第９次ふじえだ介護・
福祉ぷらん21

・第２期藤枝市子ども・
子育て支援事業計画

・第６次藤の里障害者プラン

・第７期藤枝市障害福祉計画・

第３期藤枝市障害児福祉計画

・その他の個別計画

等

第６次藤枝市総合計画

藤枝市新総合戦略

（昭和22～24年）、（昭和22～24年）、

第 章2
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２ 自殺の現状

（１）自殺死亡率の推移

本市の自殺死亡率（人口 10 万人当たりの自殺者数）の推移をみると、平成

26年以降減少していました。令和元年には一時的に増加し、全国平均を上回る

死亡率となりましたが、その後はまた減少傾向にあります。令和４年では自殺死

亡率が 11.8 となっており、静岡県・全国よりも低くなっています。

自殺死亡率の推移

平成 26年 平成 27年 平成 28年 平成 29年 平成 30年 令和元年 令和２年 令和３年 令和４年

藤枝市 18.4 18.4 13.0 9.6 6.8 18.6 15.9 16.0 11.8

静岡県 18.6 18.0 17.2 16.9 16.1 16.4 16.4 15.3 17.6

全 国 19.6 18.6 16.9 16.5 16.2 16.0 16.4 16.4 17.3

資料：厚生労働省、地域における自殺の基礎資料【自殺日・住居地】

Ｈ26 年 Ｈ27年 Ｈ28年 Ｈ29年 Ｈ30 年 Ｒ元年 Ｒ2 年 Ｒ3 年 Ｒ4年

（10 万人当たり人）

Ｈ26 年 Ｈ27 年 Ｈ28 年 Ｈ29 年 Ｈ30 年  Ｒ元年 Ｒ2 年   Ｒ3 年 Ｒ4 年

（人口10万人対）

第２章 藤枝市の自殺の現状と課題

6

（２）年齢３区分別人口の推移

本市の総人口をみると、少しずつ減少しています。また、年齢３区分別にみる

と、年少人口（0～ 14 歳）と生産年齢人口（ 15～64 歳）が減少している一方で、

老年人口（65 歳以上）は増加しており、少子高齢化が進んでいます。

年齢３区分別人口

資料：藤枝市ホームページ 統計情報（各年３月 31 日現在）

144,941   144,249 143,765 142,955      141,857

０～14歳 15～64歳 65歳以上

（単位：人）

Ｒ元年           Ｒ2 年            Ｒ3 年          Ｒ4 年           Ｒ５年

年齢3区分別人口

資料：藤枝市ホームページ　統計情報（各年 3月31日現在）

（単位：人）

144,941

H31年 R2年 R3年 R4年 R5年

144,249 143,765 142,955 141,857

42,674

150,000

100,000

50,000

0～14歳

0

83,385

18,882

43,054

82,680

18,515

43,439

82,140

18,186 17,826

43,952

80,611

17,294

15～64歳 65歳以上

81,395

43,734
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２ 自殺の現状

（１）自殺死亡率の推移

本市の自殺死亡率（人口 10 万人当たりの自殺者数）の推移をみると、平成

26年以降減少していました。令和元年には一時的に増加し、全国平均を上回る

死亡率となりましたが、その後はまた減少傾向にあります。令和４年では自殺死

亡率が 11.8 となっており、静岡県・全国よりも低くなっています。

自殺死亡率の推移

平成 26年 平成 27年 平成 28年 平成 29年 平成 30年 令和元年 令和２年 令和３年 令和４年

藤枝市 18.4 18.4 13.0 9.6 6.8 18.6 15.9 16.0 11.8

静岡県 18.6 18.0 17.2 16.9 16.1 16.4 16.4 15.3 17.6

全 国 19.6 18.6 16.9 16.5 16.2 16.0 16.4 16.4 17.3

資料：厚生労働省、地域における自殺の基礎資料【自殺日・住居地】

Ｈ26 年 Ｈ27年 Ｈ28年 Ｈ29年 Ｈ30 年 Ｒ元年 Ｒ2 年 Ｒ3 年 Ｒ4年

（10 万人当たり人）

Ｈ26 年 Ｈ27 年 Ｈ28 年 Ｈ29 年 Ｈ30 年  Ｒ元年 Ｒ2 年   Ｒ3 年 Ｒ4 年

（人口10万人対）

H26年 H27年 H28年 H29年 H30年 R元年 R2年 R3年 R4年

25

18.4 18.4

18.6

15.9

11.8
16.013.0

9.6

6.8

20

15

藤枝市

10

5

0

自殺死亡率の推移

全国静岡県

（人口10万人）

15.715.7
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（２）自殺者数の推移

自殺者数の推移をみると、平成 26年以降減少していましたが、令和元年に

27人まで増加し、それ以降はまた減少傾向となっています。男女別でみると、平

成29年に女性が半数となったこともありますが、その他の年は男性が６割以上を

占めています。

自殺者数の推移

（３）性別・年代別自殺者の状況

平成 30年から令和４年の性別自殺者の年齢構成をみると、男性は 40歳代

（ 18.9％）と 50 歳代（ 16.2％）の割合が高くなっています。女性は 40 歳代

（30.8％）と 70 歳代（23.1％）の割合が高くなっています。

資料：厚生労働省、地域における自殺の基礎資料【自殺日・住居地】

Ｈ24年 Ｈ25年 Ｈ26年 Ｈ27年 Ｈ28年  Ｈ29年 Ｈ30年 Ｒ元年   Ｒ2年  Ｒ3年   Ｒ4年

（平成 30年～令和４年）

資料：厚生労働省、地域における自殺の基礎資料【自殺日・住居地】

ʢฏ੒ �� ೥ʙྩ࿨ �೥ʣ

H24年 H25年 H26年 H27年 H28年 H29年 H30年 R元年 R2年 R3年 R4年

35

0％

20歳未満

10％ 20％ 30％ 40％ 50％ 60％ 70％ 80％ 90％ 100％

藤枝市

静岡県

全国

30
25
20
15
10
5
0

自殺者数の推移

性別自殺者の年齢構成（男性）

（人）

資料：厚生労働省、地域における自殺の基礎資料【自殺日・住居地】

ྉɿްࢿ ੜ࿑ಇলɺ஍Ҭʹ͓͚Δࣗࡴͷࢿૅجྉ̡ ೔ɾॅࡴࣗ ஍ʳډ

31
27

14
10

19

27
23 23

17

27 27

14.8％

4.1％

3.3％

3.1％

9.8％

11.4％ 13.0％ 17.7％ 17.9％ 13.5％ 13.4％ 9.8％
0.2％

0.1％
13.5％ 17.0％ 19.3％ 14.4％ 14.1％ 8.5％

12.2％ 18.9％ 16.2％ 13.5％ 12.2％ 8.1％

20歳代 30歳代 40歳代 50歳代 60歳代 70歳代 80歳以上 不詳

（人）

5 年間の自殺者の推移

性別自殺者の年齢構成（平成30年～令和4 年）
【今回計画】

性別自殺者の年齢構成（平成25 年～29 年）
【前回計画】

資料：厚生労働省、地域における自殺の基礎資料【自殺日・住居地】

資料：厚生労働省、地域における自殺の基礎資料【自殺日・住居地】

0 20 40 60 80 100 120 140

平成 25年～29年 118

平成30年～令和4年 100

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

女性
26

男性
74

合計
100

男性 女性

86

74 26

32

20歳未満 20歳代 30歳代 40歳代
50歳代 60歳代 70歳代 80歳以上

11.0％

14.8％ 12.2％

30.8％ 15.4％ 23.0％

18.9％ 16.2％ 13.5％ 12.2％

3.0％

4.1％

7.7％ 7.7％

11.0％ 22.0％ 16.0％ 12.0％ 15.0％

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

女性
32

男性
86

合計
118

20歳未満 20歳代 30歳代 40歳代
50歳代 60歳代 70歳代 80歳以上

9.3％ 12.7％

12.8％

9.4％ 12.5％ 15.6％ 15.6％ 37.5％

14.0％ 18.6％ 23.3％ 18.6％ 8.1％

16.9％ 21.2％ 17.8％ 16.1％
2.5％

2.3％

3.1％

10.0％

8.1％

15.4％

2.3％

3.4％

6.3％

　平成 30年から令和 4年の性別自殺者をみると、前回計画時（平成 25年から 29年）平成 30年から令和 4年の性別自殺者をみると、前回計画時（平成 25年から 29年）
と比べ、男女とも少なくなっているのがわかります。性別ごとの構成はほぼ同じ割と比べ、男女とも少なくなっているのがわかります。性別ごとの構成はほぼ同じ割
合です。合です。
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（２）自殺者数の推移

自殺者数の推移をみると、平成 26年以降減少していましたが、令和元年に

27人まで増加し、それ以降はまた減少傾向となっています。男女別でみると、平

成29年に女性が半数となったこともありますが、その他の年は男性が６割以上を

占めています。

自殺者数の推移

（３）性別・年代別自殺者の状況

平成 30年から令和４年の性別自殺者の年齢構成をみると、男性は 40歳代

（ 18.9％）と 50 歳代（ 16.2％）の割合が高くなっています。女性は 40 歳代

（30.8％）と 70 歳代（23.1％）の割合が高くなっています。

資料：厚生労働省、地域における自殺の基礎資料【自殺日・住居地】

Ｈ24年 Ｈ25年 Ｈ26年 Ｈ27年 Ｈ28年  Ｈ29年 Ｈ30年 Ｒ元年   Ｒ2年  Ｒ3年   Ｒ4年

（平成 30年～令和４年）

資料：厚生労働省、地域における自殺の基礎資料【自殺日・住居地】

ʢฏ੒ �� ೥ʙྩ࿨ �೥ʣ

H24年 H25年 H26年 H27年 H28年 H29年 H30年 R元年 R2年 R3年 R4年

35

0％

20歳未満

10％ 20％ 30％ 40％ 50％ 60％ 70％ 80％ 90％ 100％

藤枝市

静岡県

全国

30
25
20
15
10
5
0

自殺者数の推移

性別自殺者の年齢構成（男性）

（人）

資料：厚生労働省、地域における自殺の基礎資料【自殺日・住居地】

ྉɿްࢿ ੜ࿑ಇলɺ஍Ҭʹ͓͚Δࣗࡴͷࢿૅجྉ̡ ೔ɾॅࡴࣗ ஍ʳډ

31
27

14
10

19

27
23 23

17

27 27

14.8％

4.1％

3.3％

3.1％

9.8％

11.4％ 13.0％ 17.7％ 17.9％ 13.5％ 13.4％ 9.8％
0.2％

0.1％
13.5％ 17.0％ 19.3％ 14.4％ 14.1％ 8.5％

12.2％ 18.9％ 16.2％ 13.5％ 12.2％ 8.1％

20歳代 30歳代 40歳代 50歳代 60歳代 70歳代 80歳以上 不詳

　性別ごとの年齢構成の比率を見ると、男性は 40歳代（18.9％）と 50歳代（16.2％）性別ごとの年齢構成の比率を見ると、男性は 40歳代（18.9％）と 50歳代（16.2％）
の割合が高くなっています。女性は40歳未満が7.7％で男性に比べ20％以上少なく、の割合が高くなっています。女性は40歳未満が7.7％で男性に比べ20％以上少なく、
40 歳代（30.8％）と 70 歳代（23.0％）の割合が高くなっています。40 歳代（30.8％）と 70 歳代（23.0％）の割合が高くなっています。

　また、前回計画時（平成 25 年から 29 年）と比較すると、男性では 30 歳以下と　また、前回計画時（平成 25 年から 29 年）と比較すると、男性では 30 歳以下と
70歳以上の比率が増え、女性は40歳代と80歳以上が増えていることがわかります。70歳以上の比率が増え、女性は40歳代と80歳以上が増えていることがわかります。

　平成 30 年から令和 4 年の性別自殺者の年齢構成を全国、県と比べると、男性は平成 30 年から令和 4 年の性別自殺者の年齢構成を全国、県と比べると、男性は
あまり傾向に差はありませんが、女性については、本市では特に中高年の自殺者があまり傾向に差はありませんが、女性については、本市では特に中高年の自殺者が
多いことがわかります。多いことがわかります。

（人）

5 年間の自殺者の推移

性別自殺者の年齢構成（平成30年～令和4 年）
【今回計画】

性別自殺者の年齢構成（平成25 年～29 年）
【前回計画】

資料：厚生労働省、地域における自殺の基礎資料【自殺日・住居地】

資料：厚生労働省、地域における自殺の基礎資料【自殺日・住居地】

0 20 40 60 80 100 120 140

平成 25年～29年 118

平成30年～令和4年 100

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

女性
26

男性
74

合計
100

男性 女性

86

74 26

32

20歳未満 20歳代 30歳代 40歳代
50歳代 60歳代 70歳代 80歳以上

11.0％

14.8％ 12.2％

30.8％ 15.4％ 23.0％

18.9％ 16.2％ 13.5％ 12.2％

3.0％

4.1％

7.7％ 7.7％

11.0％ 22.0％ 16.0％ 12.0％ 15.0％

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

女性
32

男性
86

合計
118

20歳未満 20歳代 30歳代 40歳代
50歳代 60歳代 70歳代 80歳以上

9.3％ 12.7％

12.8％

9.4％ 12.5％ 15.6％ 15.6％ 37.5％

14.0％ 18.6％ 23.3％ 18.6％ 8.1％

16.9％ 21.2％ 17.8％ 16.1％
2.5％

2.3％

3.1％

10.0％

8.1％

15.4％

2.3％

3.4％

6.3％
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（５）職業別の自殺者数の状況 

平成 29年から令和３年の有職者の自殺の内訳については、自営業・家族従

業者が４人（ 11.8％）、被雇用者・勤め人が 30 人（88.2％）となっています。  

 

有職者の自殺の内訳（性別・年齢・同居の有無の不明者を除く） 

（平成 29年～令和 3年の合計） 

職業 自殺者数（人） 割合 全国割合 

自営業・家族従業者 4 11.8% 17.5% 

被雇用者・勤め人 30 88.2% 82.5% 

合計 34 100％ 100％ 

資料：厚生労働省、地域における自殺の基礎資料【自殺日・住居地】 

  

 
 

（６）自殺者の同居人の状況 

平成 30年から令和４年の自殺者のうち 71.0％は同居人有りの状況となっています。 

 

自殺者の同居人の有無（平成 30年～令和４年の合計） 

同居人の有無 自殺者数（人） 割合 全国割合 

有 71 71.0% 65.6% 

無 29 29.0% 33.6% 

不明 0 0% 0.8% 

合計 100 100％ 100％ 

資料：厚生労働省、地域における自殺の基礎資料【自殺日・住居地】 
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性別自殺者の年齢構成（女性）（平成 25年～平成 29年）

資料：厚生労働省、地域における自殺の基礎資料【自殺日・住居地】

（４）自殺者における自殺未遂※歴の状況

平成 30 年から令和４年の自殺未遂歴の有無をみると、「あり」の割合は

15.0％で静岡県・全国と比べ低くなっています。

自殺未遂者の状況（平成 25年～平成 29年の合計）（平成 30年～令和４年の合計）

0％ 20％ 80％60％

（平成 30年～令和４年）

40％ 100％

資料：厚生労働省、地域における自殺の基礎資料【自殺日・住居地】

0％

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

藤枝市

藤枝市

あり

静岡県

全国

静岡県

全国

10％ 20％ 30％ 40％ 50％ 60％ 70％ 80％ 90％ 100％

性別自殺者の年齢構成（女性）

自殺未遂者の状況

資料：厚生労働省、地域における自殺の基礎資料【自殺日・住居地】

資料：厚生労働省、地域における自殺の基礎資料【自殺日・住居地】

7.7％ 30.8％

10.0％ 10.6％

11.2％ 10.6％ 15.1％ 15.8％ 13.5％ 16.1％ 13.4％

14.7％ 14.2％ 14.5％ 18.1％ 13.2％

15.4％ 23.0％ 15.4％7.7％

4.7％

4.2％

ʢฏ੒ ��೥ʙྩ࿨ �೥ʣ

ʢฏ੒ ��೥ʙྩ࿨ �೥ͷ৔߹ʣ

15.0％

17.1％

19.5％ 62.6％ 17.9％

69.6％ 13.3％

76.0％ 9.0％

なし 不詳

20歳未満 20歳代 30歳代 40歳代 50歳代 60歳代 70歳代 80歳以上 不詳

0.1％
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性別自殺者の年齢構成（女性）（平成 25年～平成 29年）

資料：厚生労働省、地域における自殺の基礎資料【自殺日・住居地】

（４）自殺者における自殺未遂※歴の状況

平成 30 年から令和 ４年の自殺未遂歴の有無をみると、「 あり」 の割合は

15.0％で静岡県・全国と比べ低くなっています。

自殺未遂者の状況（平成 25年～平成 29年の合計）（平成 30年～令和４年の合計）

0％ 20％ 80％60％

（平成 30年～令和４年）

40％ 100％

資料：厚生労働省、地域における自殺の基礎資料【自殺日・住居地】
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（５）職業別の自殺者数の状況 

平成 29年から令和３年の有職者の自殺の内訳については、自営業・家族従

業者が４人（ 11.8％）、被雇用者・勤め人が 30 人（88.2％）となっています。  

 

有職者の自殺の内訳（性別・年齢・同居の有無の不明者を除く） 

（平成 29年～令和 3年の合計） 

職業 自殺者数（人） 割合 全国割合 

自営業・家族従業者 4 11.8% 17.5% 

被雇用者・勤め人 30 88.2% 82.5% 

合計 34 100％ 100％ 

資料：厚生労働省、地域における自殺の基礎資料【自殺日・住居地】 

  

 
 

（６）自殺者の同居人の状況 

平成 30年から令和４年の自殺者のうち 71.0％は同居人有りの状況となっています。 

 

自殺者の同居人の有無（平成 30年～令和４年の合計） 

同居人の有無 自殺者数（人） 割合 全国割合 

有 71 71.0% 65.6% 

無 29 29.0% 33.6% 

不明 0 0% 0.8% 

合計 100 100％ 100％ 

資料：厚生労働省、地域における自殺の基礎資料【自殺日・住居地】 

  

 
 
 
  

資料：藤枝市　地域自殺実態プロファイル2022（ JSCP2022）
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性別自殺者の年齢構成（女性）（平成 25年～平成 29年）

資料：厚生労働省、地域における自殺の基礎資料【自殺日・住居地】

（４）自殺者における自殺未遂※歴の状況

平成 30 年から令和４年の自殺未遂歴の有無をみると、「あり」の割合は

15.0％で静岡県・全国と比べ低くなっています。

自殺未遂者の状況（平成 25年～平成 29年の合計）（平成 30年～令和４年の合計）

0％ 20％ 80％60％

（平成 30年～令和４年）

40％ 100％

資料：厚生労働省、地域における自殺の基礎資料【自殺日・住居地】

  4  4

3030

3434

11.811.8％％

88.288.2％％

100％100％

0.00.0％％

17.517.5％％

82.582.5％％

100％100％
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   【参考】自殺の背景には様座生要因が複合的に連鎖しているイメージ図  

    資料：ＮＰＯ法人ライフリンク 自殺実態白書  
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（７）自殺の原因・動機

平成 30 年から令和４年の本市で発生した自殺の原因・動機は、「健康問題」が

最も多く、次いで「家庭問題」、「経済・生活問題」「勤務問題」の順となっています。

自殺の原因・動機の状況【複数回答】（平成 30年～令和４年、藤枝市）

家庭問題 健康問題
経済・
生活問題

勤務問題 男女問題 学校問題 その他 不詳 自殺者数

人数 19 42 19 16 5 2 11 24 100

割合 19.0% 42.0% 19.0% 16.0% 5.0% 2.0% 11.0% 24.0% －

※ 自殺の多くは多様かつ複合的な原因及び背景を有しており、様々な要因が連鎖する中で起きています。

資料：厚生労働省、地域における自殺の基礎資料【自殺日・住居地】

19.0%

42.0%

19.0%

16.0%

5.0%

2.0%

11.0%

24.0%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

家庭問題

健康問題

経済・生活問題

勤務問題

男女問題

学校問題

その他

不詳

藤枝市 自殺の原因・動機別割合

0％ 10％ 20％ 30％ 40％ 50％

0％ 10％
19.0％

19.0％

16.0％

5.0％

2.0％

11.0％

24.0％

42.0％

20％ 30％ 40％ 50％

資料：厚生労働省、地域における自殺の基礎資料【自殺日・住居地】

藤枝市　自殺の原因・動機別割合

家庭問題

健康問題

経済・生活問題

勤務問題

男女問題

学校問題

その他

不詳

人数 19

 割合 19.0％ 42.0％ 19.0％ 16.0％ 5.0％ 2.0％ 11.0％ 24.0％

42 19 16 5 2 11 24

家庭問題 健康問題 経済・
生活問題 勤務問題 男女問題 学校問題 その他 不祥

0％ 10％
19.0％

19.0％

16.0％

5.0％

2.0％

11.0％

24.0％

42.0％

20％ 30％ 40％ 50％

資料：厚生労働省、地域における自殺の基礎資料【自殺日・住居地】

藤枝市　自殺の原因・動機別割合

家庭問題

健康問題

経済・生活問題

勤務問題

男女問題

学校問題

その他

不詳

人数 19

 割合 19.0％ 42.0％ 19.0％ 16.0％ 5.0％ 2.0％ 11.0％ 24.0％

42 19 16 5 2 11 24

家庭問題 健康問題 経済・
生活問題 勤務問題 男女問題 学校問題 その他 不祥

　平成 30 年から令和 4 年の本市で発生した自殺の原因・動機は、「健康問題」が最平成 30 年から令和 4 年の本市で発生した自殺の原因・動機は、「健康問題」が最
も多く、次いで「家庭問題」、「経済・生活問題」「勤務問題」の順となっています。も多く、次いで「家庭問題」、「経済・生活問題」「勤務問題」の順となっています。

※自殺の多くは多様かつ複合的な原因及び背景を有しており、様々な要因が連鎖する ※自殺の多くは多様かつ複合的な原因及び背景を有しており、様々な要因が連鎖する 
　中で起きています。　中で起きています。

自殺の原因・動機の状況【複数回答】（平成 30 年～令和 4 年、藤枝市）実数 100 人自殺の原因・動機の状況【複数回答】（平成 30 年～令和 4 年、藤枝市）実数 100 人
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   【参考】自殺の背景には様座生要因が複合的に連鎖しているイメージ図  

    資料：ＮＰＯ法人ライフリンク 自殺実態白書  

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

※

第２章 藤枝市の自殺の現状と課題

11

（７）自殺の原因・動機
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2.0％

11.0％

24.0％

42.0％

20％ 30％ 40％ 50％

資料：厚生労働省、地域における自殺の基礎資料【自殺日・住居地】

藤枝市　自殺の原因・動機別割合

家庭問題

健康問題

経済・生活問題

勤務問題

男女問題

学校問題

その他

不詳

人数 19

 割合 19.0％ 42.0％ 19.0％ 16.0％ 5.0％ 2.0％ 11.0％ 24.0％

42 19 16 5 2 11 24

家庭問題 健康問題 経済・
生活問題 勤務問題 男女問題 学校問題 その他 不祥

0％ 10％
19.0％

19.0％

16.0％

5.0％

2.0％

11.0％

24.0％

42.0％

20％ 30％ 40％ 50％

資料：厚生労働省、地域における自殺の基礎資料【自殺日・住居地】

藤枝市　自殺の原因・動機別割合

家庭問題

健康問題

経済・生活問題

勤務問題

男女問題

学校問題

その他

不詳

人数 19

 割合 19.0％ 42.0％ 19.0％ 16.0％ 5.0％ 2.0％ 11.0％ 24.0％

42 19 16 5 2 11 24

家庭問題 健康問題 経済・
生活問題 勤務問題 男女問題 学校問題 その他 不祥

自殺の要因についてNPO 法人自殺対策支援センターライフリンクが行った実態調査自殺の要因についてNPO 法人自殺対策支援センターライフリンクが行った実態調査
によると、自殺は平均すると 4 つの要因が複合的に連鎖して引き起こされていることがによると、自殺は平均すると 4 つの要因が複合的に連鎖して引き起こされていることが
明らかになりました。明らかになりました。

【参考】自殺の背景には様々な要因が複合的に連鎖しているイメージ図【参考】自殺の背景には様々な要因が複合的に連鎖しているイメージ図
  資料：ＮＰＯ法人ライフリンク自殺実態白書  資料：ＮＰＯ法人ライフリンク自殺実態白書

この、要因の連鎖のプロセス（「自殺の危機経路」という）は、性、年代、職業等の属性によって特徴
が異なることが考えられます。

男性20～39歳有職同居　職場の人間関係／仕事の悩み（ブラック企業)→パワハラ＋過労→うつ状態→自殺

男性40～59歳有職同居　配置転換→過労→職場の人間関係の悩み＋仕事の失敗→うつ状態→自殺

男性60歳以上無職同居　失業（退職）→生活苦＋介護の悩み（疲れ）＋身体疾患→自殺

女性40～59歳無職同居　近隣関係の悩み＋家族間の不和→うつ病→自殺

女性60歳以上無職同居　身体疾患→病苦→うつ状態→自殺

背景にある主な自殺の危機経路（特性から考えられる経路の一例）主な自殺者の特性

資料：藤枝市地域自殺実態プロファイル2022 いのち支える自殺対策推進センター（JSCP2022）
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調査対象者

市内に住民票を有する18歳以上の者

調査方法

郵送配布、郵送で回収

配布数 有効回答数 有効回答率

2,000 通 729 通 36.5%

調査対象者

全国18歳以上の日本国籍を有する者

調査方法

郵送配布、郵送又はオンラインで回収

配布数 有効回答数 有効回答率

4,000 通 2,009 通 50.2%

※ 24ページから 28ページの設問については、厚生労働省が令和３年度に実施した※ 24ページから 28ページの設問については、厚生労働省が令和３年度に実施した
『自殺対策に関する意識調査』に基づき実施しました。この調査は自殺総合対策大綱『自殺対策に関する意識調査』に基づき実施しました。この調査は自殺総合対策大綱
の見直しにあたり実施されたもので、その概要は以下のとおりです。の見直しにあたり実施されたもので、その概要は以下のとおりです。

　令和 5 年 8 月 23 日から令和 5 年 9 月 8 日の間、市内在住の 18 歳以上の市民に　令和 5 年 8 月 23 日から令和 5 年 9 月 8 日の間、市内在住の 18 歳以上の市民に
対し、こころの健康に関する市民の現状や考えなどを聞き、総合的なこころの健康対し、こころの健康に関する市民の現状や考えなどを聞き、総合的なこころの健康
づくりを推進するための基礎資料として、「こころの健康に関する市民意識調査」をづくりを推進するための基礎資料として、「こころの健康に関する市民意識調査」を
実施しました。実施しました。
　回答状況は以下のとおりとなっています。　回答状況は以下のとおりとなっています。

3
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0％ 10％ 20％ 30％ 40％
コロナ後の考えや心情の変化【複数回答】　n＝729　無回答7

特に変化は感じていない

不安を強く感じている

その他

感染対策にストレスを感じている

家族と過ごす時間の大切さを
再確認する機会となった

”生きること”について
考えるようになった

家族以外の人とつながりが少なく
なり、孤独を感じている

家族関係や家族との考え方の違いに
悩んでいる

37.7％

25.8％

25.3％

18.4％

13.2％

9.0％

5.1％

6.8％

第２章 藤枝市の自殺の現状と課題 

 
15 

 

（２）市民意識調査結果 

① 新型コロナウイルス感染症流行以降の心情や考えの変化について  

令和２年から新型コロナウイルス感染症が拡大したことにより人との関わり合

いや雇用形態など社会全体に様々な変化が生じています。  

コロナ禍を過ごしてきたことによる心情や考えの変化についての設問に対して

は、「特に変化は感じていない」と答えた人の割合が 37.3％と最も高くなってい

るものの、「感染対策にストレスを感じている」と回答した人が 25.5％、「家族と

過ごす時間の大切さを再認識する機会となった」と回答した人が 25.1％となり、

影響を感じている人も多くいることがわかります。  

性・年代別にみると、男性・女性とも 30歳代から 40歳代にかけて「感染対策

にストレスを感じている」の割合が比較的高くなっています。また、特に 50 歳代の

女性においては、「家族と過ごす時間の大切さを再認識する機会となった」の割

合が高くなっています。 

 
 
 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

0％  10％  20％  30％  40％ 

77
88
33

※
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② 医療機関などの受診について

「こころの不調（不安感、イライラ感、落ち込み等）や不眠が２週間以上続いた

とき、医療機関などを受診しますか」という設問に対し「受診しない」と答えた人

の割合が 46.0％と最も高く、前回調査（41.8％）よりも高くなっています。

性・年代別にみると、男性・女性とも年代が高くなるにつれて「かかりつけ医に

受診する」の割合が高くなっていますが、10・20 歳代では「受診しない」の割合

が７割半ばとなっています。

【性・年代別】

かかりつけ医に受診する

精神科（心療内科やメンタルクリニック等）の専門の医療機関を受診する

受診しない

無回答

今回（Ｒ５調査）

前回（H30調査）

男性 10・20歳代

30歳代

40歳代

50歳代

60歳代

70歳以上

年齢無回答

女性 10・20歳代

30歳代

40歳代

50歳代

60歳代

70歳以上

年齢無回答

0％

729

16

20

38

48

70

125

3

746

今回（R5調査）

男性　10・20歳代

30歳代

40歳代

50歳代

60歳代

70歳代以上

年齢無回答

女性　10・20歳代

30歳代

40歳代

50歳代

60歳代

70歳代以上

年齢無回答

前回（H30調査）

かかりつけ医に受診する
精神科（心療内科やメンタルクリニック等）の専門の医療機関を受診する
受診しない
無回答

20％ 40％ 60％ 80％ 100％

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

24

32

66

76

85

106

11

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

【性・年代別】

31.4％

12.5％ 37.5％ 50.0％

10.0％ 35.0％ 55.0％

15.8％ 23.7％ 60.5％

33.3％ 22.9％ 43.8％

37.1％ 18.6％ 42.9％

44.8％ 16.0％ 36.0％

33.3％ 66.7％

37.5％
4.2％

1.5％

1.4％

4.7％

3.1％

58.3％

28.1％ 68.8％

21.2％ 21.2％ 56.1％

19.7％ 28.9％ 50.0％

35.3％ 15.3％ 49.4％

51.9％ 12.3％ 31.1％

9.1％ 36.4％ 54.5％

1.4％

3.2％

20.9％ 46.0％
1.7％

3.5％
35.4％ 19.3％ 41.8％

※性別非表示のもの、性別ごと無回答のものを除く。

合計（性別非
表示・無回
答を含む）

有効回答
数（人） 不安を強

く感じて
いる

家族以外の
人とつなが
りが少なく
なり、孤独を
感じている

家族関係や
家族との考
え方の違い
に悩んでい
る

感染対策
にストレ
スを感じ
ている

”生きるこ
と”につい
て考えるよ
うになった

家族と過ご
す時間の大
切さを再認
識する機会
となった

特に変化
は感じて
いない

その他

うち男性
うち女性

複数回答（人）

729

320
400 14.4％ 10.6％ 7.1％ 27.2％ 19.6％ 29.2％ 29.7％ 8.3％

11.0％ 6.6％ 2.5％ 24.0％ 16.1％ 20.2％ 48.3％ 4.7％

13.2％ 9.0％ 5.1％ 25.8％ 18.4％ 25.3％ 37.7％ 6.8％

総計（性別非
表示・無回
答を含む）

有効回答
数（人） 不安を強

く感じて
いる

家族以外の
人とつなが
りが少なく
なり、孤独を
感じている

家族関係や
家族との考
え方の違い
に悩んでい
る

感染対策
にストレ
スを感じ
ている

”生きるこ
と”につい
て考えるよ
うになった

家族と過ご
す時間の大
切さを再認
識する機会
となった

特に変化
は感じて
いない

その他

うち男性
うち女性

複数回答（人）

729

320
400 57 42 28 108 78 116 118 33

35 21 8 76 51 64 153 15

95 65 37 186 133 183 272 49
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② 医療機関などの受診について

「こころの不調（不安感、イライラ感、落ち込み等）や不眠が２週間以上続いた

とき、医療機関などを受診しますか」という設問に対し「受診しない」と答えた人

の割合が 46.0％と最も高く、前回調査（41.8％）よりも高くなっています。

性・年代別にみると、男性・女性とも年代が高くなるにつれて「かかりつけ医に

受診する」の割合が高くなっていますが、10・20 歳代では「受診しない」の割合

が７割半ばとなっています。

【性・年代別】

かかりつけ医に受診する

精神科（心療内科やメンタルクリニック等）の専門の医療機関を受診する

受診しない

無回答

今回（Ｒ５調査）

前回（H30調査）

男性 10・20歳代

30歳代

40歳代

50歳代

60歳代

70歳以上

年齢無回答

女性 10・20歳代

30歳代

40歳代

50歳代

60歳代

70歳以上

年齢無回答

0％

729

16

20

38

48

70

125

3

746

今回（R5調査）

男性　10・20歳代

30歳代

40歳代

50歳代

60歳代

70歳代以上

年齢無回答

女性　10・20歳代

30歳代

40歳代

50歳代

60歳代

70歳代以上

年齢無回答

前回（H30調査）

かかりつけ医に受診する
精神科（心療内科やメンタルクリニック等）の専門の医療機関を受診する
受診しない
無回答

20％ 40％ 60％ 80％ 100％

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

24

32

66

76

85

106

11

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

【性・年代別】

31.4％

12.5％ 37.5％ 50.0％

10.0％ 35.0％ 55.0％

15.8％ 23.7％ 60.5％

33.3％ 22.9％ 43.8％

37.1％ 18.6％ 42.9％

44.8％ 16.0％ 36.0％

33.3％ 66.7％

37.5％
4.2％

1.5％

1.4％

4.7％

3.1％

58.3％

28.1％ 68.8％

21.2％ 21.2％ 56.1％

19.7％ 28.9％ 50.0％

35.3％ 15.3％ 49.4％

51.9％ 12.3％ 31.1％

9.1％ 36.4％ 54.5％

1.4％

3.2％

20.9％ 46.0％
1.7％

3.5％
35.4％ 19.3％ 41.8％
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③ この１か月間くらいで休養が取れているかについて 

「十分にとれている」「おおむねとれている」の割合が 85.0％と大半を占めてい

ます。 

性・年代別でみると、男性・女性とも 30 歳代で「十分にとれている」の割合が

最も少なくなっています。特に男性では「あまりとれていない」の割合が 40.0％と

他の年代に比べて高くなっています。 

 
 
 
 

【性・年代別】 

 
 
 
【性・年代別】 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 

 

女性 10・20歳代 

30歳代 

40歳代 

50歳代 

60歳代 

70歳以上 

年齢無回答 

男性 10・20歳代 

30歳代 

40歳代 

50歳代 

60歳代 

70歳以上 

年齢無回答 

　受診しない理由については、「自然に治るだろうから」の割合が 43.7％と最も高く、次受診しない理由については、「自然に治るだろうから」の割合が 43.7％と最も高く、次
いで「自分で解決できるから」の割合が 29.8％となり、前回調査と同じ傾向となりました。いで「自分で解決できるから」の割合が 29.8％となり、前回調査と同じ傾向となりました。

　3 番目には「根本的な問題の解決にはならないから」となり、こころの不調や不眠が　3 番目には「根本的な問題の解決にはならないから」となり、こころの不調や不眠が
医療機関への受診にはなかなか結び付かないことが推測されます。医療機関への受診にはなかなか結び付かないことが推測されます。

受診しない人の理由【複数回答】　n＝335　無回答3

自然に治るだろうから

自分で解決できるから

根本的な問題の解決には
ならないから

なるべく薬に頼りたくないから

お金がかかるから

仕事や家族の世話で忙しいから

どこを受診すればいいか
わからないから

時間がかかるから、都合が
つかないから

相談の秘密が漏れるのが
不安だから

その他

0％ 10％ 20％ 30％ 40％ 50％

43.7％

29.8％

27.7％

21.4％

18.7％

18.1％

15.7％

15.4％

3.9％

9.6％
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19

③ この１か月間くらいで休養が取れているかについて

「十分にとれている」「おおむねとれている」の割合が 85.0％と大半を占めてい

ます。

性・年代別でみると、男性・女性とも 30 歳代で「十分にとれている」の割合が

最も少なくなっています。特に男性では「あまりとれていない」の割合が 40.0％と

他の年代に比べて高くなっています。

【性・年代別】

【性・年代別】

女性 10・20歳代

30歳代

40歳代

50歳代

60歳代

70歳以上

年齢無回答

男性 10・20歳代

30歳代

40歳代

50歳代

60歳代

70歳以上

年齢無回答

0％

729

20％ 40％ 60％ 80％ 100％

24.0％

31.2％ 56.3％ 12.5％

15.0％ 45.0％ 40.0％

23.6％

18.8％

32.9％

29.6％

100.0％

33.3％

12.5％

27.3％

21.1％

15.3％

24.5％

9.1％ 72.7％ 18.2％

66.9％

62.3％ 21.2％

64.5％ 11.8％

56.1％ 15.1％

81.3％

54.2％

60.0％ 8.8％

58.6％ 8.5％

58.3％ 16.7％
6.2％

0.8％

8.3％

6.2％

1.5％

2.6％

1.2％

4.7％ 0.9％ 2.8％

4.2％

0.8％

50.0％ 13.2％ 13.2％

61.1％ 12.2％

2.2％ 0.5％

1.5％ 0.8％

十分にとれて
いる
おおむねとれ
ている
あまりとれて
いない
とれていない

【性・年代別】

16

20

38

48

70

125

3

男性　10・20歳代

30歳代

40歳代

50歳代

60歳代

70歳代以上

年齢無回答

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

24

32

66

76

85

106

11

女性　10・20歳代

30歳代

40歳代

50歳代

60歳代

70歳代以上

年齢無回答

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

無回答女性 400

男性 320

21.5％ 64.3％ 12.0％

26.9％ 57.5％ 12.5％
2.8％ 0.3％

    「十分にとれている」「おおむねとれている」の割合が 85.1％と大半を占「十分にとれている」「おおむねとれている」の割合が 85.1％と大半を占
めています。めています。
　性・年代別でみると、男性・女性とも 30 歳代で「十分にとれている」の割　性・年代別でみると、男性・女性とも 30 歳代で「十分にとれている」の割
合が最も少なくなっています。特に男性では「あまりとれていない」の割合合が最も少なくなっています。特に男性では「あまりとれていない」の割合
が 40.0％と他の年代に比べて高くなっています。が 40.0％と他の年代に比べて高くなっています。
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⑤ 不安なことや悩み事を相談できるところについて

「ある」の割合が 67.1％、「ない」の割合が 32.6％となっています。男性と女

性では傾向が異なり、男性は約半数が「ない」と回答しています。

相談相手については、「同居の家族や親族」の割合が 72.4％と最も高く、次

いで「友人や同僚」の割合が 57.3％、「別居の家族や親族」の割合が 26.2％

となっています。一方で、かかりつけ医やカウンセラー、民間の相談員等の回答

割合は低くなっています。また「相談したいができない」の割合が 3.1％となって

います。

今回（Ｒ５調査）

前回（H30調査）

Ｒ５調査（男性）

Ｒ５調査（女性）

【複数回答】 n=489 無回答 1

67.1％

67.8％

54.1％

77.1％ 22.4％

45.3％

27.9％

32.6％

0.3％

4.3％

0.6％

0.5％

今回（R5調査）

相談できるところがある人の相手

ある

ない

無回答前回（H30調査）

R5調査（男性）

R5調査（女性）

0％

0％ 20％ 40％ 60％ 80％

72.5％
57.4％

26.2％

12.7％

9.6％

8.2％

7.2％

3.1％

3.1％

2.7％

2.0％
1.6％

1.2％

1.0％
0.8％

0.4％

4.3％

729

746

20％ 40％ 60％ 80％ 100％

0％

320

400

20％ 40％ 60％ 80％ 100％

【複数回答】　n＝489　無回答1

同居の家族や親族

友人や同僚

別居の家族や親族

かかりつけの医療機関の医師

学校や職場の先輩・後輩

近所の知り合い

恋人・パートナー

学校の先生や職場の上司

相談したいができない

公的機関の相談員

かかりつけの薬局の薬剤師

相談しようと思わない

かかりつけの医療機関の看護師

カウンセラー

民間の相談員

専門電話やメール相談員

その他

第２章 藤枝市の自殺の現状と課題
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④ この１か月間くらいで睡眠が取れているかについて

「十分とれている」 「おおむねとれている」と回答した人が 80.5％と大半を占

めています。

性・年代別でみると、男性では 30 歳代で「十分にとれている」の割合が最も

少なく、「あまりとれていない」と回答した割合が最も高くなっています。また、40

歳代では「とれていない」の割合が 13.2％と他の年代に比べて高くなっています。

女性では 60 歳代において「十分とれている」 「おおむねとれている」の割合が低

くなっています。

【性・年代別】

【性・年代別】

男性 10・20歳代

30歳代

40歳代

50歳代

60歳代

70歳以上

年齢無回答

女性 10・20歳代

30歳代

40歳代

50歳代

60歳代

70歳以上

年齢無回答

0％

729

20％ 40％ 60％ 80％ 100％

21.7％

31.3％

10.0％

26.3％

20.8％

30.0％

21.6％

29.2％

18.8％

27.3％

19.7％

16.5％

17.9％

9.0％ 45.5％ 45.5％

67.9％ 10.4％

56.4％ 25.9％

56.6％ 18.4％

54.5％ 18.2％

71.9％

54.2％ 12.5％

60.0％

100.0％

16.0％

58.6％

54.2％ 18.8％

52.6％ 7.9％ 13.2％

55.0％ 35.0％

62.5％

58.8％ 15.6％

3.2％ 0.7％

6.2％

6.2％

5.7％

0.8％

4.1％

6.2％

5.3％

1.2％

1.9％1.9％

3.1％

1.6％

4.3％ 1.4％

【性・年代別】

16

20

38

48

70

125

3

男性　10・20歳代

30歳代

40歳代

50歳代

60歳代

70歳代以上

年齢無回答

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

24

32

66

76

85

106

11

女性　10・20歳代

30歳代

40歳代

50歳代

60歳代

70歳代以上

年齢無回答

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

十分にとれて
いる
おおむねとれ
ている
あまりとれて
いない
とれていない
無回答

0.5％ 2.3％

女性 400

男性 320

20.0％ 60.0％ 17.3％

23.4％ 58.1％ 13.8％
3.8％ 0.9％

    「十分にとれている」「おおむねとれている」と回答した人が 80.5％と大「十分にとれている」「おおむねとれている」と回答した人が 80.5％と大
半を占めています。半を占めています。
性・年代別でみると、男性では 30 歳代で「十分にとれている」の割合が最も性・年代別でみると、男性では 30 歳代で「十分にとれている」の割合が最も
少なく、「あまりとれていない」と回答した割合が最も高くなっています。女少なく、「あまりとれていない」と回答した割合が最も高くなっています。女
性では 60 歳代において「十分にとれている」「おおむねとれている」の割合性では 60 歳代において「十分にとれている」「おおむねとれている」の割合
が低くなっています。が低くなっています。
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⑤ 不安なことや悩み事を相談できるところについて

「ある」の割合が 67.1％、「ない」の割合が 32.6％となっています。男性と女

性では傾向が異なり、男性は約半数が「ない」と回答しています。

相談相手については、「同居の家族や親族」の割合が 72.4％と最も高く、次

いで「友人や同僚」の割合が 57.3％、「別居の家族や親族」の割合が 26.2％

となっています。一方で、かかりつけ医やカウンセラー、民間の相談員等の回答

割合は低くなっています。また「相談したいができない」の割合が 3.1％となって

います。

今回（Ｒ５調査）

前回（H30調査）

Ｒ５調査（男性）

Ｒ５調査（女性）

【複数回答】 n=489 無回答 1

67.1％

67.8％

54.1％

77.1％ 22.4％

45.3％

27.9％

32.6％

0.3％

4.3％

0.6％

0.5％

今回（R5調査）

相談できるところがある人の相手

ある

ない

無回答前回（H30調査）

R5調査（男性）

R5調査（女性）

0％

0％ 20％ 40％ 60％ 80％

72.5％
57.4％

26.2％

12.7％

9.6％

8.2％

7.2％

3.1％

3.1％

2.7％

2.0％
1.6％

1.2％

1.0％
0.8％

0.4％

4.3％

729

746

20％ 40％ 60％ 80％ 100％

0％

320

400

20％ 40％ 60％ 80％ 100％

【複数回答】　n＝489　無回答1

同居の家族や親族

友人や同僚

別居の家族や親族

かかりつけの医療機関の医師

学校や職場の先輩・後輩

近所の知り合い

恋人・パートナー

学校の先生や職場の上司

相談したいができない

公的機関の相談員

かかりつけの薬局の薬剤師

相談しようと思わない

かかりつけの医療機関の看護師

カウンセラー

民間の相談員

専門電話やメール相談員

その他
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20 

④ この１か月間くらいで睡眠が取れているかについて 

「十分とれている」 「おおむねとれている」と回答した人が 80.5％と大半を占

めています。  

性・年代別でみると、男性では 30 歳代で「十分にとれている」の割合が最も

少なく、「あまりとれていない」と回答した割合が最も高くなっています。また、40

歳代では「とれていない」の割合が 13.2％と他の年代に比べて高くなっています。

女性では 60 歳代において「十分とれている」 「おおむねとれている」の割合が低

くなっています。 

 
 
 
 

【性・年代別】 

 
 
【性・年代別】 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 

男性 10・20歳代 

30歳代 

40歳代 

50歳代 

60歳代 

70歳以上 

年齢無回答 

女性 10・20歳代 

30歳代 

40歳代 

50歳代 

60歳代 

70歳以上 

年齢無回答 

0％

729

20％ 40％ 60％ 80％ 100％

21.7％

31.3％

10.0％

26.3％

20.8％

30.0％

21.6％

29.2％

18.8％

27.3％

19.7％

16.5％

17.9％

9.0％ 45.5％ 45.5％

67.9％ 10.4％

56.4％ 25.9％

56.6％ 18.4％

54.5％ 18.2％

71.9％

54.2％ 12.5％

60.0％

100.0％

16.0％

58.6％

54.2％ 18.8％

52.6％ 7.9％ 13.2％

55.0％ 35.0％

62.5％

58.8％ 15.6％

3.2％ 0.7％

6.2％

6.2％

5.7％

0.8％

4.1％

6.2％

5.3％

1.2％

1.9％1.9％

3.1％

1.6％

4.3％ 1.4％

【性・年代別】

16

20

38

48

70

125

3

男性　10・20歳代

30歳代

40歳代

50歳代

60歳代

70歳代以上

年齢無回答

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

24

32

66

76

85

106

11

女性　10・20歳代

30歳代

40歳代

50歳代

60歳代

70歳代以上

年齢無回答

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

十分にとれて
いる
おおむねとれ
ている
あまりとれて
いない
とれていない
無回答

0.5％ 2.3％

女性 400

男性 320

20.0％ 60.0％ 17.3％

23.4％ 58.1％ 13.8％
3.8％ 0.9％

66

55
44

※※
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また地域の人々が日頃から互いを気遣ったり助け合っているかについても、

「そう思う」の割合が 12.9％と、前回より約 11％低くなっています。

年代ごとに見ると、“思う”（ 「そう思う」＋「どちらかというとそう思う」 ）の割合

が最も高いのは、男女とも 40 歳代で約７割となっています。また、男性の 30 歳

代、女性の 10・20 歳代では、 “思わない”（ 「どちらかというとそう思わない」＋

「そう思わない」）の割合が半数を超えています。

地域の人々が日頃から互いに気遣っているかどうかについて

【性・年代別】

今回（Ｒ５調査）

前回（H30調査）

男性 10・20歳代

30歳代

40歳代

50歳代

60歳代

70歳以上

年齢無回答

女性 10・20歳代

30歳代

40歳代

50歳代

60歳代

70歳以上

年齢無回答

12.9％

23.1％ 38.1％ 21.3％ 16.0％

50.6％ 25.2％ 10.6％

50.0％

10.0％

10.5％

10.4％

11.4％

20.0％

33.3％

12.5％

12.5％

63.6％

47.4％

10.6％

18.9％ 45.3％

36.4％ 45.4％ 18.2％

30.2％

47.1％ 21.2％ 20.0％

38.1％

18.2％ 10.6％

46.9％ 31.2％ 9.4％

33.3％ 25.0％ 29.2％

33.3％ 33.4％

52.0％ 19.2％

55.7％ 24.3％ 8.6％

58.3％ 25.0％

63.2％ 18.4％

40.0％ 30.0％ 20.0％

25.0％ 18.7％

0.7％

1.5％

6.3％

7.9％

6.3％

6.4％

6.1％

7.9％

1.5％

6.6％

1.1％

5.6％

2.4％

今回（R5調査）

前回（H30調査）

0％

729

746

20％ 40％ 60％ 80％ 100％

地域の人々が日頃から互いに気遣ったり助け合っているかについて

そう思う

そう思わない

無回答

どちらかと
いうとそう思う

どちらかと
いうとそう思わない

【性・年代別】

16

20

38

48

70

125

3

男性　10・20歳代

30歳代

40歳代

50歳代

60歳代

70歳代以上

年齢無回答

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

24

32

66

76

85

106

11

女性　10・20歳代

30歳代

40歳代

50歳代

60歳代

70歳代以上

年齢無回答

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％
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⑥ 地域の人との関わり合いについて

町内の人や地域の人と話をしたり、交流したりする機会については、「よくある」

の割合が 14.5％と、前回より約７％低くなっています。

年代ごとに見ると、男女とも、10・20 歳代では「ほとんどない」の割合が 50％以上

となっており、年代が高くなるほど「ほとんどない」の割合は低くなる傾向にあります。

町内の人や地域の人と話をしたり、交流したりする機会について

【性・年代別】

今回（Ｒ５調査）

前回（H30調査）

男性 10・20歳代

30歳代

40歳代

50歳代

60歳代

70歳以上

年齢無回答

女性 10・20歳代

30歳代

40歳代

50歳代

60歳代

70歳以上

年齢無回答

14.6％ 43.5％ 21.1％ 20.7％

21.3％

18.7％

35.0％

52.6％

16.6％

17.1％

30.4％

33.3％

33.3％

9.4％ 43.8％

45.4％

42.1％

9.4％ 48.3％

17.9％

18.2％ 36.4％ 45.4％

52.8％ 20.8％

23.5％ 18.8％

27.6％ 22.4％

21.2％ 27.3％

15.6％ 31.2％

54.2％

33.3％ 33.4％

42.4％ 15.2％ 11.2％

42.9％ 25.7％ 14.3％

37.5％ 27.1％ 18.8％

18.4％ 21.1％7.9％

20.0％ 45.0％

18.7％ 56.3％

36.3％ 16.8％ 24.5％

0.1％

1.1％

0.8％

4.2％

6.1％

8.5％

7.9％

8.3％

6.3％

今回（R5調査）

前回（H30調査）

0％

729

746

20％ 40％ 60％ 80％ 100％

町内の人や地域の人と話をしたり、交流したりする機会について

よくある

ときどきある

あまりない

ほとんどない

無回答

【性・年代別】

16

20

38

48

70

125

3

男性　10・20歳代

30歳代

40歳代

50歳代

60歳代

70歳代以上

年齢無回答

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

24

32

66

76

85

106

11

女性　10・20歳代

30歳代

40歳代

50歳代

60歳代

70歳代以上

年齢無回答

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

66
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また地域の人々が日頃から互いを気遣ったり助け合っているかについても、

「そう思う」の割合が 12.9％と、前回より約 11％低くなっています。

年代ごとに見ると、“思う”（ 「そう思う」＋「どちらかというとそう思う」 ）の割合

が最も高いのは、男女とも 40 歳代で約７割となっています。また、男性の 30 歳

代、女性の 10・20 歳代では、 “思わない”（ 「どちらかというとそう思わない」＋

「そう思わない」）の割合が半数を超えています。

地域の人々が日頃から互いに気遣っているかどうかについて

【性・年代別】

今回（Ｒ５調査）

前回（H30調査）

男性 10・20歳代

30歳代

40歳代

50歳代

60歳代

70歳以上

年齢無回答

女性 10・20歳代

30歳代

40歳代

50歳代

60歳代

70歳以上

年齢無回答

12.9％

23.1％ 38.1％ 21.3％ 16.0％

50.6％ 25.2％ 10.6％

50.0％

10.0％

10.5％

10.4％

11.4％

20.0％

33.3％

12.5％

12.5％

63.6％

47.4％

10.6％

18.9％ 45.3％

36.4％ 45.4％ 18.2％

30.2％

47.1％ 21.2％ 20.0％

38.1％

18.2％ 10.6％

46.9％ 31.2％ 9.4％

33.3％ 25.0％ 29.2％

33.3％ 33.4％

52.0％ 19.2％

55.7％ 24.3％ 8.6％

58.3％ 25.0％

63.2％ 18.4％

40.0％ 30.0％ 20.0％

25.0％ 18.7％

0.7％

1.5％

6.3％

7.9％

6.3％

6.4％

6.1％

7.9％

1.5％

6.6％

1.1％

5.6％

2.4％

今回（R5調査）

前回（H30調査）

0％

729

746

20％ 40％ 60％ 80％ 100％

地域の人々が日頃から互いに気遣ったり助け合っているかについて

そう思う

そう思わない

無回答

どちらかと
いうとそう思う

どちらかと
いうとそう思わない

【性・年代別】

16

20

38

48

70

125

3

男性　10・20歳代

30歳代

40歳代

50歳代

60歳代

70歳代以上

年齢無回答

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

24

32

66

76

85

106

11

女性　10・20歳代

30歳代

40歳代

50歳代

60歳代

70歳代以上

年齢無回答

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

第２章 藤枝市の自殺の現状と課題

22

⑥ 地域の人との関わり合いについて

町内の人や地域の人と話をしたり、交流したりする機会については、「よくある」

の割合が 14.5％と、前回より約７％低くなっています。

年代ごとに見ると、男女とも、10・20 歳代では「ほとんどない」の割合が 50％以上

となっており、年代が高くなるほど「ほとんどない」の割合は低くなる傾向にあります。

町内の人や地域の人と話をしたり、交流したりする機会について

【性・年代別】

今回（Ｒ５調査）

前回（H30調査）

男性 10・20歳代

30歳代

40歳代

50歳代

60歳代

70歳以上

年齢無回答

女性 10・20歳代

30歳代

40歳代

50歳代

60歳代

70歳以上

年齢無回答

00
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市　R5調査

国　R3調査

そう思う ややそう思う ややそう思わない そう思わない わからない 無回答

46.4％

48.9％

56.3％

55.0％

50.0％

45.8％

57.2％

54.4％

33.3％

50.0％

28.1％

37.9％

44.7％

38.8％

47.2％

27.3％ 27.3％ 18.2％ 18.2％9.0％

15.1％ 9.4％ 23.6％

31.8％ 15.3％ 10.5％

23.7％ 17.1％

27.3％ 19.7％

31.3％ 12.5％ 12.5％ 15.6％

20.9％ 8.3％8.3％ 12.5％

33.3％ 33.4％

12.8％ 10.4％ 17.6％

21.4％ 8.6％ 11.4％

31.3％ 8.3％ 8.3％

26.3％ 13.2％

25.0％ 10.0％

31.3％

26.4％ 9.0％
6.7％

22.9％ 12.1％ 10.2％
3.3％

4.8％

6.2％ 6.2％

5.0％5.0％

7.9％

2.1％

1.4％

0.8％ 4.0％

4.5％

6.6％ 2.6％

2.4％ 1.2％

1.9％ 2.8％

5.3％

7.6％ 3.0％

4.2％

2.6％

4.2％

5.1％

ʲ ɾੑ೥୅ผʳ

16

20

38

48

70

125

3

男性　10・20歳代

30歳代

40歳代

50歳代

60歳代

70歳代以上

年齢無回答

0％

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

20％ 40％ 60％ 80％ 100％

24

32

66

76

85

106

11

女性　10・20歳代

30歳代

40歳代

50歳代

60歳代

70歳代以上

年齢無回答

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

第２章 藤枝市の自殺の現状と課題

24

⑦自殺について
国が令和３年度に実施した『自殺対策に関する意識調査』に基づき、本市の

回答者に自殺についての考えをお聞きしました。

⑦－１ 自殺せずに生きていれば良いことがある
“思う”（「そう思う」＋「ややそう思う」）の割合が 69.3％となり、国調査より約

６％低くなりました。年代別にみると、男性では年代が上がると“思う”の割合が低

くなる傾向にありますが、女性では 30 歳代で“思う”の割合が低くなっています。

【性・年代別】

男性 10・20歳代

30歳代

40歳代

50歳代

60歳代

70歳以上

年齢無回答

女性 10・20歳代

30歳代

40歳代

50歳代

60歳代

70歳以上

年齢無回答



25

市　R5調査

国　R3調査

そう思う ややそう思う ややそう思わない そう思わない わからない 無回答

35.3％ 17.6％

37.5％

37.5％

20.0％

34.2％

33.3％

38.6％

32.8％

33.3％

25.0％

53.1％

43.9％

31.6％

35.3％

36.8％

18.1％ 27.3％ 27.3％ 27.3％

12.3％ 20.8％ 22.6％

10.6％ 8.2％ 28.3％ 12.9％

18.4％ 9.2％ 31.6％

16.7％ 22.7％

9.4％ 12.5％ 18.7％

16.7％ 8.3％ 33.3％ 16.7％

33.3％ 33.4％

18.4％ 21.6％ 20.8％

20.0％ 22.9％ 11.4％

25.0％ 12.5％ 16.7％8.3％

28.9％ 10.5％ 21.1％

25.0％ 10.0％ 35.0％

18.8％ 12.5％ 18.8％

23.9％ 9.0％ 8.0％16.5％

8.8％ 23.0％ 11.5％
3.8％

5.1％

6.2％

4.2％

1.4％

2.4％ 4.0％

6.3％

6.1％ 7.6％

2.6％

4.7％

0.9％ 6.6％

6.6％

3.0％

5.7％

5.0％ 5.0％

5.3％

6.2％

【性・年代別】

16

20

38

48

70

125

3

男性　10・20歳代

30歳代

40歳代

50歳代

60歳代

70歳代以上

年齢無回答

0％

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

20％ 40％ 60％ 80％ 100％

24

32

66

76

85

106

11

女性　10・20歳代

30歳代

40歳代

50歳代

60歳代

70歳代以上

年齢無回答

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

第２章 藤枝市の自殺の現状と課題

25

⑦－２ 自殺する人は、直前まで実行するかやめるか気持ちが揺れ動いている
“思う”（「そう思う」＋「ややそう思う」）の割合が 52.9％となり、国調査より約

９％低くなりました。年代別にみると、30 歳代では、男性は「そう思う」が 20.0％

と最も低くなり、女性は 53.1％と最も高くなり、性別により傾向が異なりました。

【性・年代別】

男性 10・20歳代

30歳代

40歳代

50歳代

60歳代

70歳以上

年齢無回答

女性 10・20歳代

30歳代

40歳代

50歳代

60歳代

70歳以上

年齢無回答
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市　R5調査

国　R3調査

そう思う ややそう思う ややそう思わない そう思わない わからない 無回答

57.9％

60.6％

68.8％

75.0％

65.8％

56.3％

55.7％

53.6％

66.7％

83.3％

78.1％

47.0％

68.4％

45.9％

55.7％

54.5％ 9.1％ 9.1％ 27.3％

11.3％ 21.7％

16.5％ 17.6％ 11.8％

13.2％ 9.2％

25.8％ 18.2％

21.9％

12.5％

33.3％

9.6％ 10.4％ 20.0％

17.1％ 8.6％ 8.6％

20.8％ 8.3％ 8.3％

15.8％ 10.5％

10.0％ 10.0％

12.5％ 12.5％

17.7％ 7.5％ 7.7％

15.1％ 10.0％ 10.3％
3.0％

4.0％ 2.5％

6.2％

5.0％

5.3％

2.1％

5.7％

2.4％

4.2％

1.5％ 4.5％

2.6％

3.5％

1.9％ 1.9％ 7.5％

4.7％

1.3％ 5.3％

3.0％

4.0％

4.3％

4.2％

2.6％

3.7％

【性・年代別】

16

20

38

48

70

125

3

男性　10・20歳代

30歳代

40歳代

50歳代

60歳代

70歳代以上

年齢無回答

0％

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

20％ 40％ 60％ 80％ 100％

24

32

66

76

85

106

11

女性　10・20歳代

30歳代

40歳代

50歳代

60歳代

70歳代以上

年齢無回答

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

第２章 藤枝市の自殺の現状と課題

26

⑦－３ 自殺する人は、よほどつらいことがあったのだと思う
“思う”（ 「そう思う」＋「ややそう思う」 ）の割合が 73.0％となり、国調査より

約５％低くなりました。年代別にみると、男性・女性ともに年代が上がると“思う”

の割合が低くなる傾向にあります。

【性・年代別】

男性 10・20歳代

30歳代

40歳代

50歳代

60歳代

70歳以上

年齢無回答

女性 10・20歳代

30歳代

40歳代

50歳代

60歳代

70歳以上

年齢無回答

第２章 藤枝市の自殺の現状と課題

27

⑦－４ 自殺は、その多くが防ぐことのできる社会的な問題である
“思う”（ 「そう思う」＋「ややそう思う」 ）の割合が 49.7％となり、国調査より

約９％低くなりました。男性では各年代において「そう思う」の割合が女性より高

くなっています。また「そう思わない」の割合も、60 歳未満の各年代において、男

性は女性に比べて割合が高い傾向にあります。

【性・年代別】

男性 10・20歳代

30歳代

40歳代

50歳代

60歳代

70歳以上

年齢無回答

女性 10・20歳代

30歳代

40歳代

50歳代

60歳代

70歳以上

年齢無回答
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市　R5調査

国　R3調査

そう思う ややそう思う ややそう思わない そう思わない わからない 無回答

21.9％

27.0％ 31.4％ 10.8％ 10.0％ 13.2％ 7.7％

27.8％ 11.0％ 11.4％ 11.4％16.5％

18.8％

45.0％

34.2％

20.8％

32.9％

24.0％

33.3％

8.3％ 62.5％

12.5％

21.2％

19.7％

11.8％

21.7％

18.2％ 18.2％ 27.3％ 27.3％ 9.0％

28.3％ 12.3％ 23.6％

34.1％ 10.6％ 25.9％ 11.7％

32.9％ 13.2％ 10.5％ 17.1％

22.7％ 13.7％ 12.1％ 27.3％

43.8％ 18.8％ 12.5％ 9.3％

12.6％ 8.3％8.3％

33.3％ 33.4％

25.6％ 8.8％ 16.8％ 20.0％

20.0％ 14.3％ 17.1％ 11.4％

27.1％ 14.6％ 18.8％ 14.6％

15.8％ 31.5％

15.0％ 25.0％ 10.0％

43.8％ 25.0％
6.2％ 6.2％

5.0％

7.9％ 5.3％

4.1％

4.3％

3.1％

3.0％

6.6％

5.9％

7.5％ 6.6％

4.8％

5.3％

【性・年代別】

16

20

38

48

70

125

3

男性　10・20歳代

30歳代

40歳代

50歳代

60歳代

70歳代以上

年齢無回答

0％

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

20％ 40％ 60％ 80％ 100％

24

32

66

76

85

106

11

女性　10・20歳代

30歳代

40歳代

50歳代

60歳代

70歳代以上

年齢無回答

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

市　R5調査

国　R3調査

そう思う ややそう思う ややそう思わない そう思わない わからない 無回答

57.9％

60.6％

68.8％

75.0％

65.8％

56.3％

55.7％

53.6％

66.7％

83.3％

78.1％

47.0％

68.4％

45.9％

55.7％

54.5％ 9.1％ 9.1％ 27.3％

11.3％ 21.7％

16.5％ 17.6％ 11.8％

13.2％ 9.2％

25.8％ 18.2％

21.9％

12.5％

33.3％

9.6％ 10.4％ 20.0％

17.1％ 8.6％ 8.6％

20.8％ 8.3％ 8.3％

15.8％ 10.5％

10.0％ 10.0％

12.5％ 12.5％

17.7％ 7.5％ 7.7％

15.1％ 10.0％ 10.3％
3.0％

4.0％ 2.5％

6.2％

5.0％

5.3％

2.1％

5.7％

2.4％

4.2％

1.5％ 4.5％

2.6％

3.5％

1.9％ 1.9％ 7.5％

4.7％

1.3％ 5.3％

3.0％

4.0％

4.3％

4.2％

2.6％

3.7％

【性・年代別】

16

20

38

48

70

125

3

男性　10・20歳代

30歳代

40歳代

50歳代

60歳代

70歳代以上

年齢無回答

0％

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

20％ 40％ 60％ 80％ 100％

24

32

66

76

85

106

11

女性　10・20歳代

30歳代

40歳代

50歳代

60歳代

70歳代以上

年齢無回答

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

第２章 藤枝市の自殺の現状と課題

26

⑦－３ 自殺する人は、よほどつらいことがあったのだと思う
“思う”（ 「そう思う」＋「ややそう思う」 ）の割合が 73.0％となり、国調査より

約５％低くなりました。年代別にみると、男性・女性ともに年代が上がると“思う”

の割合が低くなる傾向にあります。

【性・年代別】

男性 10・20歳代

30歳代

40歳代

50歳代

60歳代

70歳以上

年齢無回答

女性 10・20歳代

30歳代

40歳代

50歳代

60歳代

70歳以上

年齢無回答

第２章 藤枝市の自殺の現状と課題

27

⑦－４ 自殺は、その多くが防ぐことのできる社会的な問題である
“思う”（ 「そう思う」＋「ややそう思う」 ）の割合が 49.7％となり、国調査より

約９％低くなりました。男性では各年代において「そう思う」の割合が女性より高

くなっています。また「そう思わない」の割合も、60 歳未満の各年代において、男

性は女性に比べて割合が高い傾向にあります。

【性・年代別】

男性 10・20歳代

30歳代

40歳代

50歳代

60歳代

70歳以上

年齢無回答

女性 10・20歳代

30歳代

40歳代

50歳代

60歳代

70歳以上

年齢無回答



28

22.6％

37.5％

35.0％

28.9％ 55.3％

16.7％ 62.5％

14.3％ 72.9％

11.2％ 70.4％

66.7％

33.3％ 62.5％

37.5％

39.4％ 50.0％

35.5％

15.3％ 69.4％

13.2％ 62.3％

36.4％ 54.5％ 9.1％

17.0％

9.4％

59.2％

56.3％

33.3％

11.2％

16.7％

10.5％

65.0％

56.3％

29.5％ 60.5％

63.2％
7.4％ 6.8％

8.2％

6.2％

5.3％

4.1％

7.1％ 5.7％

7.2％

4.2％

6.2％

7.6％

3.9％

5.9％

7.5％

1.4％

3.0％

1.9％

今回（R5調査）

前回（H30調査）

0％

729

746

20％ 40％ 60％ 80％ 100％

ある
ない
答えたくない
無回答

【性・年代別】

16

20

38

48

70

125

3

男性　10・20歳代

30歳代

40歳代

50歳代

60歳代

70歳代以上

年齢無回答

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

24

32

66

76

85

106

11

女性　10・20歳代

30歳代

40歳代

50歳代

60歳代

70歳代以上

年齢無回答

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

第２章 藤枝市の自殺の現状と課題

28

⑧ これまでに死にたいと思ったことがあるかどうかについて

「ある」の割合が 22.6％となり、前回調査より約７％低くなっています。「ない」

の割合は 63.2％となっています。

性・年代別でみると、男性は年代が若いほど「ある」の割合が高い傾向にあり

ます。また女性では 60 歳未満の年代で「ある」の割合が高くなっています。

【性・年代別】

今回（Ｒ５調査）

前回（H30調査）

男性 10・20歳代

30歳代

40歳代

50歳代

60歳代

70歳以上

年齢無回答

女性 10・20歳代

30歳代

40歳代

50歳代

60歳代

70歳以上

年齢無回答



29

22.6％

37.5％

35.0％

28.9％ 55.3％

16.7％ 62.5％

14.3％ 72.9％

11.2％ 70.4％

66.7％

33.3％ 62.5％

37.5％

39.4％ 50.0％

35.5％

15.3％ 69.4％

13.2％ 62.3％

36.4％ 54.5％ 9.1％

17.0％

9.4％

59.2％

56.3％

33.3％

11.2％

16.7％

10.5％

65.0％

56.3％

29.5％ 60.5％

63.2％
7.4％ 6.8％

8.2％

6.2％

5.3％

4.1％

7.1％ 5.7％

7.2％

4.2％

6.2％

7.6％

3.9％

5.9％

7.5％

1.4％

3.0％

1.9％

今回（R5調査）

前回（H30調査）

0％

729

746

20％ 40％ 60％ 80％ 100％

ある
ない
答えたくない
無回答

【性・年代別】

16

20

38

48

70

125

3

男性　10・20歳代

30歳代

40歳代

50歳代

60歳代

70歳代以上

年齢無回答

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

24

32

66

76

85

106

11

女性　10・20歳代

30歳代

40歳代

50歳代

60歳代

70歳代以上

年齢無回答

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

第２章 藤枝市の自殺の現状と課題

28

⑧ これまでに死にたいと思ったことがあるかどうかについて

「ある」の割合が 22.6％となり、前回調査より約７％低くなっています。「ない」

の割合は 63.2％となっています。

性・年代別でみると、男性は年代が若いほど「ある」の割合が高い傾向にあり

ます。また女性では 60 歳未満の年代で「ある」の割合が高くなっています。

【性・年代別】

今回（Ｒ５調査）

前回（H30調査）

男性 10・20歳代

30歳代

40歳代

50歳代

60歳代

70歳以上

年齢無回答

女性 10・20歳代

30歳代

40歳代

50歳代

60歳代

70歳以上

年齢無回答

人間関係

自分の心の悩み

親子関係

自分の体の悩み

夫婦関係

生活苦

仕事の不振

長時間労働

健康に関すること

勤務に関すること

家庭に関すること

学校問題

経済的な問題

男女に関すること

その他

子育て

いじめ

死にたいと思った原因(上位10項目)【複数回答】 内容ごと1項目当たりの回答数
n＝165　無回答 1 単位：件

31.7％ 31.0

24.2

23.8

12.2

11.0

6.8

19.0

30.5％

24.4％

20.7％

18.9％

18.3％

16.5％

14.0％

13.4％

12.2％

0％ 0 5 10 15 20 25 30 3510％ 20％ 30％ 40％

※死にたいと思った原因についての回答の選択肢

内　容

① 家庭に関すること

② 健康に関すること

③ 経済的な問題

④ 勤務に関すること

⑤ 男女に関すること

⑥ 学校問題

⑦ その他

親子関係

自分の体の悩み

倒　産

転　勤

恋　愛

いじめ

夫婦関係

自分の心の悩み

事業不振

仕事の不振

交　際

学業不振

子育て

アルコール依存

負　債

人間関係

結　婚

学友不和

介護・看病

失　業

長時間労働

不　倫

進　路

近隣住民

生活苦

環境の変化

ＳＮＳトラブル

教　師

項　目
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15.1％

12.5％

36.6％ 58.3％

76.7％ 10.9％

78.9％
6.0％

5.1％

今回（R5調査）

自ら声はかけにくいが、本人から
相談されれば話を聞くことはできる

相談を受けるだけでなく、専門機関に
つなぐことはできる

自ら声をかけることはできる

そっと見守り様子をみる

何もできることはない

今回（R5調査）

前回（H30調査）

0％

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

729

729

746

20％ 40％ 60％ 80％ 100％

ある
ない
無回答

ある
ない
無回答

54.2％

46.7％

37.1％

18.1％

4.7％

0％ 20％ 40％ 60％
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⑨ ゲートキーパーについて

聞いたことがあるかについては「ある」の割合が 15.1％となり、「ない」の割合

が 78.9％となっています。「ある」の割合は前回調査時より 2.6％高くなりまし

たが、まだその認知度が低いのが現状です。

今回の調査でゲートキーパーに興味があるかを聞いたところ、「ある」の割合

が 36.6％となり、「ない」の割合が 58.3％となっています。

また、ゲートキーパーの役割にもあるように、「身近な人の様子が、明らかに精

神的に不安定である（落ち込み、表情が暗い、元気がない等）と感じたとき、どの

ような事ならできると思うか」については、「自ら声はかけにくいが、本人から相談

されれば話を聞くことはできる」の割合が 54.2％となりました

今回（Ｒ５調査）

今回（Ｒ５調査）

前回（H30調査）

0％ 20％ 40％   60%
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４ 第１次計画の評価 
第１次計画（計画期間：平成31年から令和5年）の目標の取組については、次のと
おり、やや課題が残る結果となりました。 

（１）成果指標 
自殺死亡率（人口 10 万人対）と５年間における自殺死亡率の平均値について、

国に合わせて、現状値より減少することを目標としました。自殺死亡率については、

令和元年は現状値より増加したものの、概ね計画期間内は減少しました。 

第１次計画成果指標 現状値 目標 
実績値 

評価 
令和元年 令和２年 令和３年 令和４年 

自殺死亡率 

（人口 10万人対） 

18.4※

1 
減少 18.6 15.9 16.0 11.8 達成 

５年間における自殺 

死亡率の平均値※２ 
16.1 減少 13.3 12.8 13.3 13.8 達成 

  ※１ 国の基準に即し、自殺死亡率の現状値は平成 27（2015）年の数値。 

  ※２ 現状値は平成25（2013）年から平成29（2017）年の自殺死亡率の平均値。実績値は当年から前５年間の自殺死亡率

の平均値。 

 

（２）目標指標 
第１次計画では、成果指標の達成状況を補完するため、基本目標ごとに評価

指標（ 10項目）を設定しましたが、新型コロナウイルス感染症の影響などにより、

多くの項目が未達成となりました。 

基本目標 目標指標 担当課 
平成 29年度 令和 4年度 

現状値 目標値 実績値 評価 

１ 市民への啓発

周知と心の健

康づくりの推進 

出前講座等におけるうつ

病予防の啓発回数 
健康推進課 14回 23回 13回 未達成 

睡眠で休養が十分取

れている者の割合 
健康推進課 78.2% 78.2% 76.9% 未達成 

２ “気づき” “つな

ぐ”人材の育成 

ゲートキーパー養成数 
健康推進課 496人 708人 348人 未達成 

３ 命を守る“切

れ目のない”支

援体制の構築 

安全安心サポートネット

ワーク連携事業所数 

交通安全・ 

地域安全課 
17事業所 21事業所 20事業所 未達成 

自殺対策推進協議会

の開催回数 

健康企画課 
－ 2回 1回 未達成 

４ 様々な対象に

応じた自殺対

策の展開 

放課後子ども教室参加

児童数 

生涯学習課 
515人 600人 382人 未達成 

高校生を対象とした自殺

予防講演会の実施回数 
健康推進課 ２回 ２回 3回 達成 

企業向け健康経営の

支援企業数 

健康企画課 
－ 12社 17社 達成 

ふれあいサロン参加者

数  ※延べ人数 

地域包括ケア

推進課 

18,412

人 

21,160

人 
19,188人 未達成 

生活困窮者の就労支

援による就労者数 
福祉政策課 70人 60人 35人 未達成 

  

　また「身近な人の様子が、明らかに精神的に不安定である (落ち込み、表情が暗い、 　また「身近な人の様子が、明らかに精神的に不安定である (落ち込み、表情が暗い、 
元気がない等 ) と感じたとき、どのような事ならできると思うか」については、「自元気がない等 ) と感じたとき、どのような事ならできると思うか」については、「自
ら声はかけにくいが、本人から相談されれば話を聞くことはできる」の割合が 54.2%ら声はかけにくいが、本人から相談されれば話を聞くことはできる」の割合が 54.2%
となりました。となりました。

　 「ゲートキーパー」という言葉を聞いたことがあるかについては「ある」の割合 「ゲートキーパー」という言葉を聞いたことがあるかについては「ある」の割合
が 15.1％となり、「ない」の割合が 78.9％となっています。「ある」の割合は前回が 15.1％となり、「ない」の割合が 78.9％となっています。「ある」の割合は前回
調査より 2.6％高くなりましたが、まだその認知度が低いのが現状です。調査より 2.6％高くなりましたが、まだその認知度が低いのが現状です。

※※

　 今回の調査でゲートキーパーに興味があるかを聞いたところ、「ある」の割合が 今回の調査でゲートキーパーに興味があるかを聞いたところ、「ある」の割合が
36.6％となり、「ない」の割合が 58.3％となっています。36.6％となり、「ない」の割合が 58.3％となっています。
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15.1％

12.5％

36.6％ 58.3％

76.7％ 10.9％

78.9％
6.0％

5.1％

今回（R5調査）

自ら声はかけにくいが、本人から
相談されれば話を聞くことはできる

相談を受けるだけでなく、専門機関に
つなぐことはできる

自ら声をかけることはできる

そっと見守り様子をみる

何もできることはない

今回（R5調査）

前回（H30調査）

0％

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

729

729

746
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ない
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46.7％

37.1％

18.1％

4.7％
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４ 第１次計画の評価 
第１次計画（計画期間：平成31年から令和5年）の目標の取組については、次のと
おり、やや課題が残る結果となりました。 

（１）成果指標 
自殺死亡率（人口 10 万人対）と５年間における自殺死亡率の平均値について、

国に合わせて、現状値より減少することを目標としました。自殺死亡率については、

令和元年は現状値より増加したものの、概ね計画期間内は減少しました。 

第１次計画成果指標 現状値 目標 
実績値 

評価 
令和元年 令和２年 令和３年 令和４年 

自殺死亡率 

（人口 10万人対） 

18.4※

1 
減少 18.6 15.9 16.0 11.8 達成 

５年間における自殺 

死亡率の平均値※２ 
16.1 減少 13.3 12.8 13.3 13.8 達成 

  ※１ 国の基準に即し、自殺死亡率の現状値は平成 27（2015）年の数値。 

  ※２ 現状値は平成25（2013）年から平成29（2017）年の自殺死亡率の平均値。実績値は当年から前５年間の自殺死亡率

の平均値。 

 

（２）目標指標 
第１次計画では、成果指標の達成状況を補完するため、基本目標ごとに評価

指標（ 10項目）を設定しましたが、新型コロナウイルス感染症の影響などにより、

多くの項目が未達成となりました。 

基本目標 目標指標 担当課 
平成 29年度 令和 4年度 

現状値 目標値 実績値 評価 

１ 市民への啓発

周知と心の健

康づくりの推進 

出前講座等におけるうつ

病予防の啓発回数 
健康推進課 14回 23回 13回 未達成 

睡眠で休養が十分取

れている者の割合 
健康推進課 78.2% 78.2% 76.9% 未達成 

２ “気づき” “つな

ぐ”人材の育成 

ゲートキーパー養成数 
健康推進課 496人 708人 348人 未達成 

３ 命を守る“切

れ目のない”支

援体制の構築 

安全安心サポートネット

ワーク連携事業所数 

交通安全・ 

地域安全課 
17事業所 21事業所 20事業所 未達成 

自殺対策推進協議会

の開催回数 

健康企画課 
－ 2回 1回 未達成 

４ 様々な対象に

応じた自殺対

策の展開 

放課後子ども教室参加

児童数 

生涯学習課 
515人 600人 382人 未達成 

高校生を対象とした自殺

予防講演会の実施回数 
健康推進課 ２回 ２回 3回 達成 

企業向け健康経営の

支援企業数 

健康企画課 
－ 12社 17社 達成 

ふれあいサロン参加者

数  ※延べ人数 

地域包括ケア

推進課 

18,412

人 

21,160

人 
19,188人 未達成 

生活困窮者の就労支

援による就労者数 
福祉政策課 70人 60人 35人 未達成 

  

18.418.4
※1※1

ゲートキーパー養成数ゲートキーパー養成数

健康企画課健康企画課

生涯学習課生涯学習課

健康企画課健康企画課

18,412人18,412人 21,160人21,160人

福祉政策課福祉政策課

※
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（３）基本目標ごとの主な取組実績 

① 基本目標１ 市民への啓発周知と心の健康づくりの推進 

小中学校では、自殺対策強化月間のポスターを掲示したり、若者向けのＳＯ

Ｓダイヤル等についてメールで一斉送信して、効果的に自殺予防を周知すること

ができました。また、通勤・通学中の市民を対象に「睡眠キャンペーン」を駅前で

実施したり、図書館や市役所ホールにおいて自殺予防やうつ病に関する掲示を

行うなどして、より多くの市民にこころの健康づくりを啓発することができました。 

② 基本目標２ “気づき” “つなぐ”人材の育成 

困りごとを抱える市民の話を聞き適切に対応することが求められる市役所職

員を対象に、ゲートキーパー養成研修会を行うなど、正しい知識の普及に努めま

した。また、民生・児童委員を対象に、ゲートキーパーの知識の普及や、相談窓

口の紹介などを行いました。 

救急車に乗車し、自殺者等に接する可能性が高い消防職員を対象に、より

実践に即したゲートキーパー養成研修会を実施しました。 

③ 基本目標３ 命を守る“切れ目のない”支援体制の構築 

多重債務者等をはじめ、経済・雇用問題、養育、青少年健全育成、性の多

様性等、市民の抱える様々な問題・困りごとに対して、市役所の各窓口において

対応するとともに、必要に応じて外部の相談窓口などを紹介しました。各窓口に

おいては、重層的な困りごとに対応するため、各分野の職員が連携して、スムー

ズな対応に努めました。 

また、医療機関や障害・介護・福祉などの専門知識を持つ団体だけでなく、

安全安心サポート事業所や地域のボランティアなど、地域の様々な方が連携し、

命を守るセーフティーネット※としてのネットワークの強化に努めました。 

 

④  基本目標４ 様々な対象に応じた自殺対策の展開 

こども食堂や放課後子ども教室などを行うほか、高齢者を対象にふれあいサ

ロンや会食会を実施するなど、対象ごとに居場所づくりを行いました。また、小中

学校にスクールカウンセラーを設置したり、市民相談センターでの労働相談や男

性のための相談窓口の設置、地域包括支援センターでの権利擁護事業等によ

り、様々な世代において、ＳＯＳを出せる体制づくりを行いました。 
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５ 自殺対策における４つの重点課題 

（１）つながり合い、見守り合う地域づくり 

本市では、少子高齢化、核家族化が進展しており、一人暮らし世帯数、高齢

者のみ世帯数が増加しています。核家族化等が進み、家族の支え合いの力が

低下し、地域とのつながりが希薄化していくことが懸念されます。  

また市民意識調査では、町内の人や地域の人と話をしたり交流したりする機

会がほとんどない人は、５人に１人となっています。新型コロナウイルス感染症拡

大の影響で家族以外の人とのつながりが少なくなり、孤独を感じている人もいま

す。男性の約半数が悩みごとを相談する相手が「ない」と回答しています。人と

のつながり、地域内でのつながりが薄くなり、孤立化が進んでいる市民の姿がみ

てとれます。  

一方で、地域の人々が日頃から互いを気遣ったり助け合っていると思う人は

６割を超えています。また、悩みなどの相談先については同居の家族や友人、同

僚など身近な人が多い中で、身近な人が精神的に不安定だと感じたときに、自

ら声をかけたり、本人から相談されれば話を聞こうとする人も約半数おり、困っ

た時には見守り合おうとする意識が高いこともうかがえます。ただ、ゲートキーパ

ーを知っている人は 15.1％にとどまり、まだまだその周知が大きな課題です。  

今後も地域でのつながり合い、見守り合いの土壌づくりとして、一人ひとりが

周囲の人の心の不調に「気づき」 、適切な機関に「つなぐ」役割を担うための正

しい知識を普及していくことが重要です。  

 
 

（２）ストレスや悩み事を相談しやすい仕組みづくり 

ストレス社会といわれる現代において、ストレスや悩み事とどう向き合い、対処

していくかは大きな課題となっています。特に、年齢の若い人たちはストレスを感

じやすい傾向にあります。なかには、自分自身で対処できるものばかりでなく、う

つ病の発症など精神科の受診が必要な場合もありますが、自殺者が多い中高

年男性やＳＯＳを出すことに抵抗がある若年層は、受診することに抵抗を感じる

人もおり、心の問題を抱えやすいうえに、相談することへの心理的な抵抗から問

題が深刻化しがちと言われています。  

市民意識調査では、こころの不調や不眠が２週間以上続いても医療機関を

受診しないと回答した割合が 46.0％となっています。また、不安なことや悩み事

があっても３人に１人は誰にも相談しないと回答するなど、相談することへの心理

的な抵抗、葛藤が見て取れます。  

自殺に追い込まれるという危機は「誰でも起こり得る危機」であることについ

て理解を深め、子どもから高齢者まで、すべての人がＳＯＳを出しやすく、相談し

やすい仕組みをつくっていくことが必要です。  

※

※

※
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（３）基本目標ごとの主な取組実績 

① 基本目標１ 市民への啓発周知と心の健康づくりの推進 

小中学校では、自殺対策強化月間のポスターを掲示したり、若者向けのＳＯ

Ｓダイヤル等についてメールで一斉送信して、効果的に自殺予防を周知すること

ができました。また、通勤・通学中の市民を対象に「睡眠キャンペーン」を駅前で

実施したり、図書館や市役所ホールにおいて自殺予防やうつ病に関する掲示を

行うなどして、より多くの市民にこころの健康づくりを啓発することができました。 

② 基本目標２ “気づき” “つなぐ”人材の育成 

困りごとを抱える市民の話を聞き適切に対応することが求められる市役所職

員を対象に、ゲートキーパー養成研修会を行うなど、正しい知識の普及に努めま

した。また、民生・児童委員を対象に、ゲートキーパーの知識の普及や、相談窓

口の紹介などを行いました。 

救急車に乗車し、自殺者等に接する可能性が高い消防職員を対象に、より

実践に即したゲートキーパー養成研修会を実施しました。 

③ 基本目標３ 命を守る“切れ目のない”支援体制の構築 

多重債務者等をはじめ、経済・雇用問題、養育、青少年健全育成、性の多

様性等、市民の抱える様々な問題・困りごとに対して、市役所の各窓口において

対応するとともに、必要に応じて外部の相談窓口などを紹介しました。各窓口に

おいては、重層的な困りごとに対応するため、各分野の職員が連携して、スムー

ズな対応に努めました。 

また、医療機関や障害・介護・福祉などの専門知識を持つ団体だけでなく、

安全安心サポート事業所や地域のボランティアなど、地域の様々な方が連携し、

命を守るセーフティーネット※としてのネットワークの強化に努めました。 

 

④  基本目標４ 様々な対象に応じた自殺対策の展開 

こども食堂や放課後子ども教室などを行うほか、高齢者を対象にふれあいサ

ロンや会食会を実施するなど、対象ごとに居場所づくりを行いました。また、小中

学校にスクールカウンセラーを設置したり、市民相談センターでの労働相談や男

性のための相談窓口の設置、地域包括支援センターでの権利擁護事業等によ

り、様々な世代において、ＳＯＳを出せる体制づくりを行いました。 
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５ 自殺対策における４つの重点課題 

（１）つながり合い、見守り合う地域づくり 

本市では、少子高齢化、核家族化が進展しており、一人暮らし世帯数、高齢

者のみ世帯数が増加しています。核家族化等が進み、家族の支え合いの力が

低下し、地域とのつながりが希薄化していくことが懸念されます。  

また市民意識調査では、町内の人や地域の人と話をしたり交流したりする機

会がほとんどない人は、５人に１人となっています。新型コロナウイルス感染症拡

大の影響で家族以外の人とのつながりが少なくなり、孤独を感じている人もいま

す。男性の約半数が悩みごとを相談する相手が「ない」と回答しています。人と

のつながり、地域内でのつながりが薄くなり、孤立化が進んでいる市民の姿がみ

てとれます。  

一方で、地域の人々が日頃から互いを気遣ったり助け合っていると思う人は

６割を超えています。また、悩みなどの相談先については同居の家族や友人、同

僚など身近な人が多い中で、身近な人が精神的に不安定だと感じたときに、自

ら声をかけたり、本人から相談されれば話を聞こうとする人も約半数おり、困っ

た時には見守り合おうとする意識が高いこともうかがえます。ただ、ゲートキーパ

ーを知っている人は 15.1％にとどまり、まだまだその周知が大きな課題です。  

今後も地域でのつながり合い、見守り合いの土壌づくりとして、一人ひとりが

周囲の人の心の不調に「気づき」 、適切な機関に「つなぐ」役割を担うための正

しい知識を普及していくことが重要です。  

 
 

（２）ストレスや悩み事を相談しやすい仕組みづくり 

ストレス社会といわれる現代において、ストレスや悩み事とどう向き合い、対処

していくかは大きな課題となっています。特に、年齢の若い人たちはストレスを感

じやすい傾向にあります。なかには、自分自身で対処できるものばかりでなく、う

つ病の発症など精神科の受診が必要な場合もありますが、自殺者が多い中高

年男性やＳＯＳを出すことに抵抗がある若年層は、受診することに抵抗を感じる

人もおり、心の問題を抱えやすいうえに、相談することへの心理的な抵抗から問

題が深刻化しがちと言われています。  

市民意識調査では、こころの不調や不眠が２週間以上続いても医療機関を

受診しないと回答した割合が 46.0％となっています。また、不安なことや悩み事

があっても３人に１人は誰にも相談しないと回答するなど、相談することへの心理

的な抵抗、葛藤が見て取れます。  

自殺に追い込まれるという危機は「誰でも起こり得る危機」であることについ

て理解を深め、子どもから高齢者まで、すべての人がＳＯＳを出しやすく、相談し

やすい仕組みをつくっていくことが必要です。  

※

※



34

第２章 藤枝市の自殺の現状と課題 

 
36 

 

（３）働き盛り世代に対する自殺対策の推進 
平成 30 年から令和４年の本市の自殺者については男性が７割を占めますが、

年齢別にみると 60歳以上では女性が４割超を占め、高齢女性の自殺割合が高

くなっています。全国的にもコロナ禍には女性の自殺率が高くなる傾向が見られ、

ライフサイクルに合わせた対応が求められます。  

また、本市における有職者の自殺の内訳をみると、被雇用者・勤め人の割合

が 88.2％と、全国に比べて高くなっています。  

市民意識調査でも、特に男性の30歳代は、他の性別・年代の人に比べて、睡

眠・休養が取れていないと感じていることがわかります。また、男性では 40 歳未

満、女性では60歳未満においては「これまでに死にたいと思ったことがある」と回

答した人が３割を超えています。死にたいと思う原因として、「人間関係」や「親

子関係」「夫婦関係」等、身近な人との関係性に悩む人が多いことがわかります。

また、健康に関することに悩む人も多く見受けられます。  

日頃から、悩みがあるときに相談する先があるということを認識できるよう、ゲ

ートキーパーの普及などによる身近な相談支援体制を充実させるとともに、相談

窓口などを広く周知していくことが必要です。  

 

（４）新型コロナウイルス感染症拡大の影響を踏まえた自殺対策の推進 

令和 2 年 10 月に公表された「コロナ禍における自殺の動向に関する分析」（厚生労

働大臣指定法いのち支える自殺対策推進センター）によれば、新型コロナウイルス感染

症拡大がみられた令和 2 年以降、児童生徒や女性の自殺者が増加するなど、これまで

と異なる傾向が見られます。これは、コロナ禍において人との関わり合いや雇用形態を

はじめとした社会構造の変化が生じたことが影響していると思われます。本市において

は特に女性の自殺者数が増加している傾向がみられることから、対象者の状況に応じ

た対策が必要です。 

また、コロナ禍での経験を踏まえ、関係機関との一層の連携のもと、近年様々な分野

で活用が進んでいる ICT を活用した自殺対策を推進する必要があります。

※

第３章 基本理念及び基本方針 
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第３章    基本理念及び基本方針 

１ 基本理念 
「 ～いのちを守り 人によりそう～ 

誰も自殺に追い込まれることのない社会の実現 」 
自殺は、その多くが追い込まれた末の死であるとされています。自殺の背景に

は、精神保健上の問題だけでなく、経済・生活問題、健康問題、過労、生活困

窮、育児や介護疲れ、いじめや孤独・孤立などの様々な社会的要因があること

が知られています。  

自殺対策の本質が生きることの支援にあることを改めて確認し、自殺総合対

策大綱の「いのち支える自殺対策」という理念を前面に打ち出して、社会全体

の自殺リスクを低下させる取組を総合的に推進することで、「誰も自殺に追い込

まれることのない社会の実現」を目指します。  

自殺を考えている人は、社会とのつながりの減少や、生きていても意味がない

という役割喪失感などから、死にたいという気持ちと生きたいという気持ちとの

間で揺れ動き、不眠や原因不明の体調不良等、自殺の危険を示すサインを発し

ていると考えられます。一人ひとりがいのちを大切に、お互いを認め合い、共に支

えあい“健幸”を感じることができる環境づくりを目指します。  

２ 基本方針 

（１）生きることの包括的な支援として推進 

個人においても社会においても、自己肯定感や良好な人間関係などの「生き

ることの促進要因」より経済・生活問題、健康問題、家庭問題などの「生きるこ

との阻害要因」が上回ったときに自殺リスクが高くなるとされています。  

「生きることの阻害要因」については、相談・支援体制の整備や医療機関、相

談窓口などとの連携により対処できる問題も多くあります。このような「生きるこ

との阻害要因」を減らす取組に加えて、「生きることの促進要因」を強化する取

組も行い、双方の取組を通じて自殺リスクを低下させる方向で、生きることの包

括的な支援として推進する必要があります。  

（２）関連施策との連携による総合的な対策の展開 

自殺に追い込まれようとしている人は、当事者やその家族、職場、地域の状

況などが複雑に関係する中で様々な困りごとを抱えています。そのような中、安

※

※ ※

※
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平成 30 年から令和４年の本市の自殺者については男性が７割を占めますが、

年齢別にみると 60歳以上では女性が４割超を占め、高齢女性の自殺割合が高

くなっています。全国的にもコロナ禍には女性の自殺率が高くなる傾向が見られ、

ライフサイクルに合わせた対応が求められます。  

また、本市における有職者の自殺の内訳をみると、被雇用者・勤め人の割合

が 88.2％と、全国に比べて高くなっています。  

市民意識調査でも、特に男性の30歳代は、他の性別・年代の人に比べて、睡

眠・休養が取れていないと感じていることがわかります。また、男性では 40 歳未

満、女性では60歳未満においては「これまでに死にたいと思ったことがある」と回

答した人が３割を超えています。死にたいと思う原因として、「人間関係」や「親

子関係」「夫婦関係」等、身近な人との関係性に悩む人が多いことがわかります。

また、健康に関することに悩む人も多く見受けられます。  

日頃から、悩みがあるときに相談する先があるということを認識できるよう、ゲ

ートキーパーの普及などによる身近な相談支援体制を充実させるとともに、相談

窓口などを広く周知していくことが必要です。  

 

（４）新型コロナウイルス感染症拡大の影響を踏まえた自殺対策の推進 

令和 2 年 10 月に公表された「コロナ禍における自殺の動向に関する分析」（厚生労

働大臣指定法いのち支える自殺対策推進センター）によれば、新型コロナウイルス感染

症拡大がみられた令和 2 年以降、児童生徒や女性の自殺者が増加するなど、これまで

と異なる傾向が見られます。これは、コロナ禍において人との関わり合いや雇用形態を

はじめとした社会構造の変化が生じたことが影響していると思われます。本市において

は特に女性の自殺者数が増加している傾向がみられることから、対象者の状況に応じ

た対策が必要です。 

また、コロナ禍での経験を踏まえ、関係機関との一層の連携のもと、近年様々な分野

で活用が進んでいる ICT を活用した自殺対策を推進する必要があります。
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第３章    基本理念及び基本方針 

１ 基本理念 
「 ～いのちを守り 人によりそう～ 

誰も自殺に追い込まれることのない社会の実現 」 
自殺は、その多くが追い込まれた末の死であるとされています。自殺の背景に

は、精神保健上の問題だけでなく、経済・生活問題、健康問題、過労、生活困

窮、育児や介護疲れ、いじめや孤独・孤立などの様々な社会的要因があること

が知られています。  

自殺対策の本質が生きることの支援にあることを改めて確認し、自殺総合対

策大綱の「いのち支える自殺対策」という理念を前面に打ち出して、社会全体

の自殺リスクを低下させる取組を総合的に推進することで、「誰も自殺に追い込

まれることのない社会の実現」を目指します。  

自殺を考えている人は、社会とのつながりの減少や、生きていても意味がない

という役割喪失感などから、死にたいという気持ちと生きたいという気持ちとの

間で揺れ動き、不眠や原因不明の体調不良等、自殺の危険を示すサインを発し

ていると考えられます。一人ひとりがいのちを大切に、お互いを認め合い、共に支

えあい“健幸”を感じることができる環境づくりを目指します。  

２ 基本方針 

（１）生きることの包括的な支援として推進 

個人においても社会においても、自己肯定感や良好な人間関係などの「生き

ることの促進要因」より経済・生活問題、健康問題、家庭問題などの「生きるこ

との阻害要因」が上回ったときに自殺リスクが高くなるとされています。  

「生きることの阻害要因」については、相談・支援体制の整備や医療機関、相

談窓口などとの連携により対処できる問題も多くあります。このような「生きるこ

との阻害要因」を減らす取組に加えて、「生きることの促進要因」を強化する取

組も行い、双方の取組を通じて自殺リスクを低下させる方向で、生きることの包

括的な支援として推進する必要があります。  

（２）関連施策との連携による総合的な対策の展開 

自殺に追い込まれようとしている人は、当事者やその家族、職場、地域の状

況などが複雑に関係する中で様々な困りごとを抱えています。そのような中、安

※

※

※

※
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心して生きられるようにするためには、精神保健的な視点だけでなく、社会 ・経

済的な視点を含む包括的な取組が重要です。このような包括的な取組を実施

するためには、様々な分野の施策、人々や組織が密接に連携する必要がありま

す。また、連携の効果を更に高めるため、様々な分野で支援にあたる人々がそれ

ぞれ自殺対策の一翼を担っているという意識を共有することが重要です。 

特に、新型コロナウイルス感染症拡大の影響による社会環境の変化で個人と

社会・他者との関わりが希薄になる中、日常生活や社会生活での孤独や、社会

から孤立していることで、心身に有害な影響を受けている当事者やその家族へ

の対応については、市と民間団体、地域の方々の連携による重層的な支援が必

要となります。 

また、全国においては、こどもの自殺者数の増加が問題となっていることから、

令和５年６月２日に取りまとめられた「こどもの自殺対策緊急強化プラン」のもと、

市関係部局の連携を一層強化していく必要があります。 

 
 

（３）対応の段階に応じた対策の効果的な連動 

自殺対策は、個人の問題解決に取り組む相談支援を行う「対人支援」、包括

的な支援を行うために関係機関等による実務連携を行う「地域連携」 、法律、

大綱、計画等の枠組みの整備や修正に係わる「社会制度」に分かれ、これらを

連動させることで、総合的に推進していくことが重要です。 

これらの、自殺対策に係る個別の施策は、自殺や精神疾患等についての正し

い知識の普及啓発等自殺の危険性が低い段階での「事前対応」 、現に起こり

つつある自殺発生の危険に介入し、自殺を発生させない「危機対応」、不幸にし

て自殺や自殺未遂が生じてしまった場合に家族や職場の同僚等に与える影響

を最小限とし、新たな自殺を発生させない「事後対応」の３つの段階ごとに効果

的な施策を講ずる必要があります。 

 
 

（４）実践と啓発を両輪として推進 

自殺に追い込まれるという危機は「誰にでも起こり得る危機」ですが、危機に

陥った人の心情や背景への理解を深めるとともに、危機に陥った場合には誰か

に援助を求めることが適当であるということが、社会全体の共通認識となるよう

に、引き続き積極的に普及啓発を行う必要があります。 

全ての市民が、身近にいるかもしれない自殺を考えている人のサインに早く気

づき、必要な場合は精神科医等の専門家につなぐことができるよう「ゲートキー

パー」の養成等を推進するとともに、広報活動、教育活動等に取り組んでいくこ

とが重要です。  
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（５）関係者の役割の明確化と連携・協働の推進 

自殺対策が最大限その効果を発揮して「誰も自殺に追い込まれることのない

社会」を実現するためには、市、市民、関係団体、企業等が相互に連携・協働し

て自殺対策を総合的に推進することが必要です。そのため、それぞれの主体が

果たすべき役割を明確化、共有化した上で、相互の連携・協働の仕組みを構築

することが重要です。  

 
 

（６）自殺者等の名誉及び生活の平穏に配慮 

自殺対策基本法第９条では、自殺者及び自殺未遂者並びにそれらの者の親

族等の名誉及び生活の平穏に配慮するよう定められています。  

自殺対策に関わる市、市民、関係団体、企業等は、自殺者等のプライバシー

に配慮しつつ、自殺者等に関する情報を適切に管理しながら自殺対策に取り組

んでいく必要があります。  

  

支援の実践と啓発を両輪として推進

※

※
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第４章    施策の展開

基本目標１ 市民への啓発周知と“健幸”づくりの推進
自殺に追い込まれることは、誰にでも起こり得る危機です。命や暮らしを脅か

す状況に陥ると、当事者は問題を抱え込み、周囲の適切な支援・援助に結びつ

かないことが考えられます。そこで、通常時から、自殺に対する誤った認識や偏

見を払拭し、命や暮らしの危機に陥った場合には、自殺以外の選択肢として誰

かに援助を求めることが適切であると理解をしておくことへの周知が重要です。

（１）自殺対策に関する啓発と周知

自殺の問題は当事者やその家族だけではなく、市民一人ひとり、あるいは地

域として考えなければならない重大な問題です。

自殺対策基本法では、毎年９月10日から 16日を「自殺予防週間」、毎年３月を

「自殺対策強化月間」と定めており、本市でも、国と協調して自殺に関する正しい

知識や予防策の周知を進めていきます。そして、命や暮らしの危機に陥った人の

心情や背景の理解を深めるとともに、危機に陥った場合には誰かに援助を求める

ことが適切であるという認識が共通のものとなるよう理解の促進を図ります。

主な取組

取組名 取組内容 担当課

自殺予防週間と自殺
対策強化月間キャン
ペーンの実施

・市役所本庁舎ロビーに啓発用ブースを設置。パネル
展示やリーフレットの配架を行う。

・うつ・自殺予防等を目的とした街頭啓発活動「睡眠キ
ャンペーン」を行う。

・学校図書館や市立図書館で、「いのち」や「こころの健
康」をテーマにした展示や関連図書の特集を行う。

健康推進課

教育政策課

図書課

【新】

自殺対策計画や相談
窓口の啓発

・自殺対策計画の概要や、自殺やこころの病について
の相談窓口等をリーフレットやホームページ等で周
知し、市民一人ひとりが自殺対策について意識を高
められるよう啓発する。

健康企画課

※

※

※
　本計画の取り組みは、藤枝市版ローカル本計画の取り組みは、藤枝市版ローカル
SDGs（60 ページ参照）に掲げる各目標のSDGs（60 ページ参照）に掲げる各目標の
取組として推進し、広く発信します。取組として推進し、広く発信します。
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第４章    施策の展開

基本目標１ 市民への啓発周知と“健幸”づくりの推進
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ことが適切であるという認識が共通のものとなるよう理解の促進を図ります。

主な取組

取組名 取組内容 担当課

自殺予防週間と自殺
対策強化月間キャン
ペーンの実施

・市役所本庁舎ロビーに啓発用ブースを設置。パネル
展示やリーフレットの配架を行う。

・うつ・自殺予防等を目的とした街頭啓発活動「睡眠キ
ャンペーン」を行う。

・学校図書館や市立図書館で、「いのち」や「こころの健
康」をテーマにした展示や関連図書の特集を行う。

健康推進課

教育政策課

図書課

【新】

自殺対策計画や相談
窓口の啓発

・自殺対策計画の概要や、自殺やこころの病について
の相談窓口等をリーフレットやホームページ等で周
知し、市民一人ひとりが自殺対策について意識を高
められるよう啓発する。

健康企画課

※

自殺予防週間と自殺対策
強化月間キャンペーンの
実施

健康推進課
教育政策課
図書課

・市役所本庁舎ロビーに啓発用ブースを
　設置。パネル展示やリーフレットの配 
　架を行う。
・うつ・自殺予防等を目的とした街頭啓発
　活動「睡眠キャンペーン」を行う。
・学校図書館や市立図書館で、「いのち」や
　「こころの健康」をテーマにした展示や
　関連図書の特集を行う。

・自殺対策計画の概要について、リーフ
　レット等で周知し、市民一人ひとりが
　自殺対策について意識を高められるよ
　う啓発する。
・自殺やこころの病について、市や関係団
　体の相談窓口や、SNSを活用した相談
　等について周知する。

【新】
自殺対策計画や相談窓
口の啓発

健康企画課

取組名 取組内容 担当課

※

市民を対象とした
講座の開催

・出前講座の中で、睡眠や心の健康につい
て取り上げ、うつ病予防啓発を行う。
・精神保健啓発講演会を開催し、自殺予防
の啓発と周知を図る。
★メンタルヘルスに関する啓発回数

・特定健診の結果、特定保健指導や、疾患
を発症するリスクの高い対象者への問
診で「眠れていない」と回答した人への
訪問により必要に応じ専門機関につな
ぐとともに、情報を提供する。

・精神に障害のある人が、安心して地域
生活を送るため、精神障害についての理
解を深め、地域でともに支え合う意識を
育むことを目的に開催する。

不眠に関する正しい
知識の普及

精神保健福祉講座の
開催

健康推進課

障害福祉課

健康推進課

取組名 取組内容 担当課

第 章4
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（２）一人ひとりの“健幸”づくりの推進

こころの健康は、いきいきと自分らしく生きるための重要な条件になります。一

言に「こころの健康」といっても、自分の感情に気づいて表現できること、状況に

応じて適切に考え、現実的な問題解決ができること、他人や社会と建設的で良

い関係を築けること、さらに、人生の目的や意義を見出し、主体的に人生を選択

することも大切な要素であり、こころの健康は「生活の質」に大きく影響します。

また、自殺に至った人のこころの健康状態をみると、長時間労働、失業、各種

のハラスメント※、いじめ、育児や介護疲れなど、様々な悩みにより心理的に追い

詰められた結果、抑うつ状態にあったり、うつ病やアルコール依存症等の精神疾

患を発症しており、こうした状況下では、正常な判断を行うことができないことが

明らかになっています。

食事・運動・休養を中心とした健康増進と、うつ病等の精神疾患に関する正

しい知識の普及・啓発、ストレス要因の軽減やストレスへの適切な対応などここ

ろの健康の保持・増進により、くらしを豊かに地域で支え合う“健幸”づくりに向

けた取組を行います。

主な取組

取組名 取組内容 担当課

市民を対象とした講
座の開催

・出前講座の中で、睡眠や心の健康について取り上
げ、うつ病予防啓発を行う。

・精神保健啓発講演会を開催し、自殺予防の啓発と
周知を図る。

★メンタルヘルスに関する啓発回数

健康推進課

イベント等でのスト
レスチェックの実施

・ストレスが高かった対象者に保健指導を実施、リー
フレットを配布し、うつ病予防の啓発を行う。

健康推進課

不眠に関する正しい
知識の普及

・特定健診の結果、特定保健指導や、疾患を発症す
るリスクの高い対象者への問診で「眠れていない」
と回答した人への訪問により必要に応じ専門機関
につなぐとともに、情報を提供する。

健康推進課

精神保健福祉講座
の開催

・精神に障害のある人が、安心して地域生活を送る
ため、精神障害についての理解を深め、地域でと
もに支え合う意識を育むことを目的に開催する。

障害福祉課
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取組名 取組内容 担当課 

職員に対する 

メンタルヘルス啓発 

・住民からの相談に応じる市職員に対し、メンタルヘ
ルス研修を行い、市民サービス及び職員のメンタ
ルヘルスの向上を図る。 

・児童生徒やその保護者からの相談に応じる教職
員に対し、メンタルヘルス研修を行い、児童生徒の
相談支援の充実と職員のメンタルヘルスの向上を
図る。 

人事課・人財育
成室 

教育政策課 

企業向け健康経営
の実践 

・市内事業所などを対象に健康経営の普及を図
り、従業員やその家族など心身の健康づくりを
支援する。 

健康企画課 

【新】 
 
市民を対象としたこ
ころの健康講演会 

・自殺についての正しい知識の普及啓発を図るため
研修会を開催する。 

健康企画課 

【新】 
 
働きやすい職場 

環境認定事業 

・誰もが幸せを実感し、やりがいを持って活躍でき
る働きやすい職場づくりを実践する事業所を認定
する制度により、従業員のメンタルヘルス対策を推
進する。 

男女共同参画・
多文化共生課 

【新】 
 
職場でのハラスメン
ト等のトラブルに対
する相談体制の周
知 

・パワハラ、セクハラなどの職場トラブルに対する相
談体制を周知し、職場での悩みを抱える従業員の
孤立を防ぎ、うつ病等を防止する。 

産業政策課 

  

自殺予防週間と自殺対策
強化月間キャンペーンの
実施

健康推進課
教育政策課
図書課

・市役所本庁舎ロビーに啓発用ブースを
　設置。パネル展示やリーフレットの配 
　架を行う。
・うつ・自殺予防等を目的とした街頭啓発
　活動「睡眠キャンペーン」を行う。
・学校図書館や市立図書館で、「いのち」や
　「こころの健康」をテーマにした展示や
　関連図書の特集を行う。

・自殺対策計画の概要について、リーフ
　レット等で周知し、市民一人ひとりが
　自殺対策について意識を高められるよ
　う啓発する。
・自殺やこころの病について、市や関係団
　体の相談窓口や、SNSを活用した相談
　等について周知する。

【新】
自殺対策計画や相談窓
口の啓発

健康企画課

取組名 取組内容 担当課

※

市民を対象とした
講座の開催

・出前講座の中で、睡眠や心の健康につい
て取り上げ、うつ病予防啓発を行う。
・精神保健啓発講演会を開催し、自殺予防
の啓発と周知を図る。
★メンタルヘルスに関する啓発回数

・特定健診の結果、特定保健指導や、疾患
を発症するリスクの高い対象者への問
診で「眠れていない」と回答した人への
訪問により必要に応じ専門機関につな
ぐとともに、情報を提供する。

・精神に障害のある人が、安心して地域
生活を送るため、精神障害についての理
解を深め、地域でともに支え合う意識を
育むことを目的に開催する。

不眠に関する正しい
知識の普及

精神保健福祉講座の
開催

健康推進課

障害福祉課

健康推進課

取組名 取組内容 担当課

※

※

※
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主な取組

取組名 取組内容 担当課

市民を対象とした講
座の開催

・出前講座の中で、睡眠や心の健康について取り上
げ、うつ病予防啓発を行う。

・精神保健啓発講演会を開催し、自殺予防の啓発と
周知を図る。

★メンタルヘルスに関する啓発回数

健康推進課

イベント等でのスト
レスチェックの実施

・ストレスが高かった対象者に保健指導を実施、リー
フレットを配布し、うつ病予防の啓発を行う。

健康推進課

不眠に関する正しい
知識の普及

・特定健診の結果、特定保健指導や、疾患を発症す
るリスクの高い対象者への問診で「眠れていない」
と回答した人への訪問により必要に応じ専門機関
につなぐとともに、情報を提供する。

健康推進課

精神保健福祉講座
の開催

・精神に障害のある人が、安心して地域生活を送る
ため、精神障害についての理解を深め、地域でと
もに支え合う意識を育むことを目的に開催する。

障害福祉課
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取組名 取組内容 担当課 

職員に対する 

メンタルヘルス啓発 

・住民からの相談に応じる市職員に対し、メンタルヘ
ルス研修を行い、市民サービス及び職員のメンタ
ルヘルスの向上を図る。 

・児童生徒やその保護者からの相談に応じる教職
員に対し、メンタルヘルス研修を行い、児童生徒の
相談支援の充実と職員のメンタルヘルスの向上を
図る。 

人事課・人財育
成室 

教育政策課 

企業向け健康経営
の実践 

・市内事業所などを対象に健康経営の普及を図
り、従業員やその家族など心身の健康づくりを
支援する。 

健康企画課 

【新】 
 
市民を対象としたこ
ころの健康講演会 

・自殺についての正しい知識の普及啓発を図るため
研修会を開催する。 

健康企画課 

【新】 
 
働きやすい職場 

環境認定事業 

・誰もが幸せを実感し、やりがいを持って活躍でき
る働きやすい職場づくりを実践する事業所を認定
する制度により、従業員のメンタルヘルス対策を推
進する。 

男女共同参画・
多文化共生課 

【新】 
 
職場でのハラスメン
ト等のトラブルに対
する相談体制の周
知 

・パワハラ、セクハラなどの職場トラブルに対する相
談体制を周知し、職場での悩みを抱える従業員の
孤立を防ぎ、うつ病等を防止する。 

産業政策課 

  

職員に対する職員に対する
メンタルヘルス啓発メンタルヘルス啓発

企業向け健康経営企業向け健康経営
の実践の実践

【新】【新】
市民を対象とした市民を対象とした
こころの健康講こころの健康講
演会演会

【新】【新】
働きやすい職場働きやすい職場
環境認定事業環境認定事業

【新】【新】
職場でのハラス職場でのハラス
メント等のトラメント等のトラ
ブルに対する相ブルに対する相
談体制の周知談体制の周知

※

※

※

※
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基本目標２ “気づき”“つなぐ”人材の育成
社会とのつながりの希薄さや、生きていても意味がないという役割喪失感など

から、誰もが自殺に追い込まれる可能性があります。自殺を考えている人は、死

にたいという気持ちと生きたいという気持ちとの間で揺れ動いています。そんな

時に、周りの人の声掛けがあれば、「生きることの促進要因」を増やすきっかけと

なり、自殺のリスクを低下させることが考えられます。

（１）ゲートキーパーの養成と専門職の力量向上

自殺の危険を示すサインに気づき、声をかけ、話を聞き、必要に応じて専門家

につなぎ、見守る「ゲートキーパー」の役割を担う人材の養成が必要です。

ゲートキーパーは自殺対策において早期発見、早期対応の中心的役割を果

たすことが期待されるため、専門家や専門機関だけでなくより多くの市民がゲー

トキーパーとしての意識を持って身近な人を支え合うことができるよう、幅広く研

修などを実施していきます。

また、自殺のリスクが高い困りごとを抱える市民と接することが多い関係者に

対し、見守りや相談支援のスキル向上を目指した研修会を実施します。

主な取組

取組名 取組内容 担当課

ゲートキーパー養
成・フォローの実施

・講演会を実施し、ゲートキーパーとしての役割を担
うことができる人材を育成する。

★ゲートキーパー養成者数
健康推進課

・民生委員、生活困窮者相談員など福祉分野等に
おいて相談や支援等に従事する人に対しゲートキ
ーパー講演会の受講を推奨する。

福祉政策課・健
康企画課

・市職員を対象に講演会を実施し、ゲートキーパー
としての役割を担うことができる人材を育成する。

健康推進課・人
財育成室

【新】

専門職を対象とした
こころの健康講演会

・市民の相談を聞く機会がある関係者を対象に、支
援についてのスキル向上につながる講演会を行
う。

健康推進課・健
康企画課
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基本目標３ 様々な対象に応じた自殺対策の展開 
人生には様々な出来事があり、年代により、また健康状態や家庭環境、人間

関係、就業問題や経済状況などにより、うれしいことや、楽しいこと、悩みやスト

レスを抱えることも多くあります。そこで、当事者の悩みの原因などに応じて、

様々な支援、課題解決の方法があることを普段から知っておくことが必要です。  

 

（１）子ども・若者への支援 

令和４年に小中高校生の自殺者数が過去最多となったことを受けて、国にお

いて「子どもの自殺対策緊急強化プラン」を策定し、「子どもが自ら命を絶つよう

なことのない社会」の実現に向けた取組みが全国的に展開されています。  

本市には、公立の 17 の小学校と 10 の中学校があり、市内合わせて 11,186

人（令和５年５月 1 日現在、小学生 7,484 人、中学生 3,702 人）の子どもたち

が学んでいます。子どもたちが自分らしく、のびのびと育つためには、学習面のサ

ポートだけでなく、ＬＧＢＴなど性の多様性や思春期特有の悩みや不安に寄り添

い、支える大人の存在が必要です。 

また、いじめの防止は、全ての学校・教職員が自らの問題として切実に受け止

め、徹底して取り組むべき重要な課題であるとの認識のもと、「いじめを許さない

学校づくり」「思いやり溢れる学校づくり」を柱に市内 27 の全公立小中学校でい

じめ防止基本方針を定めるとともに、『ふじえだ型ピア・サポート※』に取り組むこ

とで、児童生徒の相互理解を深め、いじめのない学校づくりに努めています。  

小中学校においては、「命の大切さ」等を学ぶため、道徳の授業をはじめとす

る様々な場面において指導していますが、今後は、子どもとその保護者に対して、

その重要性の啓発を強化していきます。 

子どもに対する支援は、地域の関わりも重要であり、学校以外でも子どもが安

心して過ごせる居場所の確保等により、地域における子どもの健全育成の体制

づくりに努めます。 

また、全国的に 20～30 歳代における死因の第一位が自殺であることから、本

市においても「ひきこもり」や「ニート※」、自立に向けて不安を抱える若者、生きづ

らさを感じている若者等を対象にした相談窓口などについて、効果的な啓発を行

っていきます。 

 

 

 

 

【新】【新】
専門職を対象と専門職を対象と
したこころの健したこころの健
康講演会康講演会

福祉政策課・福祉政策課・
健康企画課健康企画課

健康推進課・健康推進課・
人財育成室人財育成室

健康推進課・健康推進課・
健康企画課健康企画課

※※

※
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対し、見守りや相談支援のスキル向上を目指した研修会を実施します。

主な取組

取組名 取組内容 担当課

ゲートキーパー養
成・フォローの実施

・講演会を実施し、ゲートキーパーとしての役割を担
うことができる人材を育成する。

★ゲートキーパー養成者数
健康推進課

・民生委員、生活困窮者相談員など福祉分野等に
おいて相談や支援等に従事する人に対しゲートキ
ーパー講演会の受講を推奨する。

福祉政策課・健
康企画課

・市職員を対象に講演会を実施し、ゲートキーパー
としての役割を担うことができる人材を育成する。

健康推進課・人
財育成室

【新】

専門職を対象とした
こころの健康講演会

・市民の相談を聞く機会がある関係者を対象に、支
援についてのスキル向上につながる講演会を行
う。

健康推進課・健
康企画課
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※

※
LGBTQLGBTQ

ここここ
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主な取組

取組名 取組内容 担当課

放課後児童健全育
成事業（放課後児童
クラブ）の実施

・放課後児童健全育成事業を通じ、児童や保護者
の実情を把握し、必要に応じて関係機関につなぐ。

こども課

こども・若者の相談
支援体制の充実

・家庭や生活上の問題等に関する各種相談により、
世帯の課題を整理し、必要な制度・支援につなぐ。

こども・若者支
援課

養育支援家庭訪問
の実施

・若年の妊婦、育児ストレス、産後うつ等により、子
育てに対して強い不安や孤立感を抱える家庭の不
安感・負担感の軽減のため、養育支援員による訪
問支援を行う。

こども・若者支
援課

児童に関する各種
手当等の給付

・児童手当や医療費助成などを給付するとともに、
申請時等の面談において問題を抱えていることが
わかれば、専門の相談機関につなぐ。

こども・若者支
援課

子ども食堂の実施 ・子ども食堂を運営している団体を支援する。
こども・若者支
援課

子ども育成支援事
業の推進

・養育が不十分な家庭への支援として、官民協働に
よる「子どもの居場所事業」の実施を推進する。

こども・若者支
援課

子どもの発達に関
する相談支援

・発達に課題がある児童の保護者からの相談に心
理職・言語聴覚士・特別支援教育士・保育士が応
じ支援を行うほか、幼稚園・保育園及び認定こども
園等を訪問し、発達に課題のある児童のサポート
や支援者のスキルアップを図る。

こども発達支援
センター

高校生対象の自殺
予防講演会の実施

・高校生に対しストレスの対処法やＳＯＳの出し方教
育を行い、社会に出る前に自殺予防の啓発を行
う。

健康推進課

若者の就労支援
・相談会やセミナーを開催し、若者の就労を支援す
る。

産業政策課

キャリア教育の推進
・中学校における職場体験やキャリア学習を通して、
将来的に、目的を持ちやりがいのある職業選択が
できる子どもを育てる。

教育政策課

いじめ防止対策

・いじめ問題対策連絡協議会及びいじめ問題対策
委員会を設置し、各校のいじめ防止基本方針を点
検、見直し、個別支援を通じ、いじめの早期発見、
早期対応、継続的な再発予防を図る。

教育政策課

学校における相談
事業の充実

・スクールソーシャルワーカー※、スクールカウンセラ
ー※など専門的な知識を持った外部人材を学校に
配置し、児童生徒や保護者の相談に応じる。

教育政策課
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取組名 取組内容 担当課 

学校生活アンケート
の実施 

・児童生徒の学校生活を中心としたアンケートを実
施し、悩みを抱えている児童生徒に早期に対応す
る。 

教育政策課 

青少年に対する相
談体制の充実 

・青少年が抱える様々な問題の相談を行う。 生涯学習課 

放課後子ども教室
の実施 

・放課後の子どもの居場所づくりを行うとともに、地
域住民の協力により体験活動などを行う。 

生涯学習課 

どきどき自然教室の
実施 

・ジュニアリーダーの養成：地域や子ども会などで活
動するリーダーを養成する教室で、仲間と協力し
合うことの大切さを実感するとともに支えあいの大
切さを学ぶ。 

生涯学習課 

 

  

※

・スクールソーシャルワーカー、スクールカ・スクールソーシャルワーカー、スクールカ
　ウンセラーなど専門的な知識を持った外部　ウンセラーなど専門的な知識を持った外部
　人材を学校に配置し、児童生徒や保護者の　人材を学校に配置し、児童生徒や保護者の
　相談に応じる。　相談に応じる。

こども食堂の実施こども食堂の実施

こどもの発達に関こどもの発達に関
する相談支援する相談支援

※

※

こども・若者こども・若者
支援課支援課

こども・若者こども・若者
支援課支援課

こども・若者こども・若者
支援課支援課

こども・若者こども・若者
支援課支援課

こども・若者こども・若者
支援課支援課

ここ
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主な取組

取組名 取組内容 担当課

放課後児童健全育
成事業（放課後児童
クラブ）の実施

・放課後児童健全育成事業を通じ、児童や保護者
の実情を把握し、必要に応じて関係機関につなぐ。

こども課

こども・若者の相談
支援体制の充実

・家庭や生活上の問題等に関する各種相談により、
世帯の課題を整理し、必要な制度・支援につなぐ。

こども・若者支
援課

養育支援家庭訪問
の実施

・若年の妊婦、育児ストレス、産後うつ等により、子
育てに対して強い不安や孤立感を抱える家庭の不
安感・負担感の軽減のため、養育支援員による訪
問支援を行う。

こども・若者支
援課

児童に関する各種
手当等の給付

・児童手当や医療費助成などを給付するとともに、
申請時等の面談において問題を抱えていることが
わかれば、専門の相談機関につなぐ。

こども・若者支
援課

子ども食堂の実施 ・子ども食堂を運営している団体を支援する。
こども・若者支
援課

子ども育成支援事
業の推進

・養育が不十分な家庭への支援として、官民協働に
よる「子どもの居場所事業」の実施を推進する。

こども・若者支
援課

子どもの発達に関
する相談支援

・発達に課題がある児童の保護者からの相談に心
理職・言語聴覚士・特別支援教育士・保育士が応
じ支援を行うほか、幼稚園・保育園及び認定こども
園等を訪問し、発達に課題のある児童のサポート
や支援者のスキルアップを図る。

こども発達支援
センター

高校生対象の自殺
予防講演会の実施

・高校生に対しストレスの対処法やＳＯＳの出し方教
育を行い、社会に出る前に自殺予防の啓発を行
う。

健康推進課

若者の就労支援
・相談会やセミナーを開催し、若者の就労を支援す
る。

産業政策課

キャリア教育の推進
・中学校における職場体験やキャリア学習を通して、
将来的に、目的を持ちやりがいのある職業選択が
できる子どもを育てる。

教育政策課

いじめ防止対策

・いじめ問題対策連絡協議会及びいじめ問題対策
委員会を設置し、各校のいじめ防止基本方針を点
検、見直し、個別支援を通じ、いじめの早期発見、
早期対応、継続的な再発予防を図る。

教育政策課

学校における相談
事業の充実

・スクールソーシャルワーカー※、スクールカウンセラ
ー※など専門的な知識を持った外部人材を学校に
配置し、児童生徒や保護者の相談に応じる。

教育政策課
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取組名 取組内容 担当課 

学校生活アンケート
の実施 

・児童生徒の学校生活を中心としたアンケートを実
施し、悩みを抱えている児童生徒に早期に対応す
る。 

教育政策課 

青少年に対する相
談体制の充実 

・青少年が抱える様々な問題の相談を行う。 生涯学習課 

放課後子ども教室
の実施 

・放課後の子どもの居場所づくりを行うとともに、地
域住民の協力により体験活動などを行う。 

生涯学習課 

どきどき自然教室の
実施 

・ジュニアリーダーの養成：地域や子ども会などで活
動するリーダーを養成する教室で、仲間と協力し
合うことの大切さを実感するとともに支えあいの大
切さを学ぶ。 

生涯学習課 

 

  

学校生活アンケートの
実施

ふじえだ型ピア・
サポートの推進

青少年に対する相談体制
の充実

放課後子ども教室の実施

どきどき自然教室の実施

教育政策課

教育政策課

生涯学習課

生涯学習課

生涯学習課

・児童生徒の学校生活を中心をしたアン
　ケートを実施し、悩みを抱えている児
　童生徒に早期に対応する。

・各小中学校の事例をまとめた実践事例
　集を作成し、情報の共有、好事例を取り
　入れ、仲間を思いやり、支えあう実践活
　動を推進する。

・放課後の子どもの居場所づくりを行う
　とともに、地域住民の協力により体験活
　動などを行う。

・ジュニアリーダーの養成：地域や子ども
　会などで活動するリーダーを養成する
　教室で、仲間と協力し合うことの大切さ
　を実感するとともに支え合いの大切さ
　学ぶ。

・青少年が抱える様々な問題の相談を行う。

取組名 取組内容 担当課
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（２）女性への支援

女性は、ライフステージごとに心身の健康状態が大きく変化します。特に、女

性の人生と家族の姿の多様化に伴い、生涯出生数の減少による月経回数の増

加、晩婚化等による初産年齢の上昇、平均寿命の伸長等、周産期や更年 ・老

年期にうつ病を発症する女性が多く、性差に応じた的確な保健医療が必要にな

っています。また、女性の就業等が増加するなど社会との関わりが変化し、健康

を阻害する社会的要因や仕事と育児・介護の両立の問題、暴力・貧困など、悩

みや問題を抱える人が増えています。

男女が互いの性差に応じた健康について理解を深めつつ、女性の健康を生

涯にわたり包括的に支援するための啓発や相談窓口の周知を行っていきます。

主な取組

取組名 取組内容 担当課

産後の母子に対す
るケア

・出産後の早期段階から専門家が関与し必要な助
言・指導等を行い、産後うつのリスク軽減を図る。

こども課（健康
推進課）

母子保健事業を活
用した母親への正し
い知識の普及

・母子健康手帳交付、新生児訪問、乳幼児健診等、
各種母子保健事業や保護者の健康についてアン
ケート等による相談・支援を実施し、必要に応じて
関係機関につなぐなどの支援を行う。

こども課（健康
推進課）

女性のための相談
体制の充実

・配偶者暴力（DV）等、女性が抱えている問題や悩
みの相談を行う。

こども・若者支
援課

・女性が抱える悩みや問題の相談窓口となり、必要
に応じ専門の部局につなぐことで問題の深刻化を
防ぐ。

男女共同参画・
多文化共生課

自立支援教育訓練
への支援・高等職業
訓練への支援 【再
掲】

・母子・父子家庭の経済的自立を促進するため、厚
生労働省指定の職業能力開発講座受講修了者に
受講料の一部を支給する。

・母子・父子家庭の経済的自立を促進するため、看
護師等の資格に係る養成機関修業者に一定期
間、修了者には卒業時、給付金を支給する。

こども・若者支
援課

母子生活支援施設
措置

・配偶者のいない女子などとその子どもを必要に応
じて施設へ入所させ、自立促進のための生活を支
援する。

こども・若者支
援課

【新】

女性の健康に関す
る普及啓発

・女性の心と身体の健康がライフステージにより変
化していく特性について、ホームページや講座など
を通じて、女性だけでなく全ての人に正しい知識
の普及を目指す。

健康推進課

健康企画課
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（３）勤務・経営者への支援

雇用形態の多様化によって不安定な就労状況が生まれたり、晩婚化や核家

族化により、結婚・出産・育児・介護などのライフイベントが同時期に集中し、支

援を受けにくくなったりと、仕事と育児・介護の両立に悩む人や問題を抱える人

が増えています。

ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和） ※の実現が求められているなか、

仕事と子育てや介護との両立、病気や障害があっても安心して働くことができる

職場環境の整備は、自殺対策を推進する上でとても重要です。

仕事と生活を調和させ、誰もが幸せを実感し、やりがいをもって活躍できる職

場づくりを実現するため、「過労死等の防止のための対策に関する大綱」に基づ

き、ワーク・ライフ・バランスの確保や各種ハラスメントの防止・解決のための啓発

や相談窓口の周知及び情報提供を行っていきます。

主な取組

取組名 取組内容 担当課

企業向け健康経営
の実践【再掲】

・市内企業の健康経営に実践プログラムを提供する
などして、健康経営の導入による従業員の健康増
進を支援する。

健康企画課

労働相談の開催
・労働者、雇用主それぞれが抱える労働トラブルに
ついて、社会保険労務士による相談会を開催す
る。

市民相談センタ
ー

若者の就労支援【再
掲】

・相談会やセミナーを開催し、若者の就労を支援す
る。

産業政策課

【新】

働きやすい職場環
境認定事業【再掲】

・誰もが幸せを実感し、やりがいを持って活躍でき
る働きやすい職場づくりを実践する事業所を認定
する制度により、従業員のメンタルヘルス対策を推
進する。

男女共同参画・
多文化共生課

【新】

職場でのハラスメン
ト等のトラブルに対
する相談体制の周
知【再掲】

・パワハラ、セクハラなどの職場トラブルに対する相
談体制を周知し、職場での悩みを抱える従業員の
孤立を防ぎ、うつ病等を防止する。

産業政策課

※

【【新】新】
女性の健康に関女性の健康に関
する普及啓発する普及啓発

こども課こども課
（健康推進課）（健康推進課）

こども課こども課
（健康推進課）（健康推進課）

こども・若者こども・若者
支援課支援課

こども・若者こども・若者
支援課支援課

こども・若者こども・若者
支援課支援課

※

※
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（２）女性への支援

女性は、ライフステージごとに心身の健康状態が大きく変化します。特に、女

性の人生と家族の姿の多様化に伴い、生涯出生数の減少による月経回数の増

加、晩婚化等による初産年齢の上昇、平均寿命の伸長等、周産期や更年 ・老

年期にうつ病を発症する女性が多く、性差に応じた的確な保健医療が必要にな

っています。また、女性の就業等が増加するなど社会との関わりが変化し、健康

を阻害する社会的要因や仕事と育児・介護の両立の問題、暴力・貧困など、悩

みや問題を抱える人が増えています。

男女が互いの性差に応じた健康について理解を深めつつ、女性の健康を生

涯にわたり包括的に支援するための啓発や相談窓口の周知を行っていきます。

主な取組

取組名 取組内容 担当課

産後の母子に対す
るケア

・出産後の早期段階から専門家が関与し必要な助
言・指導等を行い、産後うつのリスク軽減を図る。

こども課（健康
推進課）

母子保健事業を活
用した母親への正し
い知識の普及

・母子健康手帳交付、新生児訪問、乳幼児健診等、
各種母子保健事業や保護者の健康についてアン
ケート等による相談・支援を実施し、必要に応じて
関係機関につなぐなどの支援を行う。

こども課（健康
推進課）

女性のための相談
体制の充実

・配偶者暴力（DV）等、女性が抱えている問題や悩
みの相談を行う。

こども・若者支
援課

・女性が抱える悩みや問題の相談窓口となり、必要
に応じ専門の部局につなぐことで問題の深刻化を
防ぐ。

男女共同参画・
多文化共生課

自立支援教育訓練
への支援・高等職業
訓練への支援 【再
掲】

・母子・父子家庭の経済的自立を促進するため、厚
生労働省指定の職業能力開発講座受講修了者に
受講料の一部を支給する。

・母子・父子家庭の経済的自立を促進するため、看
護師等の資格に係る養成機関修業者に一定期
間、修了者には卒業時、給付金を支給する。

こども・若者支
援課

母子生活支援施設
措置

・配偶者のいない女子などとその子どもを必要に応
じて施設へ入所させ、自立促進のための生活を支
援する。

こども・若者支
援課

【新】

女性の健康に関す
る普及啓発

・女性の心と身体の健康がライフステージにより変
化していく特性について、ホームページや講座など
を通じて、女性だけでなく全ての人に正しい知識
の普及を目指す。

健康推進課

健康企画課
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（３）勤務・経営者への支援

雇用形態の多様化によって不安定な就労状況が生まれたり、晩婚化や核家

族化により、結婚・出産・育児・介護などのライフイベントが同時期に集中し、支

援を受けにくくなったりと、仕事と育児・介護の両立に悩む人や問題を抱える人

が増えています。

ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和） ※の実現が求められているなか、

仕事と子育てや介護との両立、病気や障害があっても安心して働くことができる

職場環境の整備は、自殺対策を推進する上でとても重要です。

仕事と生活を調和させ、誰もが幸せを実感し、やりがいをもって活躍できる職

場づくりを実現するため、「過労死等の防止のための対策に関する大綱」に基づ

き、ワーク・ライフ・バランスの確保や各種ハラスメントの防止・解決のための啓発

や相談窓口の周知及び情報提供を行っていきます。

主な取組

取組名 取組内容 担当課

企業向け健康経営
の実践【再掲】

・市内企業の健康経営に実践プログラムを提供する
などして、健康経営の導入による従業員の健康増
進を支援する。

健康企画課

労働相談の開催
・労働者、雇用主それぞれが抱える労働トラブルに
ついて、社会保険労務士による相談会を開催す
る。

市民相談センタ
ー

若者の就労支援【再
掲】

・相談会やセミナーを開催し、若者の就労を支援す
る。

産業政策課

【新】

働きやすい職場環
境認定事業【再掲】

・誰もが幸せを実感し、やりがいを持って活躍でき
る働きやすい職場づくりを実践する事業所を認定
する制度により、従業員のメンタルヘルス対策を推
進する。

男女共同参画・
多文化共生課

【新】

職場でのハラスメン
ト等のトラブルに対
する相談体制の周
知【再掲】

・パワハラ、セクハラなどの職場トラブルに対する相
談体制を周知し、職場での悩みを抱える従業員の
孤立を防ぎ、うつ病等を防止する。

産業政策課

※ ※

※

【【新】新】
働きやすい職場環働きやすい職場環
境認定事業【再掲】境認定事業【再掲】

【新】【新】
職場でのハラスメ職場でのハラスメ
ント等のトラブルント等のトラブル
に対する相談体制に対する相談体制
の周知【再掲】の周知【再掲】

市民相談センター市民相談センター

※

※

・市内事業所などを対象に健康経営の普及を図・市内事業所などを対象に健康経営の普及を図
　り、従業員やその家族など心身の健康づくり　り、従業員やその家族など心身の健康づくり
　を支援する。　を支援する。
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（４）高齢者・家族への支援

高齢者の自殺予防においても、うつ病・うつ状態の早期発見と適切な治療が

最も重要ですが、同時に住民の健康教育や相談機関の拡充など地域の支援活

動も重要です。

また、高齢者の一人暮らし世帯や高齢者のみ世帯の増加とともに、子のひき

こもり状態が長期化する中で、支援につながらないまま社会から孤立してしまう

「 8050（ハチマル・ゴウマル）問題※」のように、高齢者本人だけでなく、家族や

世帯に関わる複合的な問題が増えつつあります。地域のつながりが希薄化する

中で、誰にも相談できず孤立し孤独状況にある高齢者の早期発見・早期支援

が必要です。

医療・介護・予防・住まい・生活支援が包括的に確保され、高齢者の暮らし

を支援する地域包括ケアシステムの深化・推進を進め、引き続き、高齢者の孤

立・孤独を防ぐための居場所づくり、社会参加、相談窓口の充実強化等を促進

します。

主な取組

取組名 取組内容 担当課

高齢者に関する相
談体制の充実

・高齢者の相談窓口として市内７ヵ所の地域包括支
援センターに専門職を配置する。

・認知症の人と家族の会及び社会福祉協議会に「認
知症コールセンター」を委託し、電話相談を行う。

地域包括ケア推
進課

介護者への支援
・在宅で介護をしている家族を対象に、介護者交流
会等を開催し、介護者の日頃の苦労を慰労し、介
護者相互の交流を促進する。

地域包括ケア推
進課

認知症ケアラーズカ
フェの実施

・認知症を介護する人同士の悩みの共有や情報交
換の場を設ける。

地域包括ケア推
進課

生きがいデイサービ
スの実施

・介護保険の認定を受けていない高齢者を対象と
する介護予防や趣味活動を通じて、生きがいとふ
れあいの場を提供する。

地域包括ケア推
進課

低所得者高齢者の
社会参加の促進

・非課税世帯の70歳以上の高齢者に公共交通利用
時の助成券を交付し社会参加を促進する。

地域包括ケア推
進課

地域包括支援セン
ターの運営

・「住まい・医療・介護・介護予防・生活支援」を地域
で一体的に提供する地域包括ケアシステムの拠点
を設置し、地域の問題を支援へつなげる体制を整
備するとともに地域住民同士の支えあい力を醸成
する。

地域包括ケア推
進課

※
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取組名 取組内容 担当課 

ふれあい会食会の
支援 

・社会福祉協議会が行う一人暮らしの高齢者のた
めのふれあい会食会への支援を行う。 

地域包括ケア推
進課 

ロコモ出張アドバイ
ス 

・サロンや会食会を運営する自主グループへの介護
予防の視点を取り入れた運営方法をアドバイスす
る講座を行う。 

地域包括ケア推
進課 

高齢者移動支援の
研究会 

・地域住民と行政で高齢者の外出を支援する移動
支援等について研究する。 

地域包括ケア推
進課 

介護予防・日常生活
支援総合事業の充
実 

・要支援１・２相当の高齢者を対象とした介護予防活
動や地域づくり活動への支援を行う。 

地域包括ケア推
進課 

運動サポーター養
成講座の実施 

・運動サポーターを養成し、地域での運動教室の自
主グループによる活動につなぐ。 

地域包括ケア推
進課 

在宅医療・介護連携
推進会議 

・地域で安心して暮らす上で必要な医療・介護の体
制を整備するため、関係機関と会議を開催する。 

地域包括ケア推
進課 

アクティブシニア大
学の実施 

・高齢者を対象に、介護予防を目的とした運動・栄
養・口腔等に係る介護予防教室を開催する。 

地域包括ケア推
進課 

ふれあいサロンの支
援 

・地区社協を中心に自治会、町内会、ボランティア等
が主体となり、地区集会所等で開催するふれあい
サロンへの支援を行う。 

★ふれあいサロン参加者数 

地域包括ケア推
進課 

【新】 
 
出かけっ CARサー
ビス支援事業 

・住民が主体となって、移動が困難となった高齢者
の外出支援を行う地区社協等の団体に支援を行
う。 

地域包括ケア推
進課 

【新】 
 
ふじえだ足すと号運
行事業 

・公共交通等を利用し自力で移動することが困難な
高齢者等の外出支援を行うことにより、社会との
関わりを維持することで孤立を防ぎ、うつ病等を防
止する。 

地域交通課 

高齢な住宅困窮者
への支援 

・市営住宅や県営住宅の制度説明や入居の支援を
していく。 

建築住宅課 

 
 
 

  

※
かか

地域包括ケア地域包括ケア
推進課推進課

地域包括ケア地域包括ケア
推進課推進課

地域包括ケア地域包括ケア
推進課推進課

地域包括ケア地域包括ケア
推進課推進課

地域包括ケア地域包括ケア
推進課推進課

地域包括ケア地域包括ケア
推進課推進課
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（４）高齢者・家族への支援

高齢者の自殺予防においても、うつ病・うつ状態の早期発見と適切な治療が

最も重要ですが、同時に住民の健康教育や相談機関の拡充など地域の支援活

動も重要です。

また、高齢者の一人暮らし世帯や高齢者のみ世帯の増加とともに、子のひき

こもり状態が長期化する中で、支援につながらないまま社会から孤立してしまう

「 8050（ハチマル・ゴウマル）問題※」のように、高齢者本人だけでなく、家族や

世帯に関わる複合的な問題が増えつつあります。地域のつながりが希薄化する

中で、誰にも相談できず孤立し孤独状況にある高齢者の早期発見・早期支援

が必要です。

医療・介護・予防・住まい・生活支援が包括的に確保され、高齢者の暮らし

を支援する地域包括ケアシステムの深化・推進を進め、引き続き、高齢者の孤

立・孤独を防ぐための居場所づくり、社会参加、相談窓口の充実強化等を促進

します。

主な取組

取組名 取組内容 担当課

高齢者に関する相
談体制の充実

・高齢者の相談窓口として市内７ヵ所の地域包括支
援センターに専門職を配置する。

・認知症の人と家族の会及び社会福祉協議会に「認
知症コールセンター」を委託し、電話相談を行う。

地域包括ケア推
進課

介護者への支援
・在宅で介護をしている家族を対象に、介護者交流
会等を開催し、介護者の日頃の苦労を慰労し、介
護者相互の交流を促進する。

地域包括ケア推
進課

認知症ケアラーズカ
フェの実施

・認知症を介護する人同士の悩みの共有や情報交
換の場を設ける。

地域包括ケア推
進課

生きがいデイサービ
スの実施

・介護保険の認定を受けていない高齢者を対象と
する介護予防や趣味活動を通じて、生きがいとふ
れあいの場を提供する。

地域包括ケア推
進課

低所得者高齢者の
社会参加の促進

・非課税世帯の70歳以上の高齢者に公共交通利用
時の助成券を交付し社会参加を促進する。

地域包括ケア推
進課

地域包括支援セン
ターの運営

・「住まい・医療・介護・介護予防・生活支援」を地域
で一体的に提供する地域包括ケアシステムの拠点
を設置し、地域の問題を支援へつなげる体制を整
備するとともに地域住民同士の支えあい力を醸成
する。

地域包括ケア推
進課
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取組名 取組内容 担当課 

ふれあい会食会の
支援 

・社会福祉協議会が行う一人暮らしの高齢者のた
めのふれあい会食会への支援を行う。 

地域包括ケア推
進課 

ロコモ出張アドバイ
ス 

・サロンや会食会を運営する自主グループへの介護
予防の視点を取り入れた運営方法をアドバイスす
る講座を行う。 

地域包括ケア推
進課 

高齢者移動支援の
研究会 

・地域住民と行政で高齢者の外出を支援する移動
支援等について研究する。 

地域包括ケア推
進課 

介護予防・日常生活
支援総合事業の充
実 

・要支援１・２相当の高齢者を対象とした介護予防活
動や地域づくり活動への支援を行う。 

地域包括ケア推
進課 

運動サポーター養
成講座の実施 

・運動サポーターを養成し、地域での運動教室の自
主グループによる活動につなぐ。 

地域包括ケア推
進課 

在宅医療・介護連携
推進会議 

・地域で安心して暮らす上で必要な医療・介護の体
制を整備するため、関係機関と会議を開催する。 

地域包括ケア推
進課 

アクティブシニア大
学の実施 

・高齢者を対象に、介護予防を目的とした運動・栄
養・口腔等に係る介護予防教室を開催する。 

地域包括ケア推
進課 

ふれあいサロンの支
援 

・地区社協を中心に自治会、町内会、ボランティア等
が主体となり、地区集会所等で開催するふれあい
サロンへの支援を行う。 

★ふれあいサロン参加者数 

地域包括ケア推
進課 

【新】 
 
出かけっ CARサー
ビス支援事業 

・住民が主体となって、移動が困難となった高齢者
の外出支援を行う地区社協等の団体に支援を行
う。 

地域包括ケア推
進課 

【新】 
 
ふじえだ足すと号運
行事業 

・公共交通等を利用し自力で移動することが困難な
高齢者等の外出支援を行うことにより、社会との
関わりを維持することで孤立を防ぎ、うつ病等を防
止する。 

地域交通課 

高齢な住宅困窮者
への支援 

・市営住宅や県営住宅の制度説明や入居の支援を
していく。 

建築住宅課 

 
 
 

  

地域包括ケア地域包括ケア
推進課推進課

地域包括ケア地域包括ケア
推進課推進課

地域包括ケア地域包括ケア
推進課推進課

地域包括ケア地域包括ケア
推進課推進課

地域包括ケア地域包括ケア
推進課推進課

地域包括ケア地域包括ケア
推進課推進課

地域包括ケア地域包括ケア
推進課推進課

地域包括ケア地域包括ケア
推進課推進課

地域包括ケア地域包括ケア
推進課推進課

【新】【新】
ふじえだふじえだ足足

あしあし

すとすと
号運行事業号運行事業

【新】【新】
出かけっCAR出かけっCAR
サービス支援事業サービス支援事業

・市営住宅や県営住宅の制度説明や入居支援を・市営住宅や県営住宅の制度説明や入居支援を
　行う。　行う。
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（５）生活困窮者等様々な事情を抱える方への支援

様々な事情を抱えて、社会的孤立や「生きづらさ」を感じている方は、身近な人に
相談したり相談窓口を探すことができないほど追い詰められ、自殺に追い込まれるこ
とが考えられます。
日頃から困った時に相談する窓口があることを周知するとともに、相談者に寄り添

い、課題によっては、相談者自身の力で解決して、これからの人生を生きぬく力を高
めていけるような支援を実施していきます。また、健康で文化的な生活を守るための
最後のセーフティーネット※としての役割を担うべく、ソーシャルワーク※の視点で複
数の分野における支援者が連携して支援を展開して、対応策を検討します。

主な取組

取組名 取組内容 担当課

滞納者への相談支
援

・市税滞納者との納付相談を通じて、支援が必要
と思われる場合に関係課に情報を提供し、必要
な支援へつなぐ。

納税課
債権回収対策
室

・国民健康保険税、後期高齢者医療保険料の滞納
者との納付相談を通じて、支援が必要と思われ
る場合に関係課に情報を提供し、必要な支援へ
つなぐ。

・国民年金保険料の納付困難者の相談を受け、免
除申請や障害年金受給等の申請手続きの案
内・受付を行う。

国保年金課

・介護保険料滞納者との納付相談を通じて、支援
が必要と思われる場合に関係課に情報を提供
し、必要な支援へつなぐ。

介護福祉課

・保育料滞納者との納付相談を通じて、支援が必
要と思われる場合に関係課に情報を提供し、必
要な支援へつなぐ。

こども課

・上水道使用料滞納者との納付相談を通じて、支
援が必要と思われる場合に関係課に情報を提
供し、必要な支援へつなぐ。

上水道課

・下水道使用料、下水道事業受益者負担金の滞納
者との納付相談を通じて、支援が必要と思われ
る場合に関係課に情報を提供し、必要な支援へ
つなぐ。

下水道課

・市営住宅使用料滞納者との納付相談を通じて、
支援が必要と思われる場合に関係課に情報を
提供し、必要な支援へつなぐ。

建築住宅課

・学校給食費の滞納者との納付相談を通じて、支
援が必要と思われる場合に関係課に情報を提
供し、必要な支援へつなぐ。

学校給食課

滞納者への相談支援

納税課
債権回収対策室

国保年金課

介護福祉課

こども課

上水道課

下水道課

建築住宅課

学校給食課

・市税滞納者との納付相談を通じて、支援
　が必要と思われる場合に関係課に情報
　を提供し、必要な支援へつなぐ。

・介護保険料滞納者との納付相談を通じ
　て、支援が必要と思われる場合に関係課
　に情報を提供し、必要な支援へつなぐ。

・保育料滞納者との納付相談を通じて、支
　援が必要と思われる場合に関係課に情
　報を提供し、必要な支援へつなぐ。

・上下水道使用料滞納者との納付相談を
　通じて、支援が必要と思われる場合に
　関係課に情報を提供し、必要な支援へ
　つなぐ。

・下水道使用料、下水道事業受益者負担金 
　の滞納者との納付相談を通じて、支援 
　が必要と思われる場合に関係課に情報
　を提供し、必要な支援へつなぐ。

・市営住宅使用料滞納者との納付相談を
　通じて、支援が必要と思われる場合に関
　係課に情報を提供し、必要な支援へつなぐ。

・学校給食費の滞納者との納付相談を通
　じて、支援が必要と思われる場合に関係
　課に情報を提供し、必要な支援へつなぐ。

・国民健康保険税、後期高齢者医療保険料
　の滞納者との納付相談を通じて、支援が
　必要と思われる場合に関係課に情報を
　提供し、必要な支援へつなぐ。
・国民年金保険料の納付困難者の相談を
　受け、免除申請や障害年金受給等の申請
　手続きの案内・受付を行う。

取組名 取組内容 担当課
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取組名 取組内容 担当課 

生活保護制度の利
用 

・事故や病気などにより、自分だけの力では生活で
きない人に対して、困っている程度に応じ必要な
保護を行い、最低限度の生活を保障し、将来自立
できるように支援する。 

福祉政策課 

生活困窮自立支援
事業（自立相談支
援・住居確保給付
金・一時生活支援） 

・生活困窮に陥っている人に対する相談を行うとと
もに関連事業に関わるスタッフに対する研修会を
行い、自殺対策との連動性を高める。 

・生活困窮に陥っている人に対する住居や衣食の支
給などの生活支援を行う。 

福祉政策課 

自立支援教育訓練
への支援・高等職業
訓練への支援 

・母子・父子家庭の経済的自立を促進するため、厚
生労働省指定の職業能力開発講座受講修了者に
受講料の一部を支給する。 

・母子・父子家庭の経済的自立を促進するため、看
護師等の資格に係る養成機関修業者に一定期
間、修了者には卒業時、給付金を支給する。 

こども・若者支
援課 

就労準備支援 
・ひきこもりなど、すぐに就労が難しい人にコミュニ
ケーション能力の形成、生活習慣の改善、就労体
験などを行う。 

福祉政策課 

多重債務者等への
相談体制の充実 

・納税相談を受けた際に、多重債務の問題を抱えて
いることがわかった場合、聞き取りと、債務整理表
を作成し、弁護士の多重債務相談につなげる。 

納税課 

・自立生活サポートセンターの相談を受けた際に、
多重債務の問題を抱えていることがわかった場
合、消費生活相談員が聞き取りと、債務整理表を
作成し、弁護士の多重債務相談につなげる。 

消費生活センタ
ー 

生活、経済問題の相
談体制の充実 

・市税の納付が困難な人には、分割納付や納付の
一時的な停止などの納税相談を行う。 

納税課 

・国民年金保険料の納付困難者の相談を受け、免
除申請や障害年金受給等の申請手続きの案内・
受付を行う。 

国保年金課 

・生活困窮に陥っている人に対する相談を行う。 福祉政策課 

・経済問題の訴えのある公営住宅の入居者や入居
希望者の生活基盤安定の受け皿となるよう対応す
る。 

建築住宅課 

障害のある人に関
する相談体制の充
実 

・当事者である障害者相談員により相談や必要な
指導を行い関係機関との連携を図り支援を行う。 

障害福祉課 
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（５）生活困窮者等様々な事情を抱える方への支援

様々な事情を抱えて、社会的孤立や「生きづらさ」を感じている方は、身近な人に
相談したり相談窓口を探すことができないほど追い詰められ、自殺に追い込まれるこ
とが考えられます。
日頃から困った時に相談する窓口があることを周知するとともに、相談者に寄り添

い、課題によっては、相談者自身の力で解決して、これからの人生を生きぬく力を高
めていけるような支援を実施していきます。また、健康で文化的な生活を守るための
最後のセーフティーネット※としての役割を担うべく、ソーシャルワーク※の視点で複
数の分野における支援者が連携して支援を展開して、対応策を検討します。

主な取組

取組名 取組内容 担当課

滞納者への相談支
援

・市税滞納者との納付相談を通じて、支援が必要
と思われる場合に関係課に情報を提供し、必要
な支援へつなぐ。

納税課
債権回収対策
室

・国民健康保険税、後期高齢者医療保険料の滞納
者との納付相談を通じて、支援が必要と思われ
る場合に関係課に情報を提供し、必要な支援へ
つなぐ。

・国民年金保険料の納付困難者の相談を受け、免
除申請や障害年金受給等の申請手続きの案
内・受付を行う。

国保年金課

・介護保険料滞納者との納付相談を通じて、支援
が必要と思われる場合に関係課に情報を提供
し、必要な支援へつなぐ。

介護福祉課

・保育料滞納者との納付相談を通じて、支援が必
要と思われる場合に関係課に情報を提供し、必
要な支援へつなぐ。

こども課

・上水道使用料滞納者との納付相談を通じて、支
援が必要と思われる場合に関係課に情報を提
供し、必要な支援へつなぐ。

上水道課

・下水道使用料、下水道事業受益者負担金の滞納
者との納付相談を通じて、支援が必要と思われ
る場合に関係課に情報を提供し、必要な支援へ
つなぐ。

下水道課

・市営住宅使用料滞納者との納付相談を通じて、
支援が必要と思われる場合に関係課に情報を
提供し、必要な支援へつなぐ。

建築住宅課

・学校給食費の滞納者との納付相談を通じて、支
援が必要と思われる場合に関係課に情報を提
供し、必要な支援へつなぐ。

学校給食課

第４章 施策の展開 
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取組名 取組内容 担当課 

生活保護制度の利
用 

・事故や病気などにより、自分だけの力では生活で
きない人に対して、困っている程度に応じ必要な
保護を行い、最低限度の生活を保障し、将来自立
できるように支援する。 

福祉政策課 

生活困窮自立支援
事業（自立相談支
援・住居確保給付
金・一時生活支援） 

・生活困窮に陥っている人に対する相談を行うとと
もに関連事業に関わるスタッフに対する研修会を
行い、自殺対策との連動性を高める。 

・生活困窮に陥っている人に対する住居や衣食の支
給などの生活支援を行う。 

福祉政策課 

自立支援教育訓練
への支援・高等職業
訓練への支援 

・母子・父子家庭の経済的自立を促進するため、厚
生労働省指定の職業能力開発講座受講修了者に
受講料の一部を支給する。 

・母子・父子家庭の経済的自立を促進するため、看
護師等の資格に係る養成機関修業者に一定期
間、修了者には卒業時、給付金を支給する。 

こども・若者支
援課 

就労準備支援 
・ひきこもりなど、すぐに就労が難しい人にコミュニ
ケーション能力の形成、生活習慣の改善、就労体
験などを行う。 

福祉政策課 

多重債務者等への
相談体制の充実 

・納税相談を受けた際に、多重債務の問題を抱えて
いることがわかった場合、聞き取りと、債務整理表
を作成し、弁護士の多重債務相談につなげる。 

納税課 

・自立生活サポートセンターの相談を受けた際に、
多重債務の問題を抱えていることがわかった場
合、消費生活相談員が聞き取りと、債務整理表を
作成し、弁護士の多重債務相談につなげる。 

消費生活センタ
ー 

生活、経済問題の相
談体制の充実 

・市税の納付が困難な人には、分割納付や納付の
一時的な停止などの納税相談を行う。 

納税課 

・国民年金保険料の納付困難者の相談を受け、免
除申請や障害年金受給等の申請手続きの案内・
受付を行う。 

国保年金課 

・生活困窮に陥っている人に対する相談を行う。 福祉政策課 

・経済問題の訴えのある公営住宅の入居者や入居
希望者の生活基盤安定の受け皿となるよう対応す
る。 

建築住宅課 

障害のある人に関
する相談体制の充
実 

・当事者である障害者相談員により相談や必要な
指導を行い関係機関との連携を図り支援を行う。 

障害福祉課 

 
 

取組名 取組内容 担当課

生活、経済問題の
相談体制の充実

生活困窮自立支
援事業

要保護・準要保護
児童生徒就学援助

被災児童生徒就
学援助

自立支援教育訓
練への支援・高等
職業訓練への支援
［再揚］

多重債務者等への
相談体制の充実

生活保護制度の
利用

・市税の給付が困難な人には、分割納付や納付
　の一時的な停止などの納税相談を行う。

・生活困窮している人に対する相談を行う。

・経済問題をかかえる公営住宅の入居者や入居
　希望者の生活基盤安定の受け皿となるよう
　対応する。

・生活困窮に陥っている人の生活や経済状況に
　ついて相談を受け、必要に応じて支援計画を作
　成し家計改善支援や就労支援等により自立を
　支援する。

・経済的理由により就学困難な児童生徒の保護者
　に対し就学に必要な学用品費等を援助する。

・大規模災害等による被災を起因とする経済的
　理由により就学が困難な児童生徒の保護者に
　対し、就学に必要な学用品費等を援助する。

・納税相談を受けた際に、多重債務の問題を抱えてい
　ることがわかった場合、聞き取りと、債務整理表を
　作成し、弁護士の多重債務相談につなげる。

・自立生活サポートセンターの相談を受けた際に、
　多重債務の問題を抱えていることがわかった場
　合、消費生活相談員が聞き取りと、債務整理表を
　作成し、弁護士の多重債務相談につなげる。

・母子・父子家庭の経済的自立を促進するため、
　厚生労働省指定の職業能力開発講座受講修了
　者に受講料の一部を支給する。
・母子・父子家庭の経済的自立を促進するため、
　看護師等の資格に係る養成機関修業者に一定
　期間、修了者には卒業時、給付金を支給する。

・事故や病気などにより、自分だけの力では生活
　できない人に対して、困っている程度に応じ必
　要な保護を行い、最低限度の生活を保障し、将
　来自立できるように支援する。

・国民年金保険料の納付困難者の相談を受け、
　免除申請や障害年金受給等の申請手続きの
　案内・受付を行う。

納税課

国保年金課

福祉政策課

建築住宅課

福祉政策課

福祉政策課

教育政策課

教育政策課

納税課

消費生活
センター

こども・若者
支援課
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取組名 取組内容 担当課 

ひきこもりへの相談
体制の充実 

・自立生活サポートセンターが窓口となり、ひきこも
りに悩む方の相談を行い関係機関との連携を図り
支援を行う。また、電話や対面での相談に抵抗が
ある方にも対応できるよう、ＩＣＴを活用した相談も
行う。 

福祉政策課 

犯罪被害者等への
相談体制の充実 

・犯罪被害者やその家族が普通の日常生活を取り
戻すことができるよう身の安全に関することや住む
場所、経済的なこと、子育て、介護などの相談を受
け、支援する。 

交通安全・地域
安全課 

日中一時支援 
・障害のある人を一時的に預かることにより、日中
活動の場を提供し、見守り及び社会に適応するた
めの日常的な訓練を行う。 

障害福祉課 

放課後等デイサービ
スの実施 

・障害のある児童の放課後や夏休み等の居場所確
保と療育支援を行う。 

障害福祉課 

適応指導教室の開
催 

・不登校の児童生徒を対象に、集団再適応、自立支
援、学習・生活指導などを行うとともに、保護者か
らの相談に応じる。ひきこもりの場合は、家庭訪問
相談員を派遣し、相談に応じる。 

教育政策課 

要保護・準要保護児
童生徒就学援助 

・経済的理由により就学困難な児童生徒の保護者
に対し就学に必要な学用品費等を援助する。 

教育政策課 

被災児童生徒就学
援助 

・大規模災害等による被災を起因とする経済的理由
により就学が困難な児童生徒の保護者に対し、就
学に必要な学用品費等を援助する。 

教育政策課 

特別支援教育就学
援助 

・特別支援学級等へ就学する児童生徒の保護者の
経済的負担を軽減するため、負担能力に応じ就学
に必要な学用品費等を援助する。 

教育政策課 

【新】 

ＬＧＢＴＱの正しい知
識の普及啓発 

・性の多様性や正しい知識について、ホームページ
などにより普及することで、理解促進を図り意識の
醸成を図る。 

男女共同参画・
多文化共生課 

道路・河川の適正利
用指導 

・道路や河川の適正な利用指導を行う中で、道路や
河川を不法占拠しているホームレス等に対し指導
を行う。 

建設管理課 

公園・緑地等の管理
及び設置に関する
事務 

・公園・緑地等の管理を行う中で、公園施設を不法
占拠しているホームレス等に対し指導を行う。 

花と緑の課 

  

・道路や河川の適正な利用指導を行う中で、道路や河
川を不法占拠しているホームレス等に対し指導を行
う。支援が必要と思われる場合には関係課に情報を提
供し、必要な支援へつなぐ。

・公園・緑地等の管理を行う中で、公園施設を不 法占
拠しているホームレス等に対し指導を行う。支援が必
要と思われる場合に関係課に情報 を提供し、必要な支
援へつなぐ。

・自立生活サポートセンターが窓口となり、40歳以上
のひきこもりに悩む方の相談を行い関係機関との連携
を図り支援を行う。また、電話や対面での相談に抵抗
がある方にも対応できるよう、ICTを活用した相談も
行う。

取組名 取組内容 担当課

ひきこもりへの
相談体制の充実

日中一時支援

障害のある人に関
する相談体制の
充実

放 課 後 等 デ イ
サービスの実施

適応指導教室の
開催

犯罪被害者等への
相談体制の充実

【新】
ＬＧＢＴの正しい
知識の普及啓発

【新】
男性のための
相談体制の充実

公園・緑地等の
管理及び設置に
関する事務

道路・河川の
適正利用指導

特別支援教育就
学援助

・自立生活サポートセンターが窓口となり、40歳
　以上のひきこもりに悩む方の相談を行い関
　係機関との連携を図り支援を行う。また、電
　話や対面での相談に抵抗がある方にも対応で
　きるよう、ＩＣＴを活用した相談も行う。

・当事者である障害者相談員により相談や必
　要な指導を行い、関係機関との連携を図り
　支援を行う。

・障害のある児童の放課後や夏休み等の居場
　所確保と療育支援を行う。

・障害のある人を一時的に預かることにより、
　日中活動の場を提供し、見守り及び社会に適
　応するための日常的な訓練を行う。

・不登校の児童生徒を対象に、集団再適応、自立支
　援、学習・生活指導などを行うとともに、保護
　者からの相談に応じる。ひきこもりの場合は、
　家庭訪問相談員を派遣し、相談に応じる。

・特別支援学級等へ就学する児童生徒の保護者
　の経済的負担を軽減するため、負担能力に
　応じ就学に必要な学用品費等を援助する。

・犯罪被害者やその家族が普通の日常生活を取
　り戻すことができるよう身の安全に関する
　ことや住む場所、経済的なこと、子育て、介
　護などの相談を受け、支援する。

・性の多様性の正しい知識について、ホーム
　ページなどにより啓発することで、理解促進
　を図り意識の醸成を図る。

・男性が抱える悩みや問題の相談窓口となり、
　必要に応じた専門の部局につなぐことで問
　題の深刻化を防ぐ。

・道路や河川の適正な利用指導を行う中で、道路や
　河川を不法占拠しているホームレス等に対し
　指導を行う。支援が必要と思われる場合には関
　係課に情報を提供し、必要な支援へつなぐ。

・公園・緑地等の管理を行う中で、公園施設を不
　法占拠しているホームレス等に対し指導を行
　う。支援が必要と思われる場合には関係課に
　情報を提供し、必要な支援へつなぐ。

福祉政策課

障害福祉課

障害福祉課

障害福祉課

教育政策課

教育政策課

交通安全・
地域安全課

男女共同参画・
多文化共生課

男女共同参画・
多文化共生課

建設管理課

花と緑の課

※
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基本目標４ 命を守る“切れ目のない”支援体制の構築
自殺は様々な要因が重なり起こるといわれています。身近な人への相談で解決さ

れない問題や、身近な人に相談できない場合には、市民の状況に応じたきめ細かな

相談支援を行う様々な分野の関係者が、自殺の危険性が低い段階で適切な支援

につなげて複合的課題にも対応できるよう、関係機関のネットワークづくりや情報共

有が重要です。

また、自死遺族や自殺未遂者は大きな悩みを抱えており、地域全体で支えていく

必要があります。

（１）相談支援ネットワークの強化

多重債務、失業、経営の危機に直面した中小企業、老々介護、ひきこもり、い

じめ、虐待、暴力、生活困窮など、様々な悩みを抱えた人の悩みがより深刻化す

る前に、きめ細やかな相談支援を行うことが重要です。様々な分野において、「生

きることの阻害要因」を減らし、「生きることの促進要因」を増やすことができるよ

う、関係機関のネットワークづくりや情報共有をして、社会全体の自殺リスクを低

下させる取組を推進します。

また、うつなど医療による対応が必要な人を適切な治療につなぐ、かかりつけ

医と精神科医の連携システムを推進します。加えて、精神疾患を発症した患者及

び家族が、住み慣れた地域で自分らしく暮らしを続けることができるよう、保健・

医療・福祉関係者による協議の場を設置するなど、「精神障害者にも対応した地

域包括ケアシステム」の構築を図ります。

主な取組

取組名 取組内容 担当課

安全安心サポートネ
ットワークの形成

・日頃から配達、検針、宅配等で市内一円を巡回す
る事業所と連携し、地域における異常や異変を通
報してもらうことで、緊急時に迅速に対応する。

★安全安心サポートネットワーク連携事業所数

交通安全・地域
安全課

各種相談体制の充
実

・一般相談員が対応する通常相談に加え、弁護士や
司法書士などの専門家による専門相談を行う。

市民相談センタ
ー
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取組名 取組内容 担当課 

ひきこもりへの相談
体制の充実 

・自立生活サポートセンターが窓口となり、ひきこも
りに悩む方の相談を行い関係機関との連携を図り
支援を行う。また、電話や対面での相談に抵抗が
ある方にも対応できるよう、ＩＣＴを活用した相談も
行う。 

福祉政策課 

犯罪被害者等への
相談体制の充実 

・犯罪被害者やその家族が普通の日常生活を取り
戻すことができるよう身の安全に関することや住む
場所、経済的なこと、子育て、介護などの相談を受
け、支援する。 

交通安全・地域
安全課 

日中一時支援 
・障害のある人を一時的に預かることにより、日中
活動の場を提供し、見守り及び社会に適応するた
めの日常的な訓練を行う。 

障害福祉課 

放課後等デイサービ
スの実施 

・障害のある児童の放課後や夏休み等の居場所確
保と療育支援を行う。 

障害福祉課 

適応指導教室の開
催 

・不登校の児童生徒を対象に、集団再適応、自立支
援、学習・生活指導などを行うとともに、保護者か
らの相談に応じる。ひきこもりの場合は、家庭訪問
相談員を派遣し、相談に応じる。 

教育政策課 

要保護・準要保護児
童生徒就学援助 

・経済的理由により就学困難な児童生徒の保護者
に対し就学に必要な学用品費等を援助する。 

教育政策課 

被災児童生徒就学
援助 

・大規模災害等による被災を起因とする経済的理由
により就学が困難な児童生徒の保護者に対し、就
学に必要な学用品費等を援助する。 

教育政策課 

特別支援教育就学
援助 

・特別支援学級等へ就学する児童生徒の保護者の
経済的負担を軽減するため、負担能力に応じ就学
に必要な学用品費等を援助する。 

教育政策課 

【新】 

ＬＧＢＴＱの正しい知
識の普及啓発 

・性の多様性や正しい知識について、ホームページ
などにより普及することで、理解促進を図り意識の
醸成を図る。 

男女共同参画・
多文化共生課 

道路・河川の適正利
用指導 

・道路や河川の適正な利用指導を行う中で、道路や
河川を不法占拠しているホームレス等に対し指導
を行う。 

建設管理課 

公園・緑地等の管理
及び設置に関する
事務 

・公園・緑地等の管理を行う中で、公園施設を不法
占拠しているホームレス等に対し指導を行う。 

花と緑の課 
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基本目標４ 命を守る“切れ目のない”支援体制の構築
自殺は様々な要因が重なり起こるといわれています。身近な人への相談で解決さ

れない問題や、身近な人に相談できない場合には、市民の状況に応じたきめ細かな

相談支援を行う様々な分野の関係者が、自殺の危険性が低い段階で適切な支援

につなげて複合的課題にも対応できるよう、関係機関のネットワークづくりや情報共

有が重要です。

また、自死遺族や自殺未遂者は大きな悩みを抱えており、地域全体で支えていく

必要があります。

（１）相談支援ネットワークの強化

多重債務、失業、経営の危機に直面した中小企業、老々介護、ひきこもり、い

じめ、虐待、暴力、生活困窮など、様々な悩みを抱えた人の悩みがより深刻化す

る前に、きめ細やかな相談支援を行うことが重要です。様々な分野において、「生

きることの阻害要因」を減らし、「生きることの促進要因」を増やすことができるよ

う、関係機関のネットワークづくりや情報共有をして、社会全体の自殺リスクを低

下させる取組を推進します。

また、うつなど医療による対応が必要な人を適切な治療につなぐ、かかりつけ

医と精神科医の連携システムを推進します。加えて、精神疾患を発症した患者及

び家族が、住み慣れた地域で自分らしく暮らしを続けることができるよう、保健・

医療・福祉関係者による協議の場を設置するなど、「精神障害者にも対応した地

域包括ケアシステム」の構築を図ります。

主な取組

取組名 取組内容 担当課

安全安心サポートネ
ットワークの形成

・日頃から配達、検針、宅配等で市内一円を巡回す
る事業所と連携し、地域における異常や異変を通
報してもらうことで、緊急時に迅速に対応する。

★安全安心サポートネットワーク連携事業所数

交通安全・地域
安全課

各種相談体制の充
実

・一般相談員が対応する通常相談に加え、弁護士や
司法書士などの専門家による専門相談を行う。

市民相談センタ
ー

※ ※

市民相談センター市民相談センター

※※

★安全安心サポートネットワーク連携事業所数★安全安心サポートネットワーク連携事業所数
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取組名 取組内容 担当課 

民生委員・児童委員
協議会 

・地域住民の抱える問題や悩みの身近な相談窓口
として状況をいち早く受け止め、親身に対応し健や
かに安心して暮らせるよう、相談援助や見守り活
動を行い、専門機関との「かけはし」として適切な
支援へとつなぐ。 

福祉政策課 

精神保健福祉ネット
ワーク会議 

・精神障害のある当事者が発言できる場として、精
神保健福祉関係団体が参加する会議を開催し、連
携を深めるとともに、市民ニーズの掘り起こしを進
める。 

障害福祉課 

障害のある人への
虐待防止に関する
支援 

・障害者虐待防止センターの設置、ネットワーク会議
の開催により虐待への対応を糸口に、当人や家族
などの問題に対し、適切な支援へつなぐ。 

障害福祉課 

医療機関に受診で
きる体制の充実 

・かかりつけ医と精神科医の連携システムにより、う
つなど医療による対応が必要な人を適切な治療に
つなぐよう推進する。 

健康推進課 

地域医療連携
室 

【新】 
 
こども家庭センター 

・児童福祉と母子保健の十分な知識と経験を有す
る統括支援員を配置し、周産期から成人期に至る
まで、こども及びその養育者への切れ目のない伴
走型支援を行う。 

こども・若者 

支援課 

子ども・若者総合 

サポート会議 

・社会生活を円滑に営む上での困難を有するこど
も・若者に対する支援を効果的に行うために、関係
機関（県、警察、ハローワーク、社会福祉協議会、
サポートステーション、市）が情報交換や連絡調整
等を行う。 

こども・若者 

支援課 

切れ目のない発達
支援の実施 

・発達に課題がある児童への継続性のある支援が
できるよう、園・学校・医療・保健等の支援記録を
保護者がファイリングし、関係機関と情報を共有す
ることで、一貫したサポートを行う。関係機関向け
に活用についてのチラシを作成・配布することで周
知を図り、また、支援者と保護者の面談の際には、
支援者から保護者に対し、ファイルの持参を呼び
かけてもらうよう依頼する。 

こども発達支援
センター 

保幼小連携による
移行支援 

・保育園、幼稚園、認定こども園、小学校間で子ども
の情報を共有したり、合同研修会を行ったりするこ
とを通して、支援を要する子ども等の継続的な支
援を行う。 

教育政策課 

こども課 

こども発達支援
センター 

生徒指導研修会の
開催 

・教職員に対し、いじめ、児童虐待、不登校などに対
する生徒指導研修を行い、知識向上を図る。 

教育政策課 
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取組名 取組内容 担当課 

【新】 
 
スクールロイヤーに
よる研修等の実施 

・小中学校に通学する児童生徒が学校生活におけ
る諸問題の中でトラブルや困難な事態に陥るのを
未然に防ぐことなどを目的に、弁護士による研修会
などを実施するとともに、個別相談についての法的
助言を行う。 

教育政策課 

青少年補導センター
の活動 

・自治会や学校、ＰＴＡから推薦を受けた青少年補
導員による街頭補導により青少年を犯罪や非行の
被害者や当事者になることを防ぐ。 

生涯学習課 

地域のネットワーク
会議を活用した情
報提供 

・市民と関係機関が参加する協議会等で、自殺対策
に関する情報提供や啓発を行う。 

・関係機関の情報誌に自殺対策に関連した情報を
取り上げる。 

生涯学習課 

交通安全・地域
安全課 

地域のネットワー
ク会議を活用した
情報提供 

・市民と関係機関が参加する協議会等で、自殺対
策に関する情報提供や啓発を行う。 

・関係機関の情報誌に自殺対策に関連した情報を
取り上げる。 

生涯学習課 

交通安全・地
域安全課 

男女共同参
画・多文化共
生課 

自殺対策推進協
議会 

・保健、医療、福祉、教育、労働その他の関連機関
の関係者で構成される自殺対策推進協議会を
開催し、各機関との連携強化とネットワークづく
りを行う。 

健康企画課 

 

（２）自殺未遂者や自死遺族※等への支援 

自殺未遂者は再度自殺を図る可能性が高くなると言われており、自殺未遂

者への支援は自殺対策に大きく影響します。そのため、医療機関に搬送された

自殺未遂者が、自宅に戻った後も、精神科医療や自殺未遂者の抱える様々な

社会的問題への包括的な支援が必要であり、関係機関が連携し、継続的に切

れ目のない支援を行うことが必要です。  

自殺未遂者が再び自殺を図ることを防ぐためには、特に家族や身近な人によ

る日常的な支援の効果が高いといわれていることからも、悩みや抑うつ感を抱え

がちな自殺未遂者の家族や知人などへの支援も重要です。  

こうした緊急かつ深刻なケースは市レベルでは十分な対応ができない場合も

あるため、県や近隣自治体との連携を図ります。  

また、身近な人を自死により亡くされた遺族等は、非常に大きな精神的な不

調を抱え、健康問題につながることも少なくありません。自殺者及び自殺未遂者

【新】【新】
こども家庭センターこども家庭センター

子ども・若者総子ども・若者総合合
サポート会議サポート会議

健康推進課健康推進課
地域医療連携室地域医療連携室

教育政策課教育政策課
こども課こども課
こども発達支援こども発達支援
センターセンター
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取組名 取組内容 担当課 

民生委員・児童委員
協議会 

・地域住民の抱える問題や悩みの身近な相談窓口
として状況をいち早く受け止め、親身に対応し健や
かに安心して暮らせるよう、相談援助や見守り活
動を行い、専門機関との「かけはし」として適切な
支援へとつなぐ。 

福祉政策課 

精神保健福祉ネット
ワーク会議 

・精神障害のある当事者が発言できる場として、精
神保健福祉関係団体が参加する会議を開催し、連
携を深めるとともに、市民ニーズの掘り起こしを進
める。 

障害福祉課 

障害のある人への
虐待防止に関する
支援 

・障害者虐待防止センターの設置、ネットワーク会議
の開催により虐待への対応を糸口に、当人や家族
などの問題に対し、適切な支援へつなぐ。 

障害福祉課 

医療機関に受診で
きる体制の充実 

・かかりつけ医と精神科医の連携システムにより、う
つなど医療による対応が必要な人を適切な治療に
つなぐよう推進する。 

健康推進課 

地域医療連携
室 

【新】 
 
こども家庭センター 

・児童福祉と母子保健の十分な知識と経験を有す
る統括支援員を配置し、周産期から成人期に至る
まで、こども及びその養育者への切れ目のない伴
走型支援を行う。 

こども・若者 

支援課 

子ども・若者総合 

サポート会議 

・社会生活を円滑に営む上での困難を有するこど
も・若者に対する支援を効果的に行うために、関係
機関（県、警察、ハローワーク、社会福祉協議会、
サポートステーション、市）が情報交換や連絡調整
等を行う。 

こども・若者 

支援課 

切れ目のない発達
支援の実施 

・発達に課題がある児童への継続性のある支援が
できるよう、園・学校・医療・保健等の支援記録を
保護者がファイリングし、関係機関と情報を共有す
ることで、一貫したサポートを行う。関係機関向け
に活用についてのチラシを作成・配布することで周
知を図り、また、支援者と保護者の面談の際には、
支援者から保護者に対し、ファイルの持参を呼び
かけてもらうよう依頼する。 

こども発達支援
センター 

保幼小連携による
移行支援 

・保育園、幼稚園、認定こども園、小学校間で子ども
の情報を共有したり、合同研修会を行ったりするこ
とを通して、支援を要する子ども等の継続的な支
援を行う。 

教育政策課 

こども課 

こども発達支援
センター 

生徒指導研修会の
開催 

・教職員に対し、いじめ、児童虐待、不登校などに対
する生徒指導研修を行い、知識向上を図る。 

教育政策課 
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取組名 取組内容 担当課 

【新】 
 
スクールロイヤーに
よる研修等の実施 

・小中学校に通学する児童生徒が学校生活におけ
る諸問題の中でトラブルや困難な事態に陥るのを
未然に防ぐことなどを目的に、弁護士による研修会
などを実施するとともに、個別相談についての法的
助言を行う。 

教育政策課 

青少年補導センター
の活動 

・自治会や学校、ＰＴＡから推薦を受けた青少年補
導員による街頭補導により青少年を犯罪や非行の
被害者や当事者になることを防ぐ。 

生涯学習課 

地域のネットワーク
会議を活用した情
報提供 

・市民と関係機関が参加する協議会等で、自殺対策
に関する情報提供や啓発を行う。 

・関係機関の情報誌に自殺対策に関連した情報を
取り上げる。 

生涯学習課 

交通安全・地域
安全課 

地域のネットワー
ク会議を活用した
情報提供 

・市民と関係機関が参加する協議会等で、自殺対
策に関する情報提供や啓発を行う。 

・関係機関の情報誌に自殺対策に関連した情報を
取り上げる。 

生涯学習課 

交通安全・地
域安全課 

男女共同参
画・多文化共
生課 

自殺対策推進協
議会 

・保健、医療、福祉、教育、労働その他の関連機関
の関係者で構成される自殺対策推進協議会を
開催し、各機関との連携強化とネットワークづく
りを行う。 

健康企画課 

 

（２）自殺未遂者や自死遺族※等への支援 

自殺未遂者は再度自殺を図る可能性が高くなると言われており、自殺未遂

者への支援は自殺対策に大きく影響します。そのため、医療機関に搬送された

自殺未遂者が、自宅に戻った後も、精神科医療や自殺未遂者の抱える様々な

社会的問題への包括的な支援が必要であり、関係機関が連携し、継続的に切

れ目のない支援を行うことが必要です。  

自殺未遂者が再び自殺を図ることを防ぐためには、特に家族や身近な人によ

る日常的な支援の効果が高いといわれていることからも、悩みや抑うつ感を抱え

がちな自殺未遂者の家族や知人などへの支援も重要です。  

こうした緊急かつ深刻なケースは市レベルでは十分な対応ができない場合も

あるため、県や近隣自治体との連携を図ります。  

また、身近な人を自死により亡くされた遺族等は、非常に大きな精神的な不

調を抱え、健康問題につながることも少なくありません。自殺者及び自殺未遂者

【新】
スクールロイヤー
による研修等の
実施

青少年補導セン
ターの活動

地 域 の ネ ッ ト
ワーク会議を活
用した情報提供

自殺対策推進
協議会

・小中学校に通学する児童生徒が学校生活にお
　ける諸問題の中でトラブルや困難な事態に陥
　るのを未然に防ぐことなどを目的に、弁護士に
　よる研修会などを実施するとともに、個別相談
　についての法的助言を行う。

・自治会や学校、ＰＴＡから推薦を受けた青少年
　補導員による街頭補導により青少年を犯罪や
　非行の被害者や当事者になることを防ぐ。

・市民と関係機関が参加する協議会等で、自殺対
　策に関する情報提供や啓発を行う。
・関係機関の情報誌に自殺対策に関連した情報
　を取り上げる。

・保健、医療、福祉、教育、労働その他の関連機関
　の関係者で構成される自殺対策推進協議会を
　開催し、各機関との連携強化とネットワークづ
　くりを行う。

教育政策課

生涯学習課

健康企画課

生涯学習課
交通安全・
地域安全課
男女共同参画・
多文化共生課

取組名 取組内容 担当課

※
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取組名 取組内容 担当課 

【新】 
 
スクールロイヤーに
よる研修等の実施 

・小中学校に通学する児童生徒が学校生活におけ
る諸問題の中でトラブルや困難な事態に陥るのを
未然に防ぐことなどを目的に、弁護士による研修会
などを実施するとともに、個別相談についての法的
助言を行う。 

教育政策課 

青少年補導センター
の活動 

・自治会や学校、ＰＴＡから推薦を受けた青少年補
導員による街頭補導により青少年を犯罪や非行の
被害者や当事者になることを防ぐ。 

生涯学習課 

地域のネットワーク
会議を活用した情
報提供 

・市民と関係機関が参加する協議会等で、自殺対策
に関する情報提供や啓発を行う。 

・関係機関の情報誌に自殺対策に関連した情報を
取り上げる。 

生涯学習課 

交通安全・地域
安全課 

地域のネットワー
ク会議を活用した
情報提供 

・市民と関係機関が参加する協議会等で、自殺対
策に関する情報提供や啓発を行う。 

・関係機関の情報誌に自殺対策に関連した情報を
取り上げる。 

生涯学習課 

交通安全・地
域安全課 

男女共同参
画・多文化共
生課 

自殺対策推進協
議会 

・保健、医療、福祉、教育、労働その他の関連機関
の関係者で構成される自殺対策推進協議会を
開催し、各機関との連携強化とネットワークづく
りを行う。 

健康企画課 

 

（２）自殺未遂者や自死遺族※等への支援 

自殺未遂者は再度自殺を図る可能性が高くなると言われており、自殺未遂

者への支援は自殺対策に大きく影響します。そのため、医療機関に搬送された

自殺未遂者が、自宅に戻った後も、精神科医療や自殺未遂者の抱える様々な

社会的問題への包括的な支援が必要であり、関係機関が連携し、継続的に切

れ目のない支援を行うことが必要です。  

自殺未遂者が再び自殺を図ることを防ぐためには、特に家族や身近な人によ

る日常的な支援の効果が高いといわれていることからも、悩みや抑うつ感を抱え

がちな自殺未遂者の家族や知人などへの支援も重要です。  

こうした緊急かつ深刻なケースは市レベルでは十分な対応ができない場合も

あるため、県や近隣自治体との連携を図ります。  

また、身近な人を自死により亡くされた遺族等は、非常に大きな精神的な不

調を抱え、健康問題につながることも少なくありません。自殺者及び自殺未遂者
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並びに親族等の名誉及び生活の平穏とプライバシーに配慮しつつ、福祉、経済、

法律など多岐にわたる問題を複合的に抱える残された遺族等を支援するため、

民間団体との連携、必要な支援情報の提供、相談体制の充実に努めます。

主な取組

取組名 取組内容 担当課

多受診重複受診者
への訪問指導

・保健師や看護師が多受診重複受診者を訪問し、
主治医や薬剤師と連携して、適正受診や正しい内
服のし方の普及に努め、過量服薬を防止する。

健康推進課

国保年金課

自死遺族等への情
報提供

・県で実施する自死遺族等に対する個別相談及び
遺族のつどいの情報を市広報に掲載することによ
り自死遺族等への情報提供を行う。

健康推進課

自殺対策推進協議
会【再掲】

・保健、医療、福祉、教育、労働その他の関連機関
の関係者で構成される自殺対策推進協議会を開
催し、各機関との連携強化とネットワークづくりを
行う。

健康企画課

【新】

ご遺族手続き支援
コーナーと連携した
情報発信

・ご遺族手続き支援コーナーにおいて、自死遺族等
に対するパンフレットを配架して、対象遺族等への
情報発信を行う。

市民課・健康企
画課

※

第４章 施策の展開 
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  目標値及び目標指標一覧 
国は、令和８年までに自殺死亡率を平成 27 年の 18.5 と比べて 30％以上

減少させ、13.0 以下とすることを目標としています。本市では、平成 27 年の自

殺死亡率 18.4 と比べて令和４年は 11.8 と 30％以上の減少していますが、年

によって減少率にばらつきがみられるため、誰ひとり自殺に追い込まれないため

の対策を継続し、本計画が終了する令和 10 年の目標値を現状値より減少する

こととします。 

また、自殺死亡率は人口規模によって変動幅が大きくなることから、複数年に

おける自殺死亡率の平均値も数値目標に加えることとし、令和６年から令和 10

年までの５年間における自殺死亡率の平均値を、平成 25 年から平成 29 年の

自殺死亡率の平均値よりも減少することを目指します。  

 目標指標 
 

第 1次計画現状値 
現状値 目標値 

全体 

自殺死亡率（人口 10万人対） 18.4※１ 11.8※３ 減少 

５年間における自殺死亡率の平均値 16.1※２ 13.8※３ 減少 

※１ 国の基準に即し、自殺死亡率の現状値は平成 27（2015）年の数値。 
※２ 平成 25（2013）年から平成 29（2017）年の自殺死亡率の平均値。 
※３ 参考として第１次計画の実績値を記載。自殺死亡率は令和４年値、平均値は平成 30 年～令

和４年の自殺死亡率の平均値とする。 
 
 

その他、目標指標については以下のとおりです。 

基本
目標 

目標指標 
現状値 

令和４年度 

目標値 

令和 10年度 

１ メンタルヘルスに関する啓発回数（累計） 34回  40回 

２ ゲートキーパー養成者数（累計） 887人 1,187人 

３ ふれあいサロン参加者数 ※延べ人数 19,188人 22,800人 

４ 安全安心サポートネットワーク連携事業所数 20事業所 27事業所 

 

【新】【新】
ご遺族手続き支援ご遺族手続き支援
コーナーと連携したコーナーと連携した
情報発信情報発信

市民課・市民課・
健康企画課健康企画課
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並びに親族等の名誉及び生活の平穏とプライバシーに配慮しつつ、福祉、経済、

法律など多岐にわたる問題を複合的に抱える残された遺族等を支援するため、

民間団体との連携、必要な支援情報の提供、相談体制の充実に努めます。

主な取組

取組名 取組内容 担当課

多受診重複受診者
への訪問指導

・保健師や看護師が多受診重複受診者を訪問し、
主治医や薬剤師と連携して、適正受診や正しい内
服のし方の普及に努め、過量服薬を防止する。

健康推進課

国保年金課

自死遺族等への情
報提供

・県で実施する自死遺族等に対する個別相談及び
遺族のつどいの情報を市広報に掲載することによ
り自死遺族等への情報提供を行う。

健康推進課

自殺対策推進協議
会【再掲】

・保健、医療、福祉、教育、労働その他の関連機関
の関係者で構成される自殺対策推進協議会を開
催し、各機関との連携強化とネットワークづくりを
行う。

健康企画課

【新】

ご遺族手続き支援
コーナーと連携した
情報発信

・ご遺族手続き支援コーナーにおいて、自死遺族等
に対するパンフレットを配架して、対象遺族等への
情報発信を行う。

市民課・健康企
画課
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  目標値及び目標指標一覧 
国は、令和８年までに自殺死亡率を平成 27 年の 18.5 と比べて 30％以上

減少させ、13.0 以下とすることを目標としています。本市では、平成 27 年の自

殺死亡率 18.4 と比べて令和４年は 11.8 と 30％以上の減少していますが、年

によって減少率にばらつきがみられるため、誰ひとり自殺に追い込まれないため

の対策を継続し、本計画が終了する令和 10 年の目標値を現状値より減少する

こととします。 

また、自殺死亡率は人口規模によって変動幅が大きくなることから、複数年に

おける自殺死亡率の平均値も数値目標に加えることとし、令和６年から令和 10

年までの５年間における自殺死亡率の平均値を、平成 25 年から平成 29 年の

自殺死亡率の平均値よりも減少することを目指します。  

 目標指標 
 

第 1次計画現状値 
現状値 目標値 

全体 

自殺死亡率（人口 10万人対） 18.4※１ 11.8※３ 減少 

５年間における自殺死亡率の平均値 16.1※２ 13.8※３ 減少 

※１ 国の基準に即し、自殺死亡率の現状値は平成 27（2015）年の数値。 
※２ 平成 25（2013）年から平成 29（2017）年の自殺死亡率の平均値。 
※３ 参考として第１次計画の実績値を記載。自殺死亡率は令和４年値、平均値は平成 30 年～令

和４年の自殺死亡率の平均値とする。 
 
 

その他、目標指標については以下のとおりです。 

基本
目標 

目標指標 
現状値 

令和４年度 

目標値 

令和 10年度 

１ メンタルヘルスに関する啓発回数（累計） 34回  40回 

２ ゲートキーパー養成者数（累計） 887人 1,187人 

３ ふれあいサロン参加者数 ※延べ人数 19,188人 22,800人 

４ 安全安心サポートネットワーク連携事業所数 20事業所 27事業所 

 

　国は、令和8年までに自殺死亡率を平成 27年の18.5と比べて30%以上減少させ、国は、令和8年までに自殺死亡率を平成 27年の18.5と比べて30%以上減少させ、
13.0 以下とすることを目標としています。本市では、平成 27年の自殺死亡率 18.413.0 以下とすることを目標としています。本市では、平成 27年の自殺死亡率 18.4
と比べて令和 4年は 11.8 と 30%以上減少していますが、年によって減少率にばらと比べて令和 4年は 11.8 と 30%以上減少していますが、年によって減少率にばら
つきがみられます。誰ひとり自殺に追い込まれないための対策を継続し、本計画がつきがみられます。誰ひとり自殺に追い込まれないための対策を継続し、本計画が
終了する令和 10年の目標値は現状値 (令和 4年 ) より減少することとします。終了する令和 10年の目標値は現状値 (令和 4年 ) より減少することとします。
　また、自殺死亡率は人口規模によって変動幅が大きくなることから、複数年にお　また、自殺死亡率は人口規模によって変動幅が大きくなることから、複数年にお
ける自殺死亡率の平均値も数値目標に加えることとし、令和 6年から令和 10年までける自殺死亡率の平均値も数値目標に加えることとし、令和 6年から令和 10年まで
の 5年間における自殺死亡率の平均値が、平成 30 年から令和 4年の自殺死亡率のの 5年間における自殺死亡率の平均値が、平成 30 年から令和 4年の自殺死亡率の
平均値よりも減少することを目指します。平均値よりも減少することを目指します。

※1 国の基準に即し、平成 27(2015) 年の数値。
※ 2 平成 25(2013) 年から平成 29(2017) 年の自殺死亡率の平均値。
※ 3 自殺死亡率は令和4年値、平均値は平成30年から令和4年の自殺死亡率の平均値。

※

※

【参考】【参考】
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第５章    自殺対策の推進にあたって 

 
 

１ 計画の周知 
計画を広く市民に周知・啓発するため、広報やホームページなどを通して公表

するとともに、あらゆる機会を活用して計画のＰＲを図り、市民の自殺対策への意

識を高めます。 

 

２ 計画の推進体制 
自殺対策を計画的かつ着実に推進するため、関係機関や団体等で構成された

「藤枝市自殺対策推進協議会」を設置し、自殺対策計画の進捗状況や目標指標

の達成状況について協議を行うとともに、委員間の情報共有、連携の強化を図り、

デジタル機器を活用した情報の発信等、ＩＣＴを活用して効果的に自殺対策を推

進します。 

また、全ての市職員が、共通の認識を持って自殺対策に取り組むため、市長を

トップとした各部局長で構成する「行政経営会議」で自殺対策計画の策定を組織

的に決定し、庁内の横断的な推進体制を強化します。  
  

※

第 章5
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第５章    自殺対策の推進にあたって 

 
 

１ 計画の周知 
計画を広く市民に周知・啓発するため、広報やホームページなどを通して公表

するとともに、あらゆる機会を活用して計画のＰＲを図り、市民の自殺対策への意

識を高めます。 

 

２ 計画の推進体制 
自殺対策を計画的かつ着実に推進するため、関係機関や団体等で構成された

「藤枝市自殺対策推進協議会」を設置し、自殺対策計画の進捗状況や目標指標

の達成状況について協議を行うとともに、委員間の情報共有、連携の強化を図り、

デジタル機器を活用した情報の発信等、ＩＣＴを活用して効果的に自殺対策を推

進します。 

また、全ての市職員が、共通の認識を持って自殺対策に取り組むため、市長を

トップとした各部局長で構成する「行政経営会議」で自殺対策計画の策定を組織

的に決定し、庁内の横断的な推進体制を強化します。  
  

「藤枝市自殺対策推進協議会」において、計画の推進状況や目標の達成状況について「藤枝市自殺対策推進協議会」において、計画の推進状況や目標の達成状況について
確認するとともに協議を行い、その結果を施策に反映させ推進を図ります。確認するとともに協議を行い、その結果を施策に反映させ推進を図ります。
　また、　進行管理は「PDCAサイクル」による「継続的改善」の考え方を基本とし、　また、　進行管理は「PDCAサイクル」による「継続的改善」の考え方を基本とし、
「Plan（計画）」「Do（実施）」「Check（評価）」「Act（改善）」のサイクルを回し、事業「Plan（計画）」「Do（実施）」「Check（評価）」「Act（改善）」のサイクルを回し、事業
の経済的な改善を図ります。の経済的な改善を図ります。

※
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５    資料編 

１ 計画の策定過程 

年 月 日 内  容 

令
和
５
年 

5 月 24 日 行政経営会議（基本方針決定） 

6 月 27 日 庁内策定委員会（策定方針説明） 

8 月 23 日～9月 8日 市民意識調査 

8 月 23 日～9月 6日 自殺対策推進協議会（骨子案説明） 

8 月 30 日 庁内策定委員会へ意見聴取 

10 月 5 日～10 月 13 日  庁内部局長・理事へ意見聴取 

10 月 20 日 市議会健康福祉委員会（計画素案の意見聴取） 

10 月 26 日～11 月 10 日 自殺対策推進協議会へ意見聴取 

11 月 20 日 行政経営会議（計画案決定） 

12 月 14 日 市議会全員協議会（パブリックコメント実施説明） 

12 月 22 日～1月 23 日 パブリックコメントの実施 

令
和
６
年 

2 月７日 行政経営会議（パブリックコメント結果報告） 

2 月７日 市議会健康福祉委員会（パブリックコメント結果報告） 

2 月 28 日 自殺対策推進協議会（パブリックコメント結果報告） 

  

※
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５    資料編 

１ 計画の策定過程 

年 月 日 内  容 

令
和
５
年 

5 月 24 日 行政経営会議（基本方針決定） 

6 月 27 日 庁内策定委員会（策定方針説明） 

8 月 23 日～9月 8日 市民意識調査 

8 月 23 日～9月 6日 自殺対策推進協議会（骨子案説明） 

8 月 30 日 庁内策定委員会へ意見聴取 

10 月 5 日～10 月 13 日  庁内部局長・理事へ意見聴取 

10 月 20 日 市議会健康福祉委員会（計画素案の意見聴取） 

10 月 26 日～11 月 10 日 自殺対策推進協議会へ意見聴取 

11 月 20 日 行政経営会議（計画案決定） 

12 月 14 日 市議会全員協議会（パブリックコメント実施説明） 

12 月 22 日～1月 23 日 パブリックコメントの実施 

令
和
６
年 

2 月７日 行政経営会議（パブリックコメント結果報告） 

2 月７日 市議会健康福祉委員会（パブリックコメント結果報告） 

2 月 28 日 自殺対策推進協議会（パブリックコメント結果報告） 

  

資料編
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2  用語解説 
 
【アルファベット】 

ＩＣＴ（アイシーティー Information and Communication Technology） 

情報処理やインターネットのような通信技術を利用した産業やサービスのこと。 
 

ＬＧＢＴＱ（エルジービーティーキュー） 

Ｌ（レズビアン：同性を恋愛や性愛の対象とする女性） Ｇ（ゲイ：同性を恋愛や性愛の対象とする男
性） Ｂ（バイセクシュアル：同性も異性も恋愛や性愛の対象とする人） Ｔ（トランスジェンダー：出
生時の戸籍上の性とは異なる性自認を有する人） Ｑ（クイア：規範的な性のあり方以外の人）（クエス
チョニング：自らの性のあり方が、特定の枠に属さない人、わからない人） を指す。 
性的思考（恋愛・性愛の対象となる性別）や性自認（自分の性の認識）から、性的少数者と

なるそれぞれの呼称の頭文字をとった言葉。性的少数者は外見等から判断が難しいために、周
囲の理解が得られにくいことが考えられる。 

     

ＮＰＯ法人自殺対策支援センターライフリンク 

2004 年 10 月に設立。代表である清水康之氏が自殺対策の法制化を目指して署名活動を行い、2006 年６月
の自殺対策基本法の成立に大きく貢献した。若者に向けた SNS相談「生きづらびっと」、オンラインでの電話
相談「＃いのち SOS」、メール相談など各種相談や、自殺者及びその家族の実態調査等を行っている。 
 

ＰＤＣＡサイクル（ピーディーシーエーサイクル） 

計画（Plan）、実施(Do)、評価(Check)、対策(Act)を順に実施することにより、業務の維持・
向上及び改善活動を推進するシステムのひとつ。 

 

ＳＤＧｓ（エスディジーズ Sustainable Development Goals：持続可能な開発目標） 

2015 年 9 月の国連サミットで採択された「持続可能な開発のための 2030 アジェンダ」に
て記載された 2030 年までに持続可能でよりよい世界を目指す国際目標のこと。 
ＳＤＧｓ は発展途上国のみならず、先進国自身が取り組む普遍的なものであり、その達成

に向けて政府や民間企業等のあらゆる主体が役割を担って取り組むこととされており、地方自
治体もその一主体としての役割を期待されている。人権、経済・社会、地球環境、様々な分野
にまたがった課題を分類し、17 の目標が設定されている。 
 

ＳＮＳ（エスエヌエス Social Networking Service） 

「人同士のつながり」を電子化するサービスで、自己情報の発信や人との出会いなどを目的としたネットワーク。 
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【あ行】 

生きることの阻害要因 

自殺のリスク要因のことで、失業や多重債務、生活苦等により生きづらさを感じる要因のこと。 
 
生きることの促進要因 

自殺に対する保護要因のことで、自分を大切にする自己肯定感や、信頼できる人間関係など
により、危機回避能力が高くなる要因のこと。 
 

一般社団法人いのち支える自殺対策推進センター 

2020 年４月１日に、「自殺対策の総合的かつ効果的な実施に資するための調査研究及びその
成果の活用等の推進に関する法律（令和元年法律第三十二号）」に基づく厚生労働大臣指定法
人として発足。自殺の実態、自殺の防止、自殺者の親族等の支援の在り方、地域の状況に応じ
た自殺対策の在り方、自殺対策の実施の状況等又は心の健康の保持増進についての調査研究及
び検証等を行うとともに、その成果を地方公共団体等に情報発信し、研修等を行っている。 
 

【か行】 

カウンセラー 

市民・事業活動において豊富な経験や専門的知識を有し、その経験や知見に基づき、市民・
NGO・事業者に対し助言などを行う人材として、登録されている人のこと。 

 

過労死等の防止のための対策に関する大綱 

国民が健康に働き続けることのできる充実した社会の実現に向けて、「過労死等防止対策推
進法」に基づき政府が推進すべき過労死防止のための対策の指針として定めるもの。 

 

ゲートキーパー 

地域や職場、教育、その他様々な分野において、身近な人の自殺のサインに気づき、声をかけ、その
人の話を受け止め、必要に応じて専門の相談機関につなぐなどの役割が期待される人のこと。 

 

健幸（けんこう） 

「からだやこころの状態を正しく理解し、病気にならないよう予防に努め、病気や障害があ
っても生きがいをもって充実した日々を送る」という従来の意味での健康に加えて、地域の中
でそれぞれが支え合い、安全安心で豊かな暮らしを実現し、幸せが感じられること。 
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健康経営 

「企業が従業員の健康に配慮することによって、経営面においても大きな成果が期待できる」
との基盤に立って、従業員の健康づくりを経営的視点から考え、戦略的に実践すること。 

 

こどもの自殺対策緊急強化プラン 

「子どもが自ら命を絶つようなことのない社会」の実現を目指し、令和５年６月にこども家
庭庁がまとめた子どもの自殺対策。 

 
【さ行】 

産後うつ 

女性が分娩後の一定期間において、日常生活や育児に支障が出るほどの、極度の悲しみを感
じたり、普段行っていた活動への興味を喪失したりする状態。 

 

自殺総合対策大綱 

自殺対策基本法に基づき、政府が推進すべき自殺対策の指針として定めるもの。平成 19 年
６月に初めての大綱が策定された後、平成 20 年 10 月に一部改正、平成 24 年８月と平成 29
年 7 月に見直しが行われた。大綱は概ね５年を目途に見直すこととされ、基本法改正の趣旨等
を踏まえ、令和 4 年 10 月、新たな大綱が閣議決定された。 

 

自殺対策基本法 

自殺の防止と自殺者の親族等への支援の充実を目的として制定された法律。法制化に向けて
全国で署名活動が行われた。平成 18 年６月 21 日に公布、同年 10 月 28 日に施行。施行から
10 年の節目にあたる平成 28 年３月に改正、同年４月１日に施行された。 

 

自殺未遂 

自殺とは自ら自分の生命を絶つ行為であるが、死に至らなかった場合、自殺未遂といわれる。 
 

自死遺族 

自殺によって家族を亡くされた遺族の呼称である。自殺対策基本法では「自殺者の親族等」と表記されてい
る。従来、論文などでは「自殺遺族」「自殺者の遺族」といった表記が用いられていたが、当事者遺族等が「自
殺」ではなく「自死」という呼称を望み、自らの立場を「自死遺族」と位置づけたことから、特に遺族に対す
る支援や相談場面においては、この呼称が用いられることが多くなった。 

 

新型コロナウイルス感染症 

国内では２０２０年１月に初めて検出された新型のウイルスで、発熱や咳等の症状を引き起
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こす。飛沫感染、接触感染が主な経路とされるため、同年２月から感染症法上２類に位置付け
（以降「コロナ禍」と呼ばれる）られ、外出や集会が抑制される等、人々のつながりの維持に
おいて大きな影響をもたらした。令和４年頃から、ウィズコロナ（新型コロナウイルス感染症
の感染状況に合わせて予防策に柔軟に取り組むこと）として一部の社会活動が再開された。２
０２３年５月８日には感染症法上の位置付けが５類に移行（コロナ禍が終了とされ、「コロナ
後」「アフターコロナ」とも呼ばれる）した。 

 

スクールカウンセラー 

学校に配置され、児童・生徒・保護者の生活上の問題や悩みの相談に応じるとともに、教師
や保護者に対して指導・助言を行う専門家のこと。 

 

スクールソーシャルワーカー 

いじめや不登校、虐待、貧困など、学校生活や日常生活における問題に直面する子どもを支援し、学
校や家庭と外部機関をつなぐコーディネーターとしての役割も担う社会福祉の専門家のこと。 

 

セーフティーネット 

安全網を意味し、網の目のように救済策を張ることにより、地域に住むすべての人々の安全
や健康で文化的な生活を守ろうという考え方。 

 

ソーシャルワーク 

社会福祉援助のことであり、人々が生活していく上での問題を解決なり緩和することで、質の高い
生活（QOL）を支援し、個人のウェルビーイングの状態を高めることを目指していくこと。 

 
【た行】 

地域包括支援センター 

市内を７つの圏域に分け、担当となる「安心すこやかセンター（あんすこ）」を市が委託し
て実施している。高齢者の介護や健康福祉、虐待防止、権利擁護等の相談窓口であり、行政、
医療、保健、福祉の専門機関、介護サービス事業所や住民組織など、地域の様々な組織や人材
と連携して高齢者の包括的なサポートを行う。 

 
【な行】 

ニート 

職に就いておらず、学校等の教育機関に所属せず、就労に向けた活動をしていない15〜34歳の未婚の者のこと。 
 

【は行】 

8050（ハチマル・ゴウマル）問題 

資料編 
健康経営 

「企業が従業員の健康に配慮することによって、経営面においても大きな成果が期待できる」
との基盤に立って、従業員の健康づくりを経営的視点から考え、戦略的に実践すること。 

 

こどもの自殺対策緊急強化プラン 

「子どもが自ら命を絶つようなことのない社会」の実現を目指し、令和５年６月にこども家
庭庁がまとめた子どもの自殺対策。 

 
【さ行】 

産後うつ 

女性が分娩後の一定期間において、日常生活や育児に支障が出るほどの、極度の悲しみを感
じたり、普段行っていた活動への興味を喪失したりする状態。 

 

自殺総合対策大綱 

自殺対策基本法に基づき、政府が推進すべき自殺対策の指針として定めるもの。平成 19 年
６月に初めての大綱が策定された後、平成 20 年 10 月に一部改正、平成 24 年８月と平成 29
年 7 月に見直しが行われた。大綱は概ね５年を目途に見直すこととされ、基本法改正の趣旨等
を踏まえ、令和 4 年 10 月、新たな大綱が閣議決定された。 

 

自殺対策基本法 

自殺の防止と自殺者の親族等への支援の充実を目的として制定された法律。法制化に向けて
全国で署名活動が行われた。平成 18 年６月 21 日に公布、同年 10 月 28 日に施行。施行から
10 年の節目にあたる平成 28 年３月に改正、同年４月１日に施行された。 

 

自殺未遂 

自殺とは自ら自分の生命を絶つ行為であるが、死に至らなかった場合、自殺未遂といわれる。 
 

自死遺族 

自殺によって家族を亡くされた遺族の呼称である。自殺対策基本法では「自殺者の親族等」と表記されてい
る。従来、論文などでは「自殺遺族」「自殺者の遺族」といった表記が用いられていたが、当事者遺族等が「自
殺」ではなく「自死」という呼称を望み、自らの立場を「自死遺族」と位置づけたことから、特に遺族に対す
る支援や相談場面においては、この呼称が用いられることが多くなった。 

 

新型コロナウイルス感染症 

国内では２０２０年１月に初めて検出された新型のウイルスで、発熱や咳等の症状を引き起



66

資料編

11

第２次藤枝市自殺対策計画

発   行：令和６（2024）年３月
編   集：藤枝市健康福祉部 健やか推進局 健康企画課
      〒426-0078  静岡県藤枝市南駿河台 1丁目 14番 1号
               （藤枝市保健センター内）
電   話：054-645-1113
F A X：054-645-2122

資料編 
50代の中高年のひきこもりの子を 80代の後期高齢者の親が子の生活を支えるケースが増え

ている、という社会問題のこと。 
 

ハラスメント 

行為者の意図にかかわらず、相手方に不利益や損害を与え、若しくは個人の尊厳又は人格を
侵害する行為。パワハラ（職場等で、優位な立場を背景にして行われる、適正範囲を超えた叱
責や嫌がらせ）、セクハラ（性的な言動による嫌がらせ）などが挙げられる。 

 

ふじえだ型ピア・サポート 

「人と支え合い、つながり、かかわり合う場面」を多く設定し、子どもたちが教師の指導・
支援のもと、ピア・サポートプログラム等で身につけた知識やスキルを活かしながら、友達（仲
間・ピア）を思いやり、支え合う学校風土をつくっていこうとする取り組みのこと。 

 

ブラック企業 

従業員を、過重労働、パワハラ、違法な長時間労働、達成困難なノルマ、賃金未払といった、
劣悪な労働条件で酷使する企業のこと。 

 
【ま行】 

メンタルヘルス 

全ての働く人が健やかに、いきいきと働けるような気配りと援助をすること、およびそのよ
うな活動が円滑に実践されるような仕組みを作り、実践すること。 

 
【や行】 

抑うつ（状態 ・ 感） 

憂うつな気持ちや気分が落ち込むなどの状態が続いていること。 
 

【ら行】 

ライフサイクル ・ ライフステージ 

成長・成熟の度合いに応じた生から死への人生の移り変わりをライフサイクルという。一般的には、乳児期、
幼児期、児童期、思春期、成人期、壮年期、老年期の各段階に分かれ、その段階をライフステージという。 

 
【わ行】 

ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和） 

一人ひとりがやりがいや充実感を持ちながら働き、仕事上の責任を果たすとともに、家庭や地域生活な
どにおいても、子育て期、中高年期といった人生の各段階に応じて多様な生き方が選択・実現できること。
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成長・成熟の度合いに応じた生から死への人生の移り変わりをライフサイクルという。一般的には、乳児期、
幼児期、児童期、思春期、成人期、壮年期、老年期の各段階に分かれ、その段階をライフステージという。 

 
【わ行】 

ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和） 

一人ひとりがやりがいや充実感を持ちながら働き、仕事上の責任を果たすとともに、家庭や地域生活な
どにおいても、子育て期、中高年期といった人生の各段階に応じて多様な生き方が選択・実現できること。




